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第一部 【企業情報】 



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 消費税および地方消費税の課税取引については、消費税等を含んでおりません。 

２ 上記の比率は以下の算式により算出しております。 

  

３ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純損益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に

あたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４ 平成14年３月期および平成15年３月期につきましては、当期純損失を計上しているため潜在株式調整後１株当たり当期純

利益、株主資本当期純利益率および株価収益率を記載しておりません。 

５ 平成16年３月期から、従業員数の記載にあたっては就業人員数を記載しており、従来集計の範囲に含めていなかった役

員・契約社員（委任契約を含む）、および派遣社員を含めて記載しております。 

６ 平成17年６月23日開催の第64回定時株主総会決議に基づき、同年９月１日付で、当社発行済株式２株を１株に併合してお

ります。 

７ 平成18年３月期の１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、平成17年４月１日

に株式併合があったものとみなして算出しております。 

連結会計年度 
自平成13年４月１日 
至平成14年３月31日 
(平成14年３月期) 

自平成14年４月１日
至平成15年３月31日
(平成15年３月期)

自平成15年４月１日
至平成16年３月31日
(平成16年３月期)

自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日 
(平成17年３月期) 

自平成17年４月１日
至平成18年３月31日
(平成18年３月期) 

営業収益 
(百万
円) 

288,320 284,279 340,747 343,449 488,513 

純営業収益 
(百万
円) 

253,411 250,681 307,807 313,920 438,641 

経常利益 
(百万
円) 

1,529 31,648 76,804 77,717 167,834 

当期純損益 
(百万
円) 

△66,361 △21,611 38,703 46,935 96,388 

純資産額 
(百万
円) 

689,376 649,334 683,285 745,848 833,554 

総資産額 
(百万
円) 

4,480,649 5,770,994 6,031,827 6,607,643 8,598,866 

１株当たり純資産額 (円) 374.43 352.76 370.98 387.45 864.88 

１株当たり当期純損益 (円) △36.02 △11.75 20.81 25.32 100.05 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― 20.11 25.30 98.76 

自己資本(株主資本)比
率 

(％) 15.4 11.3 11.3 11.3 9.7 

株主資本当期純利益率 (％) ─ ─ 5.8 6.6 12.2 

株価収益率 (倍) ─ ─ 33.2 21.2 19.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万
円) 

△572,916 △361,345 267,052 △226,776 △23,448 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万
円) 

43,408 63,087 9,192 △12,652 △38,088 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万
円) 

325,461 299,879 △81,540 495,914 △12,585 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万
円) 

276,305 279,101 473,187 707,098 635,740 

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

(名) 
8,955 
〔778〕

8,464
〔568〕

9,718
〔496〕

10,512 
〔474〕

11,278 
〔443〕

 ・自己資本(株主資本)比率＝ 
資本合計 

×100(％)
負債・少数株主持分・資本合計 

 ・株主資本当期純利益率＝ 
当期純利益 

×100(％) 
(前期末資本合計＋当期末資本合計)÷２



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 消費税および地方消費税の課税取引については、消費税等を含んでおりません。 

２ 上記の比率は以下の算式により算出しております。 

  

  

  

３ 平成13年９月30日までは証券業を営んでおりましたが、平成13年10月１日以降は持株会社へと業態変更しております。 

４ 第62期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純損益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定にあたって

は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５ 第61期および第64期につきましては、当期純損失を計上しているため潜在株式調整後１株当たり当期純利益、株主資本当

期純利益率、株価収益率および配当性向を記載しておりません。 

６ 平成17年６月23日開催の第64回定時株主総会決議に基づき、同年９月１日付で、当社発行済株式２株を１株に併合してお

ります。 

７ 第65期の１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、平成17年４月１日に株式併

合があったものとみなして算出しております。 

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

営業収益 
(うち受入手数料) 

(百万円)
112,820 
(58,143)

13,905
(    ―)

35,918
(    ―)

10,400 
(    ―)

12,609 
(    ―)

経常損益 (百万円) 24,550 1,472 25,258 △2,663 △1,676 

当期純損益 (百万円) △3,288 364 5,257 △6,830 2,549 

資本金 (百万円) 208,954 208,957 232,845 232,854 233,760 

発行済株式総数 (千株) 1,841,249 1,841,256 1,947,884 1,947,920 975,431 

純資産額 (百万円) 713,333 694,720 691,641 702,569 689,813 

総資産額 (百万円) 930,714 941,619 1,040,263 1,332,284 1,387,431 

１株当たり純資産額 (円) 387.44 377.42 375.58 365.03 715.81 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

(円) 
3.00 
(0.00)

3.00
(2.00)

8.00
(3.00)

12.00 
(5.00)

50.00 
(20.00)

１株当たり当期純損益 (円) △1.78 0.20 2.69 △3.70 2.65 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 0.20 2.68 ― 2.65 

自己資本(株主資本)比率 (％) 76.6 73.8 66.5 52.7 49.7 

株主資本当期純利益率 (％) ― 0.1 0.8 ― 0.4 

株価収益率 (倍) ― 1,640.7 256.5 ― 736.2 

配当性向 (％) ― 1,514.50 297.03 ― 1,886.8 

株主資本配当率 (％) 0.77 0.79 2.13 3.21 7.0 

従業員数 (名) 206 182 185 171 126 

 ・自己資本(株主資本)比率＝ 
資本合計 

×100(％) 
負債・資本合計 

 ・株主資本当期純利益率＝ 
当期純利益 

×100(％) 
(前期末資本合計＋当期末資本合計)÷２

 ・配当性向＝ 
1株当たり配当額 

×100(％) 
1株当たり当期純利益 

 ・株主資本配当率＝ 
配当金総額 

×100(％) 
資本合計 



２ 【沿革】 

当社は昭和19年４月１日、川島屋證券株式会社(大正９年４月株式会社川島屋商店として設立、昭和18年９月に昭和

14年２月設立された(旧)川島屋證券と合併し社名変更)と(旧)日興證券株式会社(大正９年６月設立)との新設合併によ

り設立され、今日に至っております。 
  

年月 沿革 

昭和19年４月 日興證券株式会社設立(資本金2,000万円) 

  23年11月 証券取引法に基づく証券業者として登録 

  24年４月 東京、大阪、名古屋の各証券取引所の正会員となる 

  26年６月 証券投資信託法に基づく委託会社の登録完了 

  30年２月 米国に日興笠井證券設立(昭和40年７月、当社ニューヨーク支店と合併し日興證券インターナショ

ナル株式会社発足。平成17年１月、日興オルタナティブアセットマネジメント・インクに社名変

更） 

  35年４月 日興證券投資信託委託株式会社(平成11年４月、日興国際投資顧問株式会社と合併し社名を日興

アセットマネジメント株式会社に変更)の設立に伴い、証券投資信託法上の委託者としての業務

を同社に譲渡 

  36年10月 当社株式を東京、大阪、名古屋の各証券取引所市場第二部に上場 

  43年４月 改正証券取引法による総合証券会社としての免許取得 

  45年２月 当社株式を東京、大阪、名古屋の各証券取引所市場第一部に上場 

    12月 当社調査部門を分離独立し、株式会社日興リサーチセンターを設立(平成13年４月、日興スクー

ルシステム株式会社と合併。平成13年10月、日興フィナンシャル・インテリジェンス株式会社に

社名変更) 

  47年12月 ロンドン支店を現地法人に改組し、日興ヨーロッパ株式会社を設立 

  48年８月 当社株式をフランクフルト、デュッセルドルフ両証券取引所に上場(平成17年４月上場廃止) 

  49年３月 ルクセンブルグ日興銀行株式会社を設立 

  56年７月 当社株式を欧州預託証券(EDR)の形式でルクセンブルグ証券取引所に上場(平成17年３月上場廃

止) 

    ９月 日興国際投資顧問株式会社設立(平成11年４月、日興證券投資信託委託株式会社と合併) 

  58年７月 日興ベンチャーキャピタル株式会社設立(平成11年３月、日興キャピタル株式会社に社名変更。

平成15年１月、日興アントファクトリー株式会社に統合) 

  59年12月 シンガポール駐在員事務所を現地法人に改組し、日興マーチャント・バンク(シンガポール)株式

会社を設立 

  63年７月 当社株式をパリ証券取引所に上場(平成17年３月上場廃止) 

    12月 日興ビジネスサービス株式会社設立(平成８年４月、日興証券ビジネスサービス株式会社に社名

変更。平成11年４月、日興ビジネスシステムズ株式会社に社名変更) 

平成２年８月 日興證券インドネシア株式会社設立 

    ９月 日興アイ・アール株式会社設立 

    10月 当社株式をシンガポール証券取引所に上場 

    12月 日興證券インドネシア株式会社がジャカルタ証券取引所の正会員となる 

  ５年10月 日興信託銀行株式会社設立(平成13年８月、株式50％をシティグループ・インクへ譲渡し関連会

社となる。平成13年12月、日興シティ信託銀行株式会社に社名変更) 

  ８年８月 日興證券グローバル・ホールディングズ株式会社を設立 

  10年２月 株式会社グローバル・ラップ・コンサルティング・グループ設立 

    12月 証券取引法の改正に伴い、金融監督庁より登録を受ける 

  12月 日興ヨーロッパ株式会社から業務移管し、日興プリンシパル・インベストメンツ・リミテッドを

設立 

  11年２月 シティグループ・インクの証券部門であるソロモン・スミス・バーニー・ジャパン・リミテッド

の発行済株式総数の51％にあたる株式を取得し、日興ソロモン・スミス・バーニー証券会社(平

成15年４月、日興シティグループ証券会社に社名変更)を発足させ、同社に対して営業の一部を

譲渡(平成15年12月、日興シティグループ証券会社を日本法人化し、日興シティグループ証券株

式会社として営業開始) 



  

  

年月 沿革 

平成11年５月 日興ビーンズ証券株式会社設立(平成13年３月、インターネット・トレーディング証券株式会社

と合併。平成17年５月、マネックス証券株式会社と合併しマネックス・ビーンズ証券株式会社に

社名変更。平成17年12月、マネックス証券株式会社に社名変更) 

    10月 ファイナンシャル・ネットワーク・テクノロジーズ株式会社設立(平成15年７月、株式会社日興

コンピューターシステムと合併し、日興システムソリューションズ株式会社に社名変更) 

12年３月 日興プリンシパル・インベストメンツ株式会社設立 

    10月 アントファクトリージャパン株式会社を株式取得により関連会社とする(平成14年５月、株式の

追加取得により子会社となる。平成14年９月、日興アントファクトリー株式会社に社名変更。平

成15年１月、日興キャピタル株式会社を統合) 

  13年３月 共同抵当証券株式会社における抵当証券関連業務から撤退 

    ３月 日興證券分割準備株式会社設立(平成13年10月、日興コーディアル証券株式会社に社名変更) 

    ６月 日興年金コンサルティング株式会社設立 

    ７月 株式会社日興コーディアルトレジャリーズ設立 

    10月 当社の営む証券業およびその他営業の全部を日興コーディアル証券株式会社(日興證券分割準備

株式会社より社名変更)に承継するとともに株式会社日興コーディアルグループに社名変更 

    10月 日興ファシリティーズ株式会社設立(平成18年４月、日興リアルエステート株式会社に社名変更) 

  14年２月 日興コーディアル・ホールディングス・リミテッド設立 

    12月 日興コーディアル投資顧問設立準備株式会社設立(平成15年５月、日興コーディアル・アドバイ

ザーズ株式会社に社名変更) 

  16年６月 当社が委員会等設置会社(平成18年５月、会社法施行に伴い委員会設置会社)へ移行 

    ８月 マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式会社設立 

    10月 コーディアル・コミュニケーションズ株式会社が営業開始 

17年９月 当社発行済株式２株を１株に併合 

９月 株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズを株式の追加取得により連結子会社

とする 

12月 日興プリンシパル・ファイナンス株式会社設立 



３ 【事業の内容】 

当社および当社の関係会社(連結子会社62社および持分法適用会社26社)は、持株会社体制のもとで、グループ全体

として業務運営を進めており、主たる事業は、証券関連業務を中心とした金融サービス業であります。 

具体的には、個人のお客様を中心に様々な金融商品の運用コンサルティングを行うリテール業務、個人・法人・海

外投資家を含むあらゆる投資家に対して資産運用サービスを提供するアセットマネジメント業務、法人のお客様を対

象に、資金調達・資金運用をはじめ、新規公開やＭ＆Ａ（企業の買収・合併）など、総合的な経営・財務戦略に関す

るサービスを提供するインベストメントバンキング業務、公開・未公開を問わず法人の発行する株式、債券、証券化

関連商品、代替資産投資商品等を対象に自己資金を用いての投資を行うマーチャントバンキング業務、の４業務を中

核事業としております。 

なお、当社の事業の系統図は次のとおりであります。 

 
(注) 株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズは、東京証券取引所マザーズ市場に上場しております。 



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所 資本金又は出資金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)       

日興コーディアル証券株式会社 
(注)２、５ 

東京都千代田区 
円

100,000,000,000 
証券業 100

事務受託 
役員の兼任８名 

日興シティグループ証券株式会

社(注)２、５ 
東京都港区

円

96,307,750,000 
証券業 51 役員の兼任３名 

日興アセットマネジメント株式

会社 
東京都千代田区 

円

16,174,272,500 
投資信託委託業

投資顧問業 
99.51

(37.82)
役員の兼任３名 

ルクセンブルグ日興銀行株式会

社 
ルクセンブルグ 
ルクセンブルグ市 

EUR 
40,154,672 

証券業

金融業 
100

(100)
─ 

日興マーチャント・バンク(シ

ンガポール)株式会社 
シンガポール 
シンガポール市 

S＄ 
10,000,000 

証券業

金融業 
100

(100)
─ 

日興プリンシパル・インベスト

メンツ・リミテッド(注)２ 
イギリス 
ロンドン市 

£ 
170,000,002 

投資業

コンサルティング業

100

(100)
役員の兼任１名 

エヌピーアイエル・ホールディ

ングズ・リミテッド 
イギリス 
ロンドン市 

£ 
100,010,000 

持株会社 100 役員の兼任１名 

日興證券グローバル・ホールデ

ィングズ株式会社(注)２ 
イギリス 
ロンドン市 

円

38,666,445,917 
持株会社

100

(100)
役員の兼任２名 

日興プリンシパル・インベスト

メンツ株式会社 
東京都千代田区 

円

2,500,000,000 
投資業

コンサルティング業
100 役員の兼任４名 

日興プリンシパル・ファイナン

ス株式会社 
東京都千代田区 

円

1,250,000,000 
投資業

コンサルティング業
100 ─ 

日興ビジネスシステムズ株式会

社 
東京都江東区 

円

200,000,000 
サービス業

100

(100)
─ 

日興フィナンシャル・インテリ

ジェンス株式会社 
東京都中央区 

円

1,050,210,000 
情報サービス業 100 役員の兼任２名 

日興システムソリューションズ

株式会社 
神奈川県横浜市 

円

3,000,000,000 
情報サービス業 100

情報処理業務の委託 
役員の兼任１名 

日興年金コンサルティング株式

会社 
東京都中央区 

円

1,250,000,000 
コンサルティング業 100

年金資産の管理・運営 
役員の兼任１名 

株式会社日興コーディアルトレ

ジャリーズ(注)２ 
東京都中央区 

円

100,000,000 
金融業 100

事務受託 
役員の兼任４名 

株式会社グローバル・ラップ・

コンサルティング・グループ 
東京都中央区 

円

999,000,000 
投資顧問業 100 役員の兼任２名 

日興アントファクトリー株式会

社 
東京都千代田区 

円

3,771,709,375 
投資業 

コンサルティング業
96.81 役員の兼任１名 

日興コーディアル・アドバイザ

ーズ株式会社 
東京都中央区 

円

1,499,000,000 
投資顧問業 100 役員の兼任１名 

日興プロパティーズ株式会社 東京都中央区 
円

300,000,000 
不動産業 100

当社事務所の賃貸 
役員の兼任１名 

株式会社シンプレクス・インベ

ストメント・アドバイザーズ

(注)３、４、６ 
東京都千代田区 

円

11,408,150,000 
不動産投資顧問業

40.00

(29.41)
― 

日興コーディアル代替資産投資

事業組合(注)２ 
東京都中央区 

円

56,700,000,000 
投資業

100

(100)
― 

MSA Acquisitions Co. Limited 
(注)６、７ 

イギリス

スタフォードシャ

ー州 

£ 
1,000 

投資業 ― ― 

その他 40社 ― ― ― ― ― 



  

(注) １ 「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有割合であります。 

   ２ 特定子会社であります。 

   ３ 有価証券報告書の提出会社であります。 

   ４ 有価証券届出書の提出会社であります。 

   ５ 営業収益(連結会社相互間の内部収益を除く)の連結営業収益に占める割合が10％を超えている各社の主要な損益情報等は

以下のとおりであります。 

   ６ 議決権の所有割合は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため連結子会社としております。 

   ７ 債務超過会社であり、債務超過額は28,148百万円であります。 

  

名称 住所 資本金又は出資金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(持分法適用関連会社)        

マネックス・ビーンズ・ホール

ディングス株式会社(注)３ 
東京都千代田区 

円

8,800,000,000 
持株会社 26.29 ― 

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区 
円

20,000,000,000 
銀行業 50 ― 

日興證券インドネシア株式会社 インドネシア 
ジャカルタ市 

RP 
60,000,000,000 

証券業
38.76

(38.76)
― 

その他 23社 ― ― ― ― ― 

  
  
    

日興コーディアル 
証券株式会社 

日興シティグループ 
証券株式会社 

(1) 営業収益 247,748百万円 155,998百万円 

(2) 経常利益 95,480 33,760 

(3) 当期純利益 59,992 19,110 

(4) 純資産額 457,885 213,176 

(5) 総資産額 1,319,130 5,897,107 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における従業員数 

平成18年３月31日現在 

（注） 上記の従業員数は就業人員数であり、役員・契約社員（委任契約を含む）、および派遣社員を含めております。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 上記の従業員数は、役員および派遣社員を除いて記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

３  前事業年度末に比べ従業員数が45名減少しておりますが、その主な要因は、組織変更に伴う日興コーディアル証券株式

会社への異動によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記事項はありません。 

  

  従業員数(名) 

連結会社合計(投資・金融サービス業) 
〔外、臨時従業員の年間平均雇用人員〕 

11,278 
〔 443〕 

従業員数(名) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(千円) 

126 42歳 ９ヵ月 11年 ５月 9,435 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日）の金融証券市場は、好調な企業業績や個人消費を背景

に、株式市況の活況により拡大基調が続きました。個人の金融資産が投資へと大きく動き出し、企業経営において

も、積極的な株主還元や、Ｍ＆Ａなどの資本政策が活発に行われる状況にありました。 

こうした環境のもと、当社グループは、資本市場の発展とお客様の明るい未来に貢献すべく、事業の競争力強化に

取り組んでまいりました。 

この結果、当連結会計年度の営業収益は4,885億円（前連結会計年度比42％増）、純営業収益は4,386億円（同40％

増）となりました。また、販売費・一般管理費は2,821億円（同16％増）となったことから、営業利益は1,564億円

（同2.2倍）、営業外損益項目を加減した経常利益は1,678億円（同2.2倍）となりました。特別損益項目では、特別利

益として関係会社株式売却益88億円や持分変動利益41億円など合計152億円、特別損失として人事報酬制度の見直しに

よる退職金清算損失51億円や有価証券等評価減27億円など合計137億円を計上いたしました。これに法人税等を加味し

た税引後の当期純利益は963億円（同2.1倍）となり、株主資本当期純利益率（ROE）は、前連結会計年度の6.6％から

当連結会計年度は12.2％へ上昇しました。 

所在地別の業績は、前連結会計年度においては、日本で717億円、米州で0.9億円の営業利益となり、欧州で２億

円、アジアで１億円の営業損失でありましたが、当連結会計年度においては、日本で1,467億円、欧州で79億円、米州

で19億円の営業利益、アジア・オセアニアで２億円の営業損失となりました。 

当連結会計年度の収益・費用等の科目別の状況は、次のとおりであります。 

  

＜受入手数料＞ 

受入手数料は、3,188億円（前連結会計年度比40％増）となりました。その内訳と主な特徴は以下のとおりであり

ます。 

  

  
委託手数料：委託手数料は、921億円（前連結会計年度比48％増）となりました。東京証券取引所等の株式売買代

金が大幅に増加したことなどを背景に、株式委託手数料は910億円（同49％増）となりました。債券委託手数料は

５億円（同１％減）、投資信託の委託手数料は４億円（同12％減）となりました。 

  

引受・売出手数料：引受・売出手数料は、406億円（前連結会計年度比10％増）となりました。株式、債券ともに

大型案件で主幹事を務めるなど引受高が増加した結果、株式は320億円（同８％増）、債券は85億円（同17％増）

となりました。 

  

募集・売出しの取扱手数料：募集・売出しの取扱手数料は、582億円（前連結会計年度比74％増）となりました。

貯蓄から投資への流れが加速する中で、お客様のニーズにお応えすべく国際分散投資型やオルタナティブ型の投

資信託などの多様な商品をご提供したことにより販売が好調に推移し、投資信託に係る手数料は547億円（同92％

増）と大幅に増加しました。 

区分 
当連結会計年度
(百万円) 

前連結会計年度
(百万円) 

前連結会計年度比 
増減率(％) 

受入手数料 318,890 228,399 39.6 

  委託手数料 92,163 62,424 47.6 

  引受・売出手数料 40,658 37,110 9.6 

  募集・売出しの取扱手数料 58,221 33,464 74.0 

  その他の受入手数料 127,847 95,399 34.0 



その他の受入手数料：投資信託の残高増加による信託報酬の増加等により、その他受入手数料は、1,278億円（前

連結会計年度比34％増）となりました。 

  

＜トレーディング損益＞ 

トレーディング損益は、768億円（前連結会計年度比54％増）となりました。株券等トレーディング損益は293億

円（同58％増）、債券・為替等トレーディング損益は475億円（同52％増）となりました。 
  

  

当連結会計年度末のトレーディング商品の残高および前連結会計年度比増減額は以下のとおりであります。 
  

  

  

区分 
当連結会計年度
(百万円) 

前連結会計年度
(百万円) 

前連結会計年度比 
増減率(％) 

トレーディング損益 76,898 49,855 54.2 

  株券等 29,368 18,604 57.9 

  債券・為替等 47,530 31,251 52.1 

  (債券等) (  34,691) (  23,914) (   45.1) 

  (為替等) (  12,838) (   7,337) (   75.0) 

区分 
当連結会計年度末
(百万円) 

前連結会計年度末
(百万円) 

前連結会計年度比増減
額 

(百万円) 

資産の部のトレーディング商品 4,141,202 2,686,597 1,454,605 

  商品有価証券等 4,046,885 2,611,171 1,435,714 

    株券・ワラント 345,235 261,201 84,033 

    債券 3,518,475 2,195,913 1,322,562 

    CPおよびCD 4,991 4,999 △7 

    受益証券等 178,076 147,154 30,921 

    その他 106 1,903 △1,796 

  デリバティブ取引 94,317 75,425 18,891 

    オプション取引 41,536 38,401 3,134 

    為替予約取引 1,192 2,446 △1,254 

    先物・先渡取引 6,472 3,127 3,344 

    スワップ取引 45,115 31,448 13,667 

負債の部のトレーディング商品 3,486,775 1,720,824 1,765,951 

  商品有価証券等 3,227,063 1,586,739 1,640,324 

    株券・ワラント 49,844 72,351 △22,506 

    債券 3,177,218 1,514,368 1,662,850 

    受益証券等 ― 19 △19 

  デリバティブ取引 259,712 134,085 125,627 

    オプション取引 172,511 97,897 74,613 

    為替予約取引 1,477 3,388 △1,911 

    先物・先渡取引 7,714 626 7,088 

    スワップ取引 78,009 32,172 45,836 



＜営業投資有価証券売買損益＞ 

マーチャントバンキング業務等からの営業投資有価証券売買損益は37億円（前連結会計年度比85％減）となりま

した。 

  

＜金融収益・金融費用＞ 

金融収益729億円から金融費用389億円を差し引いた金融収支は、340億円（前連結会計年度比3.0倍）となりまし

た。マーチャントバンキング業務において、配当による投資回収があり、これを金融収益に計上したため、前連結

会計年度に比べて大幅に増加しました。 

  

＜その他の売上高・売上原価＞ 

その他の売上高には、当連結会計年度から新たに連結子会社となった、シンプレクス・インベストメント・アド

バイザーズにおける不動産開発・ソリューション事業等の売上160億円を計上しております。また売上原価には、こ

れらの売上に対応する原価109億円を計上しております。 

  

＜販売費・一般管理費＞ 

販売費・一般管理費は、2,821億円（前連結会計年度比16％増）となりました。従業員等に対する賞与が業績連動

により増加したことや、FA（ファイナンシャル・アドバイザー）・IFA（独立系ファイナンシャル・アドバイザー）

といった実績報酬型の社員に対する給与が増加したことにより、人件費が増加しました。 

  

＜特別損益＞ 

特別利益は、当社が保有するマネックス・ビーンズ・ホールディングスの株式を一部売却したことなどによる関

係会社株式売却益88億円や、持分変動利益41億円など、合計152億円を計上しました。 

特別損失は、当社および一部の連結子会社で実施した、企業競争力を高めるための人事報酬制度見直しによる退

職金清算損失51億円や、有価証券等評価減27億円など、合計137億円を計上しました。 

  

＜キャッシュ・フロー＞ 

営業活動によるキャッシュ・フローは、トレーディング商品や有価証券担保貸付金、有価証券担保借入金の増減

等により、234億円のマイナス（前連結会計年度は2,267億円のマイナス）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得等により、380億円のマイナス（前連結会計年度は

126億円のマイナス）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行や長期借入金による収入などがあったものの、短期借入金の

減少や社債の償還による支出等により、125億円のマイナス（前連結会計年度は4,959億円のプラス）となりまし

た。 

これらの結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ713億円減少した6,357

億円となりました。 

  

より詳細な内容は、「６ 財政状態及び経営成績の分析」をご参照ください。 

  



２ 【対処すべき課題】 

当社グループは、平成18年３月までの「グループ24ヶ月の経営計画」による成果をさらに加速させ、激変する環境

に対応しつつ中長期的な視点から経営を行っていくため、平成18年４月からの２年間を対象とする新「24ヶ月経営計

画」を策定いたしました。この計画においては、日本経済の回復や業務を取り巻く制度改正による大成長・大構造変

化の時代と、その先の大競争の時代をにらみ、連結株主資本当期純利益率（ROE）10％以上を維持しながら持続的な成

長を目指すことを経営目標に掲げました。また、個人のお客様の運用資産と法人のお客様の企業価値の増大に貢献す

るために、新しい金融サービスモデルの構築に向けて革新的経営を実行し続けることを、経営方針として定めまし

た。 

新「24ヶ月経営計画」における重点課題は、以下の通りです。 

  

(1) 収益の安定的な拡大 

４つの中核事業の安定的な成長を図るとともに、収益源の分散化・多様化を推し進め、グループ収益の安定的な

拡大を図ってまいります。 

  

(2) 時代とともに進化する商品およびサービス 

革新的な商品・サービスの提供に継続的に取り組み、会社法や金融商品取引法などの制度改正を踏まえた新たな

金融サービスモデルを確立してまいります。 

  

(3) 最高の人材が集う会社への環境整備 

報酬水準の向上と自己実現の場の充実、就業環境の整備により、従業員の創造性を高め、お客様への金融サービ

スにおいて最高の人材が集う会社としてまいります。 

  

(4) 一層の経営インフラの整備 

コーポレート・ガバナンスの一層の充実やIT基盤の強化を通じて、今後の成長に対応するための基盤整備を進め

てまいります。 

  

(5) 攻めの資本政策 

グループ全体として資本効率の向上に努めてまいります。特に、マーチャントバンキング業務の拡大を図るとと

もに、既存事業の強化や新規事業の創出に向けたＭ＆Ａ・業務提携にも積極的に取り組んでまいります。 

  



３ 【事業等のリスク】 

当社および当社グループの事業等のリスクについて、経営成績および財政状態等に影響を与え、投資者の判断に重

要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項は、以下の通りです。また、必ずしもリスク要因に該当しない

事項についても、投資者の投資判断上重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の

観点から開示しております。 

当社は、これらのリスクが顕在化する可能性を認識した上で、顕在化回避のためのリスク管理、およびコンティン

ジェンシー・プラン策定等による顕在化した場合の対応等に努める所存です。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月26日）現在において、当社が判断

したものであります。 

  

(1) 競争激化によるリスク 

当社グループは、証券関連業務を中心とするお客様のさまざまなニーズにお応えするとともに、グループの相乗

効果を発揮することで新たな価値を創造する「金融サービスグループ」として持続的な成長を果たし、お客様や株

主、社員そして社会に貢献することを目指しております。ただし、以下の競争要因等により、この目標を達成でき

ない可能性があります。 

① 他の証券会社との競争 

当社グループの主たる事業領域である証券業界は、国内の総合証券会社に加え、外資系証券会社や銀行系証券

会社・オンライン専業証券会社等が台頭し、従来以上に競争が激化しております。当社グループは、コスト削減

やITの活用等の経営効率化を進めることで価格競争力を高めるとともに、SMA（セパレートリー・マネージド・ア

カウント）サービス等の新規事業に参入し、サービス・商品の差別化に努め、競争優位の獲得に取り組んでおり

ます。しかしながら、競合の状況や新規事業の成長が想定を下回った場合には、当社グループが競争優位を得ら

れず、当社グループの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

② 異業種の参入 

平成16年４月から、一般事業会社および個人等に対して証券仲介業務が解禁されました。さらに、平成16年12

月には、銀行や保険会社等へも解禁されました。当社グループでは、証券仲介業制度の導入は、販売チャネルの

拡大を可能とし多様な投資家の幅広い市場参加を促進するものであると考え、既に複数の金融機関及び一般事業

会社と提携を行いました。今後も、お客様のニーズと収支メリットがあると判断した場合には、販売ネットワー

クの拡大を図るためにも積極的に提携の可能性を検討してまいります。一方で、巨額な預金と店舗網を抱える銀

行が証券仲介業に参入したことは、一層の競争激化につながり、当社グループの収益力に影響を及ぼす可能性が

あります。 

③ ＦＡ・ＩＦＡの採用 

日興コーディアル証券は、全国の会計事務所やファイナンシャルプランナーの方々と委任契約を結んだ独立系

ファイナンシャル・アドバイザー（IFA）を通じて、長期的・継続的な資産形成アドバイスをご提供しています。

日興コーディアル証券では、IFAおよび地域密着型の営業専門社員（FA）の積極的な採用により、営業人員と営業

チャネルの拡大および営業力の強化を図っております。しかしながら、コンサルティング能力に優れた人材の採

用については、同業他社を含む金融機関で積極化しており、優秀な人材を十分に確保できない可能性がありま

す。その結果、営業人員と営業チャネルおよび営業力の強化が図れず、設定した経営目標を達成できない可能性

があります。 

  

(2) 提携先に関するリスク 

① シティグループ 

イ シティグループによる当社株式の保有状況、シティグループとの合弁事業 

シティグループ・インクの子会社であるトラベラーズ グループ インターナショナル エルエルシーは、当事

業年度において保有する株式の一部を売却したものの、平成18年３月31日現在においても当社の議決権の

4.94％を保有する株主であります。また、シティグループは、当社グループとの間で、日興シティグループ証

券および日興シティ信託銀行の２社を、合弁で展開しております。 

  



ロ 日興シティグループ証券に係る株主間契約 

日興シティグループ証券の業務運営については、同社株式を保有する当社、日興コーディアル証券、日興シ

ティグループ証券、同社株式を保有するシティグループ・グローバル・マーケッツ・ホールディングス・イン

ク、およびシティグループ・グローバル・マーケッツ・ホールディングス・インクの親会社であるシティグル

ープ・インクの５者間で株主間契約が締結されております。この株主間契約において、日興コーディアル証券

を含む当社の子会社は、国内におけるコーポレート・ファイナンス業務、キャピタル・マーケット業務、Ｍ＆

Ａ業務、機関投資家向けトレーディング業務、一部のリサーチ業務および日興シティグループ証券の全株主が

合意するその他の業務の遂行を、原則として、日興シティグループ証券を通さずには行わないと合意されてお

ります。 

ハ その他 

当社グループは、シティグループとの合弁や業務提携によって、シティグループの持つグローバルなネット

ワークを利用することが可能となり、投資銀行業務等において優れた成果をあげてまいりました。しかしなが

ら、シティグループが、日本国内の経営戦略の転換を図り当社グループとの合弁や業務提携を解消するなどし

た場合、当社グループの経営戦略や業績等に重大な影響を与える可能性があります。 

 また、シティグループの持つブランド力は当社グループにとって重要な役割を果たしていることから、シテ

ィグループの経営成績や財政状態および社会的信用が大きく損なわれた場合においては、合弁で事業を行って

いる日興シティグループ証券や日興シティ信託銀行ばかりでなく、当社をはじめ他の当社グループ各社にも悪

影響が及ぶ可能性があります。 

② その他の提携先・関係先 

当社グループは、魅力ある商品・サービスをお客様にご提供するため、各分野において強みを持つ会社から商

品供給を受けております。また、営業基盤の拡大に際しては、証券仲介業者として、金融機関や事業会社等幅広

く関係を構築しております。これらの提携先・関係先との契約が解消された場合、当社グループの経営戦略や業

績等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) マーケットの変動によるリスク 

① 手数料収入の減少 

当社グループは、株式市場の動向に業績が過度に左右されないようにすべく、収益源の多様化に努めておりま

す。しかしながら、例えば国内景気の悪化等により株式市場が低迷した場合には、株式委託手数料の減収や、企

業の資金調達活動の低迷等により引受・売出手数料が減収となる可能性があります。また、株式市場の動向に業

績が過度に左右されない収益構造の確立に努めているため、株式市場が好転した場合であっても、同業他社に比

べて収益の増加率が劣後する可能性があります。 

② トレーディング商品 

当社グループは、お客様のさまざまなニーズに対応する目的のほか、市場機能を補完するためのマーケットメ

イク取引やバスケットトレーディング取引を行うためにトレーディング商品を保有しております。これらの商品

については、基本的に株価・金利・為替の変動による損失を回避するために、デリバティブ取引等を用いてヘッ

ジしております。しかしながら、想定した範囲を上回るマーケットの変動が発生した場合には、ヘッジ取引によ

ってカバーしきれない部分について損失が発生する可能性があります。 

また、当社グループでは、アービトラージ取引やオルタナティブ商品の保有など、一定のリスクを取った上で

収益獲得を目指す取引を行っております。これらの取引についても、マーケットの変動により、損失が発生する

可能性があります。 

さらに、有価証券の引受業務では、引き受けた有価証券を販売しきれなかった場合、引き受けた有価証券をト

レーディング商品として保有することとなるため、マーケットの変動により、損失が発生する可能性がありま

す。 



③ 投資有価証券 

当社グループは、取引先等との良好な関係を構築・維持すること等を目的として、取引先等の株式を保有して

おります。株価が下落した場合には、これらの株式に減損・評価損が発生し、当社グループの業績に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

加えて、これらの株式については、常にメリット・デメリットを勘案し、保有を継続するか売却するかの判断

を行っております。売却した場合には、取引先等との関係に悪影響を及ぼす可能性があるほか、取引先等が当社

株式を保有している場合には、売却される可能性があるため、当社株式の株価に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

④ リストラクチャリング費用の発生 

当社グループは、過年度において、事業規模を適正化するために実施した店舗等の移転や余剰スペースの返還

および統廃合に伴って発生した固定資産の除却損等の一時的な費用・損失、人事・報酬制度の改定に伴い実施し

た希望退職による退職者に対する退職加算金および再就職支援費用などの臨時損失を計上しております。今後

も、当社グループは人件費を含めたコストコントロールを徹底してまいりますが、株価の大幅下落等による事業

環境の悪化等により、リストラクチャリングが必要となる可能性があり、これらに類似する損失が発生する可能

性があります。 

  

(4) 信用リスク 

① 取引の相手方・発行体等のデフォルトリスク 

当社グループは、お客様のニーズに対応するために必要なトレーディング商品を保有するとともに、お客様と

デリバティブ取引や債券貸借取引・現先取引等を行っております。この際、取引の相手方ごとに与信限度額を定

めてリスク管理を行うとともに、担保の設定などをしておりますが、取引の相手方や有価証券の発行体の財政状

態の悪化によりデフォルトした場合は、トレーディング損失等が発生する可能性があります。 

加えて、当社グループで引き受けた銘柄でデフォルトが発生した場合、お客様の信頼を失い、業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

② お客様の信用取引に係るリスク 

当社グループでは、個人のお客様を中心に信用取引サービスを提供しております。信用取引を行う場合、当社

グループもしくは証券金融会社からお客様に対して融資や貸株を行います。当社グループ自らが融資を行う場合

は、保証金もしくは保証金代用有価証券をお客様から担保として受け入れております。しかしながら、お客様の

取引に損失が発生した場合や保証金代用有価証券の担保価値が下落した場合には、当社グループに対する担保不

足が生ずる可能性があります。その結果、それらの担保を処分しても当社グループの貸付金を十分に回収でき

ず、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

③ 差入保証金 

当社グループの事務所や営業店の多くは、第三者から賃借している物件です。賃借する際に貸主に対して差し

入れた保証金については、賃借物件から退去する際に貸主から返還されることになっておりますが、貸主の財政

状態の悪化等により、保証金の全額を回収できない可能性があります。 

  

(5) オペレーショナルリスク 

① 事務リスク 

当社グループの役員・従業員や、当社グループと業務委託契約を結ぶ証券仲介業者等が、事故・不正等を起こ

すことあるいは正確な事務を怠ることによって損失が発生するリスクを、当社グループでは事務リスクと認識

し、リスク管理の対象としております。具体的には、お客様からの注文の誤発注などの事務ミス、無断売買、損

失補填、個人情報の漏洩、受渡遅延などの、事故・不正の可能性があります。金融機関としてコンプライアンス

態勢を整備することは非常に重要なことであると認識し、態勢整備に努めておりますが、これらの事故・不正が

発生した場合には、監督官庁からの行政処分や損害賠償等を課される可能性があるとともに、当社グループの信

用が失われ、業績等に重大な影響を及ぼすことがあります。 



② システムリスク 

当社グループでは、システムの安全性・信頼性を確保するため、システムリスク管理規程を設け、システムダ

ウンや誤作動等のシステム障害、コンピュータが不正に使用されることによるリスク等を管理しております。し

かしながら、想定を大幅に上回る注文が集中した場合や、災害等により当社グループのシステムが損害を受けた

場合には、お客様からの注文を適切に処理できなくなる可能性があります。この場合、お客様の損害を賠償する

ことに加え、当社グループの信用が失わることで、業績等に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6) 資金調達に関するリスク 

① 格付けの低下 

当社や当社の関係会社は、外部の格付機関から格付けを取得しております。当社グループの業績悪化等により

格付けが引き下げられた場合、当社グループの資金調達コストが増加する可能性、更には資金調達ができなくな

るおそれがあります。この結果、当社グループの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

② 流動性リスク 

当社グループは、トレーディング取引による約定代金の受け払い等、多額の資金を日々授受しており、流動性

リスク管理規程を設けてこれを管理しております。しかしながら、緊急時（営業停止等による当社グループの信

用力が急激に低下した時、株式市場の大暴落等による金融システム不安が起きた時、大地震・戦争・暴動等の天

変地異等による外部環境悪化時）には、コマーシャル・ペーパーやコールマネー等通常の取引による資金調達が

困難となる可能性があります。この結果、資金調達コストが増加するおそれや、割安な価格で資産を換金せざる

を得ないおそれが生じ、当社グループの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7) 当社株式に関するリスク 

① 当社株式の売買に関するリスク 

当社株式の売買に関しては、当社株式が上場されている各証券取引所の規則に従うこととなります。従って、

当社に関する重要情報の周知を目的として証券取引所が当社株式の売買を停止した場合や、証券取引所の定める

値幅制限に達した場合には、当社株式を売買できなくなるリスクがあります。 

② ストックオプションの権利行使による希薄化 

当社は、連結業績の向上に対する意欲や士気の向上を図ることを目的として、当社ならびに子会社の取締役・

執行役員および従業員に対してストックオプションを付与してまいりました。また、株主重視経営を徹底する観

点から、取締役・執行役等の報酬制度について、会社業績や株主価値との連動性を高めることを目的として、株

式報酬型ストックオプションを付与しております。これらのストックオプションが権利行使された場合、１株当

たり利益の希薄化が生じ、当社株式の株価が下落する可能性があります。 

  



(8) 法的規制に関するリスク 

① 規制の遵守および規制の変更 

当社グループの主たる業務である証券業は、金融庁の監督のもと、証券取引法や日本証券業協会の規則、証券

取引所の規則等の規制を受けております。また、海外で金融・証券業務を行う子会社は、所在する国の法令等の

規制を受けております。これらの規制に違反した事態が発生した場合には、行政処分等を課されることとなり、

当社グループの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

一方、現在の法令等による規制について、将来、緩和されたり逆に強化されたりする可能性があります。例え

ば、競争促進のために規制が緩和された場合は、当社グループの収益力が低下する可能性があります。また、投

資家保護のために規制が強化されたり証券税制が変更されたりした場合は、コンプライアンス態勢の再整備等や

システム対応等によりコストが増加するおそれがあります。このように、規制の変更は、当社グループの業績等

に影響を及ぼす可能性があります。 

また、新たな会計基準の導入や既存の会計基準の変更は、当社グループの経営成績および財政状態に加えて、

ビジネスの展開にも影響を与える可能性があります。 

② 自己資本規制比率の維持 

日本の証券会社は、証券取引法によって自己資本規制比率を120％以上に維持するよう定められております。こ

れは、毎営業日モニターすることが求められており、加えて、日中のトレーディング業務においても、適切に管

理することが求められております。経営環境の急激な悪化による損失計上や、既存の劣後債務の借り換えができ

なかった場合等には、自己資本規制比率が低下するため、リスクを取って収益を追求することが困難になり、収

益機会を逸する可能性が高まるおそれがあります。その結果、経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

③ 訴訟等の紛争リスク 

当社グループは、取引先・お客様・提携先・政府機関等との間で、調停・あっせん・仲裁・訴訟等の裁判上ま

たは裁判外での紛争が生じているかまたは生ずるおそれがあります。それらの紛争については、結果として当社

グループの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(9) マーチャントバンキング業務等に係るリスク 

当社グループは、公開・未公開を問わず法人の発行する株式、債券、証券化関連商品、代替資産投資商品等を対

象に自己資金を用いた投資業務（マーチャントバンキング業務）を展開しております。新規投資、投資先企業の価

値向上、投資回収という投資事業の好循環のためには、投資先企業に対する経営・財務面でのコンサルティングを

通じて投資先企業の価値向上に取り組む必要があります。しかしながら、経済情勢の悪化や、投資先企業の経営改

善等が進まない場合は、投資先企業の価値が向上せず、投資資金の回収が困難となり、当社グループの経営成績お

よび財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(10)不動産開発事業に係るリスク 

当社グループが展開する不動産開発事業には、取得した不動産に瑕疵や欠陥が存在するリスク、不測の事故や自

然災害により不動産が滅失、劣化するリスクなどがあります。このようなリスクが顕在化した場合には、当社グル

ープの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(11)イベントリスク 

当社グループの事務所や営業店が所在する国や地域において、テロや災害等が発生した場合、営業を休止せざる

を得なくなるおそれがあります。特に、東京都には当社グループの事務所や営業店が集中しており、これらのイベ

ントリスクが顕在化した場合には、当社グループの経営成績および財政状態に重大な影響を与える可能性がありま

す。また、イベントリスクの発現によって、株価暴落等の「マーケットの変動によるリスク」など他のリスク項目

へ波及する可能性もあります。 



４ 【経営上の重要な契約等】 

締結している経営上の重要な契約の概要は以下のとおりであります。 

  

  

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  

契約当事者 契約の内容 

株式会社日興コーディアルグループ 

日興コーディアル証券株式会社 

日興シティグループ証券株式会社 

シティグループ・グローバル・マーケッツ・ホール

ディングス・インク 

シティグループ・インク 

日興シティグループ証券株式会社の業務運営等に関する
株主間契約 

株式会社日興コーディアルグループ 

日興コーディアル証券株式会社 

日興シティグループ証券株式会社 

シティグループ・グローバル・マーケッツ・ホール

ディングス・インク 

日興シティグループ証券株式会社の法人顧客に対して日
興コーディアル証券株式会社が一定のサービスを提供し
対価を受け取るリレーションシップ・マネージャー契約 

株式会社日興コーディアルグループ 

日興コーディアル証券株式会社 

日興シティグループ証券株式会社 

シティグループ・インクおよびシティグループ関係

会社 

当社グループとシティグループ関係会社との海外提携業
務の運営に関する諸契約 



６ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月26日）現在において、当社が判断したも

のであります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められた会計基準に基づき作成されております。ま

た、当社は、連結財務諸表を作成するに当たり、会計方針についていくつかの重要な判断や見積りを行っておりま

す。これらの判断や見積りは、その性質上、一定の想定をもとに行われます。従って、想定する諸条件が変化した

場合には、実際の結果が見積りと異なることがあり、結果として連結財務諸表に重要な影響を与える場合がありま

す。重要な会計方針については後述の注記事項に記載しておりますが、特に重要と考える項目は、次の４項目で

す。 

  

① 金融商品の評価 

当社グループがトレーディング業務のために保有する有価証券（売買目的有価証券）およびデリバティブ取引

は、時価をもって貸借対照表価額とし、評価損益は当連結会計年度の損益（トレーディング損益）として計上し

ております。評価に用いる時価は、市場で取引が行われている有価証券やデリバティブ取引については期末時点

の市場価格を、市場価格のない有価証券やデリバティブ取引については理論モデル等を用いて算出した理論価値

を、それぞれ使用しております。理論価値を算出するモデルには、対象となる商品や取引について一般的に使用

され、かつ最も適切と考えられるモデルを採用しております。また、モデルの適用に必要となる将来キャッシ

ュ・フローやイールドカーブ、ボラティリティなどの基礎的パラメーターについても、最も適切と考えられる数

値を使用しております。当社グループでは、時価算定に関する基準を設けて、恣意性を排除した合理的な時価の

算出に努めておりますが、時価の算出に係る判断や見積りの結果によっては、当社の連結財務諸表に重要な影響

を与える場合があります。 

  

② 有価証券の減損処理 

投資有価証券等のトレーディング関連以外の有価証券は、時価又は実質価額が著しく下落し、回復する見込み

があると認められる場合を除き、減損処理を行っております。具体的には、期末時点における時価又は実質価額

が取得原価に比べて50％以上下落した場合、または３期連続で期末時点における時価又は実質価額が取得原価に

比べて30％以上下落した場合は、原則的に時価又は実質価額が著しく下落したと判断しております。減損処理適

用に係る判断の結果によっては、当社の連結財務諸表に重要な影響を与える場合があります。 

  

③ 固定資産の減損処理 

固定資産の減損会計を適用する際のグルーピングは、リテール、アセットマネジメント、インベストメントバ

ンキング等の内部管理上の区分に基づき、実施されております。従って、店舗やコールセンター設備など、当社

グループ全体の有形・無形固定資産の大半を占めるリテール業務に係る固定資産は、一つの単位としてグルーピ

ングされております。ただし、事業活動に供していない処分予定資産等については、個別物件ごとにグルーピン

グしております。減損の兆候が認められる資産又は資産グループについては、経済的残存使用年数の将来キャッ

シュ・フローを見積り、減損損失を認識するか判断しております。減損処理適用に係る判断の結果によっては、

当社の連結財務諸表に重要な影響を与える場合があります。 

  



④ 繰延税金資産の回収可能性 

当社グループでは、税務上の繰越欠損金や企業会計上の資産・負債と税務上の資産・負債との差額である一時

差異等について税効果会計を適用し、繰延税金資産および繰延税金負債を計上しております。繰延税金資産の回

収可能性については、判断や見積りを伴うものであり、実際の結果が見積りと異なった場合には、当社の連結財

務諸表に重要な影響を与える場合があります。繰延税金資産の回収可能性は、将来５年間の課税所得の見積額を

限度として、当該期間内の一時差異等のスケジューリングの結果に基づき、主に判断しております。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 事業環境 

当連結会計年度の国内経済は、企業部門が債務・雇用・設備の３つの過剰をほぼ解消し、利益の出せる体質に

なったこと、企業収益の回復により雇用環境が改善し、家計の消費が堅調に推移したことなどから、実質GDPがす

べての四半期で前期比プラスとなり、また景気動向指数で見ても、一致指数がおおむね50％を上まわるなど、一

貫して拡大基調が続きました。 

こうしたなか、株式市場では、期初には国内景気の回復に対する確信に乏しく、４月21日に日経平均株価は一

時今期の最安値である10,770円58銭を記録しましたが、５月の決算発表が一巡すると、株価は徐々に底堅さを増

していきました。８月に入ると、政府・日銀が続けて景気の踊り場脱却を表明し、株価上昇に勢いがつく結果と

なりました。10月中旬以降、米国金利の上昇懸念から米国株式市場が下落すると、国内株式市場で利益確定の動

きが広がり軟調に推移しましたが、11月以降はデフレ脱却と景気回復を織り込む形で外国人投資家が投資意欲を

強めたことなどから、年末にかけては16,000円の大台を突破しました。その後年明けには高値警戒感が台頭し、

日経平均は一時15,000円近辺までの調整を見せ、その後も波乱含みの展開となりました。しかし好調な経済統計

などから企業業績や景気の状況に対する確信が強まり、年度末にかけて株価はさらなる上昇をみせました。当連

結会計年度末の日経平均株価は17,059円66銭と17,000円の大台を超え、東証株価指数（TOPIX）は1,728.16ポイン

トでした。 

また債券市場では、当連結会計年度当初は経済状況に対する不透明感が払拭されなかったうえ、５月20日の日

銀金融政策決定会合で当座預金残高目標が引き下げられず、一時的な下限割れの容認に止まったこともあり、10

年国債利回りは６月にかけて1.165％まで低下しました。その後、政府・日銀の踊り場脱却宣言をきっかけとした

景況感の改善、国内株価の上昇、原油価格の上昇や円安などの影響から、11月にかけて利回りは1.630％まで上昇

しました。しかしその後は、米国で利上げ打ち止め観測が一時広がったことや、年明け後に円高に転じたことな

どから、２月までは金利はボックス圏での推移が続きました。３月に入ると、日銀が量的緩和解除を決定し、そ

れに伴いゼロ金利からの脱却も早いのではないかとの観測が浮上しました。また米連邦公開市場委員会で事前に

期待されていた利上げ打ち止めの示唆がなかったことから、長期金利は一時1.8％を超えるなど上昇基調を強め、

1.770％で期末を迎えました。 

  

② 経営成績 

イ 損益概況 

当連結会計年度の営業収益は前連結会計年度比42％増の4,885億円、営業収益から金融費用389億円および売

上原価109億円を差し引いた純営業収益は、前連結会計年度比40％増の4,386億円となりました。また、販売

費・一般管理費は前連結会計年度比16％増の2,821億円となったことから、営業利益は前連結会計年度比2.2倍

の1,564億円、営業外損益項目を加減した経常利益は前連結会計年度比2.2倍の1,678億円となりました。これ

に、特別損益項目や法人税等を加味した税引後の当期純利益は前連結会計年度比2.1倍の963億円となりまし

た。 

なお、当社の事業セグメントは、「投資・金融サービス業」という単一の事業セグメントに属しておりま

す。これは、有価証券の売買や売買等の委託の媒介、引受けおよび売出し等の証券業を中心とする営業活動

は、金融その他の役務提供を伴っており、この役務提供と一体となった営業活動を基に収益を得ているからで

す。従って、事業の種類別セグメント情報はありません。 



ロ 純営業収益 

当連結会計年度の純営業収益は前連結会計年度比40％増の4,386億円となりました。この純営業収益を商品や

業務別に区分した構成比の年度推移は、次の図のとおりです。 

   
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

当社グループでは、お客様の多様化するニーズにお応えするために、株式や外債、投資信託、変額年金・保

険など幅広い商品をご提供してまいりました。当連結会計年度においては、投資信託の販売が好調であったこ

とに加え、残高の増加により信託報酬も増加したことから、アセットマネジメント業務に係る収益の割合が高

まりました。 

純営業収益の科目ごとの主な特徴は、以下のとおりです。 

  

(イ)受入手数料 

当連結会計年度の受入手数料は前連結会計年度比40％増の3,188億円となりました。 

当社グループの受入手数料は、①株式や債券、ETF（株価指数連動型上場投資信託）等のブローカー業務に

よる「委託手数料」、②株式や債券の引受業務による「引受・売出手数料」、③投資信託や個人向け国債等

の販売による「募集・売出しの取扱手数料」、④投資信託の信託報酬や変額年金等の販売手数料、Ｍ＆Ａに

係るアドバイザリー・フィー等による「その他の受入手数料」から構成されております。 

  



a  委託手数料 

委託手数料は、前連結会計年度比48％増の921億円となりました。企業収益の改善による景気回復基調が

確認されると、個人投資家を中心に売買が活発となり、東証の一日平均売買代金は、前連結会計年度の１

兆4,255億円から当連結会計年度は２兆4,044億円と７割増加し、個人のお客様を中心とする日興コーディ

アル証券の株式委託手数料は前連結会計年度比51％増の647億円、法人のお客様を対象とする日興シティグ

ループ証券の株式委託手数料は前連結会計年度比77％増の264億円と両社とも大幅な増収となりました。こ

れらの結果、株式委託手数料は前連結会計年度比49％増の910億円となりました。 

このほか、債券委託手数料は前連結会計年度比１％減の５億円、投資信託の委託手数料は前連結会計年

度比12％減の４億円となりました。 

  

b  引受・売出手数料 

引受・売出手数料は、前連結会計年度比10％増の406億円となりました。日興シティグループ証券におい

て、株式、債券ともに大型案件を努めるなど引受高が増加した結果、株式の引受・売出手数料は前連結会

計年度比８％増の320億円、債券の引受・売出手数料は前連結会計年度比17％増の85億円となりました。 

  

C  募集・売出しの取扱手数料 

募集・売出しの取扱手数料は、前連結会計年度比74％増の582億円となりました。世界各国の株式・債

券・不動産へ投資する投資信託、BRICs（ブラジル、ロシア、インド、中国）各国の株式に投資する投資信

託、女性の活躍に着目して投資先企業を選定した投資信託などを新たに設定したほか、毎月分配型投資信

託などお客様のニーズに即した商品をバランスよくご提供した結果、日興コーディアル証券における投資

信託の販売額は前連結会計年度に比べて増加しました。その結果、投資信託に係る手数料は前連結会計年

度比92％増の547億円となりました。また、債券に係る手数料は、前連結会計年度比27％減の31億円となり

ました。 

その他の受入手数料は、前連結会計年度比34％増の1,278億円となりました。投資信託の残高増加により

信託報酬が増加したほか、シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズの不動産投資顧問事業から

の運用報酬等を計上しております。 

  

(ロ)トレーディング損益 

当社グループでは、お客様との間で株式・債券・為替等の取引を日々行っており、その際のスプレッドが

トレーディング損益に計上されます。この他、お客様のニーズに対応するために保有する有価証券や、トレ

ーディング・ポジションをヘッジするために行う取引等から発生する損益も、トレーディング損益に計上さ

れます。 

当連結会計年度のトレーディング損益は、前連結会計年度比54％増の768億円となりました。 

株券等トレーディング損益は、お客様からのオーダーフローが増加したことなどから、前連結会計年度比

58％増の293億円となりました。 

また、債券・為替等トレーディング損益は、外債や仕組債の販売が好調だったことなどから、前連結会計

年度比52％増の475億円となりました。 

  



(ハ)営業投資有価証券売買損益 

営業投資有価証券売買損益には、主に日興プリンシパル・インベストメンツで行っているマーチャントバ

ンキング業務に係る有価証券の売買等による損益を計上しております。 

当連結会計年度は、投資先の株式の売却等により、37億円の利益を計上しました。 

  

(ニ)金融収益・金融費用 

金融収益には、トレーディング商品で保有する有価証券に係る配当金や債券利子、お客様が信用取引を行

う際に貸し付ける貸付金の利息、マーチャントバンキング業務に係る投資先からの配当、および有価証券の

貸借取引に係る収益などが計上されております。一方、金融費用には、金融機関からの借入金に対する利息

や当社グループが発行する社債の利息、有価証券の貸借取引や現先取引に関する費用等が含まれておりま

す。 

当連結会計年度の金融収益は、マーチャントバンキング業務での配当による投資回収を計上したことなど

から、前連結会計年度比78％増の729億円となりました。金融費用は前連結会計年度比32％増の389億円とな

り、金融収益から金融費用を差し引いた金融収支は、前連結会計年度比3.0倍の340億円となりました。 

  

(ホ)その他の売上高・売上原価 

その他の売上高には、下期より連結対象となったシンプレクス・インベストメント・アドバイザーズにお

ける不動産開発・ソリューション事業等の売上を計上しております。また、売上原価にはこれら売上に対応

する原価を計上しております。 

当連結会計年度のその他の売上高は160億円、売上原価は109億円となりました。 

  

ハ 販売費・一般管理費 

当連結会計年度の販売費・一般管理費は前連結会計年度比16％増の2,821億円となりました。科目別の主な特

徴は次のとおりです。 

取引関係費は、前連結会計年度比12％増の491億円となりました。日興アセットマネジメントの運用する投資

信託の残高増加に伴い、販売会社への支払手数料が増加したことが主な増加要因です。 

人件費は、前連結会計年度比18％増の1,417億円となりました。当社グループでは、グループ各社の業績に連

動した人事・報酬制度を導入して、固定的な人件費の上昇を抑え、人件費の変動費化を進めてまいりました。

当連結会計年度は前連結会計年度より業績が向上したことから、人件費は増加しました。 

不動産関係費は、前連結会計年度比８％増の250億円となりました。日興コーディアル証券において、営業店

舗の耐震補強などを行ったことが主な増加要因です。 

事務費は、前連結会計年度比11％増の217億円となりました。派遣社員増加による費用やシステム関係の委託

費用などが増加しました。 

減価償却費は前連結会計年度比７％増の138億円、租税公課は前連結会計年度比23％増の51億円となりまし

た。 

その他の販売費・一般管理費は、日興アセットマネジメントにおける支払投資顧問料の増加等により前連結

会計年度比35％増の254億円となりました。日興アセットマネジメントでは、自社で運用を行うだけでなく、世

界中の優れた運用会社を活用する外部委託ファンド事業「ワールドシリーズ」を展開しております。当連結会

計年度は、こうした外部委託ファンドの残高が増加したため、支払投資顧問料が増加しました。 

  



次の図は、当社グループのコスト管理の状況を示したものです。棒グラフは、左から純営業収益、販売費・

一般管理費、経常利益となっております。また、実線の折れ線グラフは、「純営業収益に対する人件費の割

合」、点線の折れ線グラフは、「純営業収益に対する人件費以外の販売費・一般管理費の割合」を表していま

す。当連結会計年度は、純営業収益が前連結会計年度比40％増となったのに対し、人件費は18％増、人件費以

外の販売費・一般管理費は14％増に留まったため、「純営業収益に対する人件費以外の販売費・一般管理費の

割合」、「純営業収益に対する人件費の割合」は、ともに低下しております。今後も引き続き、生産性の向上

を念頭にコスト管理の徹底に努めてまいります。 

  
 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ニ 営業外収益・営業外費用 

営業外収益は、持分法による投資利益47億円、投資事業組合に係る利益20億円や、受取配当金15億円など、

合計131億円を計上しました。 

営業外費用は、社債発行費２億円、新株発行費２億円など合計17億円を計上しました。 

  

ホ 特別利益・特別損失 

特別利益は、当社が保有するマネックス・ビーンズ・ホールディングス株式の一部を売却したことなどによ

り関係会社株式売却益88億円のほか、持分変動利益41億円など、合計152億円を計上しました。 

特別損失は、人事報酬制度の見直しに伴い、適格退職年金制度、退職一時金制度の廃止による退職金清算損

失51億円、有価証券等評価減27億円、固定資産売却損13億円、固定資産除却損11億円、など、合計137億円を計

上しました。 

  



ヘ 法人税等 

法人税、住民税及び事業税は443億円、法人税等調整額は178億円となり、税金等調整前当期純利益1,693億円

で割った法人税等の負担率は36.7％となりました。 

  

ト 少数株主利益 

日興シティグループ証券（当社の持分比率：51％）やシンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ

（当社グループの持分比率：40％）およびその他一部の子会社には、当社グループ以外の少数株主が存在して

おります。これらの会社に係る少数株主利益は107億円となりました。 

  

チ 当期純利益 

当期純利益は、前連結会計年度比2.1倍の963億円となりました。当連結会計年度の１株当たり当期純利益は

100円05銭、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は98円76銭、株主資本当期純利益率（ROE）は12.2％となっ

ております。 

  

③ 所在地別セグメント情報 

当社グループは、米州・欧州・アジアにおいて、主に次のビジネスを行っております。 

・米 州：日興オルタナティブアセットマネジメントによるオルタナティブ商品の運用業務 

・欧 州：日興プリンシパル・インベストメンツ・リミテッドによるマーチャントバンキング業務、ルクセン

ブルグ日興銀行による証券・金融業務 

・アジア：日興マーチャント・バンク（シンガポール）による証券・金融業務、日興コーディアル証券の駐在

員事務所による調査・情報収集 

当連結会計年度の所在地別営業損益は、米州で19億円、欧州で79億円、アジアで△２億円となりました。米州

は、日興オルタナティブアセットマネジメントで投資助言しているファンドの運用成績が好調だったことから、

19億円となりました。欧州は、日興プリンシパル・インベストメンツ・リミテッドにおいて投資を回収したこと

などにより79億円の利益を計上しております。 

  

④ 主要連結子会社の業績 

当社の主要連結子会社の業績は、次のとおりです。 

  

イ 日興コーディアル証券(単体) 

純営業収益は前連結会計年度比46％増の2,463億円、経常利益は前連結会計年度比2.7倍の954億円、当期純利

益は前連結会計年度比3.0倍の599億円となりました。 

収益面では、株式相場の活況を受け、委託手数料が大きく増加したことに加え、投資信託販売が大きく伸

び、募集・売出しの取扱手数料が増加しました。また、それにより、その他の受入手数料に含まれる、投資信

託に係る代行手数料が増加しました。 

費用面では、業績の向上に伴い人件費が増加したほか、営業店舗の耐震補強などを行ったことにより不動産

関係費が増加しました。 

  



ロ 日興シティグループ証券(連結) 

純営業収益は前連結会計年度比21％増の1,270億円、経常利益は前連結会計年度比88％増の346億円、当期純

利益は前連結会計年度比2.1倍の195億円となりました。 

収益面では、市況環境の改善により委託手数料が増加したことなどにより、前連結会計年度比で増収となり

ました。 

費用面では、売買高の増加に伴い取引関係費が増加したほか、BCP（継続事業計画）対策として新データセン

ターを構築したことにより器具・備品が増加し、減価償却費が増加しました。 

  

ハ 日興アセットマネジメント(連結) 

営業収益は前連結会計年度比75％増の459億円、経常利益は前連結会計年度比6.9倍の52億円、当期純利益は

前連結会計年度比8.8倍の45億円となりました。 

収益面では、不動産投信を組み入れた投資信託や、「ワールドシリーズ」等の外部委託ファンドの残高増加

により、前連結会計年度比で増収となりました。 

費用面では、収益の増加に伴って投資顧問料や事務代行手数料などの支払いが増加したほか、業績の向上に

伴って人件費が増加しました。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益1,693億円を計上し、トレーディング商品の増減による資金の増加や有価証券担保貸付

金および有価証券担保借入金の増減による資金の減少、新規に連結したシンプレクス・インベストメント・アド

バイザーズのたな卸資産の増加による資金の減少などにより、営業活動によるキャッシュ・フローは、234億円の

マイナスとなりました。 

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

当社が保有するマネックス・ビーンズ・ホールディングス株式の一部を売却したほか、戦略的意義が希薄とな

った投資有価証券などを407億円売却する一方、マーチャントバンキング業務として行うファンドへの出資など

632億円の投資を行いました。 

設備投資については、日興コーディアル証券において、営業店舗の改装や耐震補強を推進したほか、証券仲介

業制度への対応などお客様のニーズにお応えするためのシステム装備を進めました。また、BCPに沿った投資も順

次行っております。 

以上の結果、投資活動によるキャッシュ・フローは、380億円のマイナスとなりました。 

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

当社グループの資金調達は、経営環境の変化やビジネスチャンスに機動的に対応できるよう、必要な資金を安

定的に確保し、リスク分散のために調達方法の多様化を図ることを基本方針としております。この方針のもと、

当連結会計年度は、社債により731億円、長期借入金により1,023億円を調達した一方、社債を503億円償還、長期

借入金を475億円返済しました。なお、少数株主への株式発行による収入295億円は日興シティグループ証券やシ

ンプレクス・インベストメント・アドバイザーズの増資によるものです。 

これらの資金調達および資金返済に、配当金の支払い等を加味した結果、当連結会計年度の財務活動によるキ

ャッシュ・フローは125億円のマイナスとなりました。 

  

これらの活動に、現金及び現金同等物に係る為替換算の調整などを行った結果、当連結会計年度末の現金及び現

金同等物は、前連結会計年度末から713億円減少し、6,357億円となりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

設備投資につきましては、お客様の安全・利便性向上や従業員の業務効率化等を目的として、日興コーディアル証

券株式会社の国内営業店舗と情報処理関係を中心に行いました。 

国内営業店舗では、一部の老朽化店舗において、建物の耐震性、立地環境、費用対効果を総合的に検討し、耐震補

強や移転などの対策を実施いたしました。また、お客様のプライバシーを確保しつつ、より質の高いコンサルティン

グを提供できるよう、店内の設備を整え、順次、店舗デザインの一新を進めたほか、従業員のオフィス環境の改善に

も取り組みました。一方、海外においては、ニューデリーおよび上海に駐在員事務所を開設いたしました。 

情報処理関係では、処理能力の増強や、情報保護のための安全管理措置を継続的に講ずるなど、事業基盤拡大に対

応した積極投資を進めました。また、お客様との接点や商品・サービスの多様化に応じて、各種業務システムへの投

資を行うとともに、証券仲介業向けのシステムを拡充いたしました。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社および国内連結子会社の主要な設備は以下のとおりであります。なお、在外子会社の事務所等はすべて賃借物

件であり、主要な設備として記載すべきものはありません。 

  

(1) 提出会社 
  

  

(2) 国内子会社 
  

  
(注) １ 上記従業員数にはFA（ファイナンシャル・アドバイザー）が含まれております。 

２ 日興コーディアル証券株式会社および日興システムソリューションズ株式会社における保有物件の保有主体は日興プロパ

ティーズ株式会社であります。 

事業所名 所在地 
建物および構築物 土地 合計 

従業員数 
(名) 

摘要
帳簿価額

(百万円) 
帳簿価額

(百万円) 
面積

(㎡) 
帳簿価額

(百万円) 

本店 東京都中央区 37 ― ― 37 81 賃借 

会社（事業所）名 所在地 

建物および構築物 土地 合計 
従業員数 

(名) 
摘要 帳簿価額 

(百万円) 

帳簿価額 

(百万円) 

面積 

(㎡) 

帳簿価額 

(百万円) 

日興コーディアル証券株式会社 

  

本店 東京都千代田区 142 ― ― 142 117 賃借 

本社事務所 東京都中央区 
887 6,688 566 7,576 

373 
保有 

488 626 343 1,115 賃借 

新川分室 東京都中央区 339 ― ― 339 610 賃借 

赤坂分室 東京都港区 98 ― ― 98 130 賃借 

丸の内分室 東京都千代田区 156 ― ― 156 189 賃借 

木場分室 東京都江東区 150 ― ― 150 167 賃借 

八重洲支店 東京都中央区 45 ― ― 45 86 賃借 

札幌支店 札幌市 22 ― ― 22 82 賃借 

仙台支店 仙台市 15 ― ― 15 69 賃借 

横浜駅前支店 横浜市 82 ― ― 82 109 賃借 

名古屋支店 名古屋市 239 ― ― 239 219 賃借 

大阪支店 大阪市 261 ― ― 261 307 賃借 

広島支店 広島市 22 ― ― 22 64 賃借 

高松支店 高松市 17 ― ― 17 43 賃借 

福岡支店 福岡市 45 ― ― 45 136 賃借 

八千代研修所 千葉県八千代市 724 4,585 46,078 5,309 ― 保有 

日興シティグループ証券株式会社 

（含 日興シティグループ・サービス株式会社） 

  本社 東京都港区 854 ― ― 854 1,105 賃借 

日興アセットマネジメント株式会社 

  本社 東京都千代田区 119 ― ― 119 366 賃借 

日興システムソリューションズ株式会社 

  本社 横浜市 15,345 14,988 27,652 30,333 404 保有 

株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ 

  本社 東京都千代田区 80 ― ― 80 75 賃借 

他国内子会社 35社 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特記すべき事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 平成17年６月23日開催の第64回定時株主総会決議により、平成17年９月１日付で定款を変更し、提出会社が発行する株式の

総数は3,189,500,000株減少して、3,800,000,000株となっております。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 「提出日現在発行数」には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの間に新株予約権の行使（旧商法に基

づき発行された新株引受権の権利行使を含む。）により増加した株数は含まれておりません。 

２ 各市場第一部 

３ 「上場証券取引所名又は登録証券業協会名」は提出日現在の状況です。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 3,800,000,000 

計 3,800,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成18年６月26日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 975,431,249 975,485,249

東京証券取引所     （注２）
大阪証券取引所     （注２） 
名古屋証券取引所    （注２） 
シンガポール証券取引所 

完全議決権株式で
あり、権利内容に
何ら限定のない当
社における標準と
なる株式 

計 975,431,249 975,485,249 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

  

  
  

  

株主総会の特別決議日（平成14年６月26日）

    
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 （個） 5,765 5,685 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） 2,882,500 2,842,500 

新株予約権の行使時の払込金額 （円） 
１個当たり659,000
(１株当たり  1,318) 

同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成16年６月27日
至 平成24年６月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円） 
発行価格       1,318
資本組入額       659 

同左 

新株予約権の行使の条件   
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

株主総会の特別決議日（平成15年６月26日）

    
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 （個） 1,887 1,861 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） 943,500 930,500 

新株予約権の行使時の払込金額 （円） 
１個当たり538,000
(１株当たり  1,076) 

同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成17年６月27日
至 平成25年６月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円） 
発行価格       1,076
資本組入額       538 

同左 

新株予約権の行使の条件   
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 



  

(注) １ 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、または日興コーディアル証券株式会社の取締

役および執行役員のいずれの地位も喪失した日のそれぞれ翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から新株予約権を

行使できるものとする。 

２ 前記１にかかわらず、平成34年６月30日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成34年

７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

３ 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 

  

(注) １ 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、または日興コーディアル証券株式会社の取締

役および執行役員のいずれの地位も喪失した日のそれぞれ翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から新株予約権を

行使できるものとする。 

２ 前記１にかかわらず、平成35年６月30日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成35年

７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

３ 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 

株主総会の特別決議日（平成15年６月26日）

    
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 （個） 981 981 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） 490,500 490,500 

新株予約権の行使時の払込金額 （円） 
１個当たり500
(１株当たり  1) 

同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成15年７月17日
至 平成35年６月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円） 
発行価格           1
資本組入額         1 

同左 

新株予約権の行使の条件   (注)１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

株主総会の特別決議日（平成16年６月24日）

    
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 （個） 951 951 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） 475,500 475,500 

新株予約権の行使時の払込金額 （円） 
１個当たり500
(１株当たり  1) 

同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成16年７月23日
至 平成36年６月24日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円） 
発行価格           1
資本組入額         1 

同左 

新株予約権の行使の条件   (注)１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 



  

(注) １ 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、または日興コーディアル証券株式会社の取締

役および執行役員のいずれの地位も喪失した日のそれぞれ翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から新株予約権を

行使できるものとする。 

２ 前記１にかかわらず、平成36年６月30日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成36年

７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

３ 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 
  
  

② 当社のストックオプション制度により旧商法第280条ノ19の規定に基づいて付与された新株引受権 
  

(注) 新株発行予定残数とは、特別決議に基づき付与された新株引受権から被付与者が行使または喪失した権利を除く新株引受権

の新株発行予定数であります。 

  

株主総会の特別決議日（平成17年６月23日）

    
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 （個） 1,420 1,420 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） 710,000 710,000 

新株予約権の行使時の払込金額 （円） 
１個当たり500
(１株当たり  1) 

同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成17年９月９日
至 平成37年６月23日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円） 
発行価格           1
資本組入額         1 

同左 

新株予約権の行使の条件   (注)１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

新株引受権の 
付与に関する 
株主総会の 
特別決議日 

新株発行予定期間

平成18年３月31日現在 平成18年５月31日現在 

新株発行 
予定残数 
(株) 

発行価格 

(円) 

資本組入額

(円) 

新株発行
予定残数 
(株) 

発行価格 

(円) 

資本組入額

(円) 

平成10年６月26日 
自平成12年６月27日 
至平成20年６月26日 

101,000 1,012 506 100,000 1,012 506 

平成11年６月29日 
自平成13年６月30日 
至平成21年６月29日 

1,487,000 1,812 906 1,485,000 1,812 906 

平成12年６月29日 
自平成14年６月30日 
至平成22年６月29日 

1,730,000 2,160 1,080 1,729,000 2,160 1,080 

平成13年６月28日 
自平成15年６月29日 
至平成23年６月28日 

1,756,500 1,912 956 1,754,000 1,912 956 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 資本準備金による消却であります。 

２ 第61期中(自平成13年４月１日 至平成14年３月31日)の転換社債の転換および新株引受権の権利行使による増加でありま

す。 

３ 第62期中(自平成14年４月１日 至平成15年３月31日)の新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された転換社債の転換及

び新株引受権の権利行使を含む。）による増加であります。 

４ 保有転換社債の転換による増加であります。 

５ 第63期中（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日）の新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権

利行使を含む。）による増加であります。 

６ 第64期中（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）の新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権

利行使を含む。）による増加であります。 

７ 当社発行済株式２株を１株にする株式併合による減少であります。 

８ 第65期中（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）の新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権

利行使を含む）による増加であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「個人その他」には23,485単元、「単元未満株式の状況」には161株の自己株式が含まれております。 

２ 「その他の法人」には253単元の証券保管振替機構名義の株式が含まれております。 

  

年月日 
発行済株式

総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成13年８月21日 (注)１ △3,500,000 ― ― ― △2,849 ― 

平成14年３月31日 (注)２ 218,357 1,841,249,294 68 208,954 68 152,466 

平成15年３月31日 (注)３ 7,509 1,841,256,803 2 208,957 2 152,469 

平成15年11月27日 (注)４ 106,487,695 ― 23,853 ― 23,746 ― 

平成16年３月31日 (注)５ 140,000 1,947,884,498 35 232,845 35 176,251 

平成17年３月31日 (注)６ 36,000 1,947,920,498 9 232,854 9 176,260 

平成17年９月１日 (注)７ △973,967,249 ― ─ ― ─ ― 

平成18年３月31日 (注)８ 1,478,000 975,431,249 905 233,760 905 177,166 

区分 

株式の状況(１単元の株式数500株)
単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び地
方公共団体

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

1 227 66 974 573 51 95,178 97,070 ―

所有株式数 
(単元) 

9 546,764 13,058 125,218 951,182 247 310,794 1,947,272 1,795,249

所有株式数 
の割合(％) 

0.00 28.08 0.67 6.43 48.85 0.01 15.96 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 前事業年度末現在主要株主であったトラベラーズ グループ インターナショナル エルエルシーは、当事業年度末では主

要株主ではなくなりました。 

２ 上記のほか、自己株式が11,742千株（1.20％）あります。 

３ ピーター キャンディル アンドアソシエイツ（バミューダ）リミテッド他１社から平成17年10月17日付で株券等の大量

保有の状況に関する「大量保有報告書」の提出があり、平成17年９月30日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受

けましたが、当社としては実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

   

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％) 

トラベラーズ グループ インターナ
ショナル エルエルシー 
(常任代理人 日興シティグループ証
券株式会社) 

388  Greenwich  Street New  York,  N.Y.
10013 U.S.A. 
(東京都港区赤坂５-２-20赤坂パークビルヂ
ング) 

47,501 4.87 

株式会社みずほコーポレート銀行 
(常任代理人 資産管理サービス信託
銀行株式会社) 

東京都千代田区丸の内１-３-３
(東京都中央区晴海１-８-12晴海アイランド
トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟) 

47,000 4.82 

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口） 

東京都港区浜松町２-11-３ 43,460 4.46 

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１-８-11 42,709 4.38 

メロン バンク トリーティー クライ
アンツ オムニバス 
(常任代理人 香港上海銀行東京支店) 

One Boston Place Boston, MA 02108 
U.S.A. 
(東京都中央区日本橋３-11-１) 

33,894 3.47 

ザ チェース マンハッタン バンク
385036 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行 兜町証券決済業務室) 

360 N.Crescent Drive Beverly Hills, CA
90210 U.S.A 
（東京都中央区日本橋兜町６-７） 

24,648 2.53 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー505103 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行 兜町証券決済業務室) 

P.O.  Box  351  Boston Massachusetts
02101 U.S.A. 
(東京都中央区日本橋兜町６-７) 

16,417 1.68 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー505025 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行 兜町証券決済業務室) 

P.O.  Box  351  Boston Massachusetts
02101 U.S.A. 
(東京都中央区日本橋兜町６-７) 

15,158 1.55 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行 兜町証券決済業務室) 

P.O.  Box  351  Boston Massachusetts
02101 U.S.A. 
(東京都中央区日本橋兜町６-７) 

14,959 1.53 

第一生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービス信託
銀行株式会社) 

東京都千代田区有楽町１-13-１
(東京都中央区晴海１-８-12晴海アイランド
トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟) 

13,909 1.43 

計 ― 299,659 30.72 



  なお、「大量保有報告書」の記載内容は以下の通りです。 

大量保有者名    ピーター キャンディル アンド アソシエイツ(バミューダ)リミテッド他１社 

保有株券の数    51,042,000株 

株券等の保有割合  5.24％ 

４ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社他10社から平成18年１月16日付で株券等の大量保有の状況

に関する「変更報告書」の提出があり、平成17年10月４日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当

社としては実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  なお、「変更報告書」の記載内容は以下の通りです。 

大量保有者名    バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社他10社 

保有株券の数    40,167,208株 

株券等の保有割合  4.12％ 

５ ＪＰモルガン信託銀行株式会社他６社から平成18年４月12日付で株券等の大量保有の状況に関する「大量保有報告書」の

提出があり、平成18年３月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社としては実質所有株式数

の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  なお、「大量保有報告書」の記載内容は以下の通りです。 

大量保有者名    ＪＰモルガン信託銀行株式会社他６社 

保有株券の数    61,157,392株 

株券等の保有割合  6.27％ 

６ フィデリティ投信株式会社から平成18年４月14日付で株券等の大量保有の状況に関する「変更報告書」の提出があり、平

成18年３月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社としては実質所有株式数の確認ができま

せんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  なお、「変更報告書」の記載内容は以下の通りです。 

大量保有者名    フィデリティ投信株式会社 

保有株券の数    62,909,200株 

株券等の保有割合  6.45％ 

７ 上記（大株主の状況）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）           43,460,000株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）         42,709,000株 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」には証券保管振替機構名義の株式が126,500株含まれております。また、「議決権の数」欄に

は、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数253個が含まれております。また「単元未満株式」には当社所有の自己株

式が161株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ─ ─ ─ 

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─ 

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─ 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 
普通株式    11,742,500 

─
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 （相互保有株式） 

普通株式       134,000 
─

完全議決権株式（その他） 普通株式   961,759,500 1,923,519 同上 

単元未満株式 普通株式     1,795,249 ─ 同上 

発行済株式総数 975,431,249 ─ ─ 

総株主の議決権 ─ 1,923,519 ─ 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数 
の合計(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式)       

株式会社日興コーディア
ルグループ 

東京都中央区日本橋兜
町６番５号 

11,742,500 ― 11,742,500 1.20 

(相互保有株式)       

マネックス証券株式会社 

東京都千代田区丸の内
一丁目11番１号パシフ
ィックセンチュリープ
レイス丸の内19階 

134,000 ― 134,000 0.01 

計 ― 11,876,500 ― 11,876,500 1.22 



(7) 【ストックオプション制度の内容】 
当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引受権
を付与する方法と平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によ
るものであります。 
当該制度の内容は次のとおりです。 
  
① 平成10年６月26日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

旧商法第280条ノ19の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプションとして新株引受権を付与する
ことを、平成10年６月26日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 

  
 

(注) １ 上記の付与対象者は、平成10年６月26日開催の定時株主総会終結時に在職していた当社取締役、当社執行役員及び当社従
業員であります。 

  なお、平成18年３月31日現在の新株引受権の目的たる株式の数は101,000株となっております。 
２ 新株発行価額 
  権利を付与する日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)における東京証券取引所における当社普通株式の
普通取引の終値の平均値の金額(１円未満の端数は切り上げ)とし、また、当該金額が権利付与日の終値を下回る場合は、
権利付与日の終値とする。 

  なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換および新株引受権の行使の場合を除く)するとき
は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  また、当社が当社普通株式の併合を行う場合には、次の算式により発行価額を調整するものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使についての条件 
(1) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能となる。なお、

行使可能な株式数が１単元の株式数の整数倍でない場合は、１単元の株式数の整数倍に切り上げた数とする。 
① 平成12年６月27日から平成13年６月26日まで   25％ 
② 平成13年６月27日から平成14年６月26日まで   50％ 
③ 平成14年６月27日から平成15年６月26日まで   75％ 
④ 平成15年６月27日から平成20年６月26日まで  100％ 
(2) 権利を付与された者は、当社の取締役または使用人たる地位を失った後も、これを行使することができる。また、権利

を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いずれの場合にも、(3)に掲げる
権利付与契約に定める条件による。 

(3) この他、権利行使の条件は、平成10年６月26日開催の当社定時株主総会決議およびその後の取締役会決議に基づき、当
社と付与対象者との間で締結した権利付与契約による。 

決議年月日 平成10年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役  15
執行役員 20 
部店長又は部店長と同等以上の職責を持つ従業員 217 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計877,500株を上限とする。個別の取締役に対する付与株数は
5,000株から25,000株とする。個別の執行役員に対する付与株数は
5,000株から10,000株とする。個別の従業員に対する付与株数は一
律,2,500株とする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,012 (注)２

新株予約権の行使期間 平成12年６月27日～平成20年６月26日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その
他の処分をすることができない。 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

株式併合の比率 



② 平成11年６月29日開催の定時株主総会決議に基づくもの 
旧商法第280条ノ19の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプションとして新株引受権を付与する
ことを、平成11年６月29日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 

  

(注) １ 上記の付与対象者は、平成11年６月29日開催の定時株主総会終結時に在職する当社取締役、当社執行役員及び当社従業員

のうち、同総会の招集を通知した書面の対象者名簿に記載の者であります。 

  なお、平成18年３月31日現在の新株引受権の目的たる株式の数は1,487,000株となっております。 

２ 新株発行価額 

  権利を付与する日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)における東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の平均値の金額(１円未満の端数は切り上げ)とし、また、当該金額が権利付与日の終値を下回る場合は、

権利付与日の終値とする。 

  なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換および新株引受権の行使の場合を除く)するとき

は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  また、当社が当社普通株式の併合を行う場合には、次の算式により発行価額を調整するものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使についての条件 

(1) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能となる。なお、

行使可能な株式数が１単元の株式数の整数倍でない場合は、１単元の株式数の整数倍に切り上げた数とする。 

① 平成13年６月30日から平成14年６月29日まで   25％ 

② 平成14年６月30日から平成15年６月29日まで   50％ 

③ 平成15年６月30日から平成16年６月29日まで   75％ 

④ 平成16年６月30日から平成21年６月29日まで  100％ 

(2) 権利を付与された者は、当社の取締役または使用人たる地位を失った後も、これを行使することができる。また、権利

を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いずれの場合にも、(3)に掲げる

権利付与契約に定める条件による。 

(3) この他、権利行使の条件は、平成11年６月29日開催の当社定時株主総会決議およびその後の取締役会決議に基づき、当

社と付与対象者との間で締結した権利付与契約による。 

決議年月日 平成11年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役  13
執行役員 21 
管理職課長又は管理職課長と同等以上の職責を持つ従業員 761 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計2,013,000株を上限とする。個別の取締役に対する付与株数は
20,000株から100,000株とする。個別の執行役員に対する付与株数は
10,000株から20,000株とする。個別の従業員に対する付与株数は
1,000株から2,500株とする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,812 (注)２

新株予約権の行使期間 平成13年６月30日～平成21年６月29日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その
他の処分をすることができない。 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

株式併合の比率 



③ 平成12年６月29日開催の定時株主総会決議に基づくもの 
旧商法第280条ノ19の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプションとして新株引受権を付与する
ことを、平成12年６月29日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 

  

(注) １ 上記の付与対象者は、平成12年６月29日開催の定時株主総会終結時に在職する当社取締役、当社執行役員及び当社従業員

のうち、同総会の招集を通知した書面の対象者名簿に記載の者であります。 

  なお、平成18年３月31日現在の新株引受権の目的たる株式の数は1,730,000株となっております。 

２ 新株発行価額 

  権利を付与する日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)における東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の平均値の金額(１円未満の端数は切り上げ)とし、また、当該金額が権利付与日の終値を下回る場合は、

権利付与日の終値とする。 

  なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換および新株引受権の行使の場合を除く)するとき

は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  
  また、当社が当社普通株式の併合を行う場合には、次の算式により発行価額を調整するものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使についての条件 

(1) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能となる。なお、

行使可能な株式数が１単元の株式数の整数倍でない場合は、１単元の株式数の整数倍に切り上げた数とする。 

① 平成14年６月30日から平成15年６月29日まで   25％ 

② 平成15年６月30日から平成16年６月29日まで   50％ 

③ 平成16年６月30日から平成17年６月29日まで   75％ 

④ 平成17年６月30日から平成22年６月29日まで  100％ 

(2) 権利を付与された者は、当社の取締役または使用人たる地位を失った後も、これを行使することができる。また、権利

を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いずれの場合にも、(3)に掲げる

権利付与契約に定める条件による。 

(3) この他、権利行使の条件は、平成12年６月29日開催の当社定時株主総会決議およびその後の取締役会決議に基づき、当

社と付与対象者との間で締結する権利付与契約による。 

決議年月日 平成12年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役  13
執行役員 23 
管理職課長又は管理職課長と同等以上の職責を持つ従業員 742 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計2,186,000株を上限とする。個別の取締役に対する付与株数は
20,000株から100,000株とする。個別の執行役員に対する付与株数は
10,000株から20,000株とする。個別の従業員に対する付与株数は
1,000株から2,500株とする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,160 (注)２

新株予約権の行使期間 平成14年６月30日～平成22年６月29日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その
他の処分をすることができない。 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

株式併合の比率 



④ 平成13年６月28日開催の定時株主総会決議に基づくもの 
旧商法第280条ノ19の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプションとして新株引受権を付与する
ことを、平成13年６月28日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 

  

(注) １ 上記の付与対象者は、平成13年６月28日開催の定時株主総会終結時に在職する当社取締役、当社執行役員及び当社従業員

のうち、同総会の招集を通知した書面の対象者名簿に記載の者であります。 

  なお、平成18年３月31日現在の新株引受権の目的たる株式の数は1,756,500株となっております。 

２ 新株発行価額 

  権利を付与する日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)における東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の平均値の金額(１円未満の端数は切り上げ)とし、また、当該金額が権利付与日の終値を下回る場合は、

権利付与日の終値とする。 

  なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換および新株引受権の行使の場合を除く)するとき

は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  また、当社が当社普通株式の併合を行う場合には、次の算式により発行価額を調整するものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使についての条件 

(1) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能となる。なお、

行使可能な株式数が１単元の株式数の整数倍でない場合は、１単元の株式数の整数倍に切り上げた数とする。 

① 平成15年６月29日から平成16年６月28日まで   25％ 

② 平成16年６月29日から平成17年６月28日まで   50％ 

③ 平成17年６月29日から平成18年６月28日まで   75％ 

④ 平成18年６月29日から平成23年６月28日まで  100％ 

(2) 権利を付与された者は、当社の取締役または使用人たる地位を失った後も、これを行使することができる。また、権利

を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いずれの場合にも、(3)に掲げる

権利付与契約に定める条件による。 

(3) この他、権利行使の条件は、平成13年６月28日開催の当社定時株主総会決議およびその後の取締役会決議に基づき、当

社と付与対象者との間で締結する権利付与契約による。 

決議年月日 平成13年６月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役  ９
執行役員 25 
管理職課長又は管理職課長と同等以上の職責を持つ従業員 766 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計1,963,000株を上限とする。個別の取締役に対する付与株数は
20,000株から100,000株とする。個別の執行役員に対する付与株数は
10,000株から20,000株とする。個別の従業員に対する付与株数は
1,000株から2,500株とする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,912 (注)２

新株予約権の行使期間 平成15年６月29日～平成23年６月28日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その
他の処分をすることができない。 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

株式併合の比率 



⑤ 平成14年６月26日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプションとして新株予約

権を発行することを、平成14年６月26日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 
  

(注) １ 上記の付与対象者は、平成14年７月８日開催の当社取締役会決議に基づき新株予約権の割当てを受けた者であります。 

  なお、平成18年３月31日現在の新株予約権の目的となる株式の数は2,882,500株となっております。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの

払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

  行使価額は、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除

く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（１円未満の端数は切り上げ）とし、また、そ

の金額が発行日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。

  なお、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使

ならびに「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法に基づく転換社債の転換および商法

第280条ノ19に規定する新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

  上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己

株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株価」を「処分前の株

価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

  また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併

または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

決議年月日 平成14年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役  ４   当社子会社取締役   65
当社従業員  30   当社子会社執行役員  36 
           当社子会社従業員  1,142 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計3,750,000株を上限とする。
ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次
の算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生
じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数
の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併または会
社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数を
調整するものとする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり659,000(１株当たり1,318） (注)２

新株予約権の行使期間 平成16年６月27日～平成24年６月26日

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとす
る。 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



⑥ 平成15年６月26日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

平成13年改正旧商法第280条ノ20および商法第280条ノ21の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオ

プションとして新株予約権を発行することを、平成15年６月26日開催の定時株主総会において決議されたもので

あります。 
  

(注) １ 付与対象者は、平成15年７月３日開催の当社取締役会決議に基づき新株予約権の割当てを受けた者であります。 

  なお、平成18年３月31日現在の新株予約権の目的となる株式の数は943,500株となっております。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの

払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

  行使価額は、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除

く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、

その金額が発行日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値を下回る場合は、当該終値を行使価額とす

る。 

  なお、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使

ならびに「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法に基づく転換社債の転換および商法

第280条ノ19に規定する新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

  上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己

株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株価」を「処分前の株

価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

  また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併

または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

決議年月日 平成15年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社従業員  24   当社子会社取締役   50
           当社子会社執行役員  22 
           当社子会社従業員   891 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計1,325,000株を上限とする。
ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次
の算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生
じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の
数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併または
会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数
を調整するものとする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり538,000(１株当たり1,076） (注)２

新株予約権の行使期間 平成17年６月27日～平成25年６月26日

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとす
る。 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



⑦ 平成15年６月26日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

平成13年改正旧商法第280条ノ20および商法第280条ノ21の規定に基づき、下表の付与対象者に対し株式報酬型

ストックオプションとして新株予約権を発行することを、平成15年６月26日開催の定時株主総会において決議さ

れたものであります。 
  

(注) １ 付与対象者は、平成15年７月３日開催の当社取締役会決議に基づき新株予約権の割当てを受けた者であります。 

  なお、平成18年３月31日現在の新株予約権の目的となる株式の数は490,500株となっております。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの

払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、または日興コーディアル証券株式会社の取

締役および執行役員のいずれの地位も喪失した日のそれぞれ翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から新株予約

権を行使できるものとする。 

(2) 前記(1)にかかわらず、平成34年６月30日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成

34年７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

(3) 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 

決議年月日 平成15年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役                ７
日興コーディアル証券株式会社の取締役   ８ 
日興コーディアル証券株式会社の執行役員  ５ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計510,000株を上限とする。
ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次
の算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生
じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の
数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併または
会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数
を調整するものとする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり500(１株当たり１) (注)２

新株予約権の行使期間 平成15年７月17日～平成35年６月26日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとす
る。 



⑧ 平成16年６月24日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

平成13年改正旧商法第280条ノ20および商法第280条ノ21の規定に基づき、下表の付与対象者に対し株式報酬型

ストックオプションとして新株予約権を発行することを、平成16年６月24日開催の定時株主総会において決議さ

れたものであります。 
  

(注) １ 付与対象者は、平成16年７月８日の代表執行役社長の決定に基づき新株予約権の割当てを受けた者であります。 

  なお、平成18年３月31日現在の新株予約権の目的となる株式の数は475,500株となっております。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの

払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、または日興コーディアル証券株式会社の取

締役および執行役員のいずれの地位も喪失した日のそれぞれ翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から新株予約

権を行使できるものとする。 

(2) 前記(1)にかかわらず、平成35年６月30日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成

35年７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

(3) 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 

決議年月日 平成16年６月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役                ７
当社執行役                １ 
日興コーディアル証券株式会社の取締役   ７ 
日興コーディアル証券株式会社の執行役員  ５ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計480,000株を上限とする。
ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次
の算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生
じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の
数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併または
会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数
を調整するものとする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり500(１株当たり１) (注)２

新株予約権の行使期間 平成16年７月23日～平成36年６月24日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとす
る。 



⑨ 平成17年６月23日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

平成13年改正旧商法第280条ノ20および商法第280条ノ21の規定に基づき、下表の付与対象者に対し株式報酬型

ストックオプションとして新株予約権を発行することを、平成17年６月23日開催の定時株主総会において決議さ

れたものであります。 
  

(注) １ 付与対象者は、平成17年８月25日の代表執行役社長の決定に基づき新株予約権の割当てを受けた者であります。 

  なお、平成18年３月31日現在の新株予約権の目的となる株式の数は710,000株となっております。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの

払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、または日興コーディアル証券株式会社の取締

役（委員会設置会社における執行役を含む。）および執行役員のいずれの地位も喪失した日のそれぞれ翌日（以下、「権

利行使開始日」という。）から新株予約権を行使できるものとする。 

(2) 前記(1)にかかわらず、平成36年６月30日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成36

年７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

(3) 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 

決議年月日 平成17年６月23日

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役                ７
当社執行役                １ 
日興コーディアル証券株式会社の取締役   12 
日興コーディアル証券株式会社の執行役員  12 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計735,000株を上限とする。
ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次
の算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生
じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の
数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併または
会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数
を調整するものとする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり500(１株当たり１) (注)２

新株予約権の行使期間 
平成17年６月24日から平成37年６月23日までの範囲内で、当社取締役
会または取締役会の決議による委任を受けた執行役が決定する。 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとす
る。 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】 普通株式 

イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

  

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

  

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年６月23日現在

(注) １ 当該取締役会において、自己株式の取得期間は平成17年６月24日から第65期（平成18年３月期）当社単体決算承認の取締

役会開催日までとすることを決議しております。 

２ 当社は、平成17年９月１日付で２株を１株とする株式併合を行いました。上記の「株式数」は、株式併合後の株式数を記

載しております。 

３ 経済情勢や株価等の経営環境を総合的に勘案した結果、自己株式の取得等を行わなかったため、未行使割合が100％にな

っております。 

  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

 該当事項はありません。 

  

ホ 【自己株式の保有状況】 

 該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。なお、平成18年６月23日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社

は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、株

主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める。」旨を定款に定めております。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
（平成17年６月23日決議） 

30,000,000 40,000,000,000 

前決議期間における取得自己株式 ― ― 

残存決議株式数及び価額の総額 30,000,000 40,000,000,000 

未行使割合（％） 100 100 



(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社の配当政策は、財務体質の強化を図りながら、連結ベースの利益に応じて積極的な利益配分を行うことを基本

方針としております。この方針のもと、株主の皆様への配当をより積極的に実施するため、当期より、年間で連結当

期純利益の50％程度を配当することといたしました。なお、利益水準にかかわらず、原則として、１株当たり年間配

当額は最低でも８円とすることといたしました。 

上記方針に則り、連結当期純利益963億円を計上した当期の期末配当は１株につき30円とさせていただきました（平

成18年５月25日取締役会決議）。なお、中間期に１株につき20円の中間配当を実施しております（平成17年10月27日

取締役会決議）ので、年間では１株につき50円の配当となります。この結果、連結配当性向は50％となっておりま

す。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場によっております。 

２ 平成17年９月１日付けで当社発行済株式２株を１株に併合しており、併合前の株価を記載しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場によっております。 

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 1,135 (注２) 775 (注２) 810 (注２) 737 (注２) 2,045 

最低(円) 387 (注２) 314 (注２) 286 (注２) 437 (注２) 451 (注２) 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 1,411 1,680 1,933 1,894 1,885 2,045

最低(円) 1,249 1,408 1,640 1,535 1,589 1,763



５ 【役員の状況】 

(1) 取締役の状況 

  

  
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役   金子 昌資 昭和14年３月２日生

昭和37年４月

  56．９ 

  59．11 

  

  63．８ 

  

  63．12 

  

平成２．５ 

  ３．３ 

  

  ３．11 

  ４．２ 

  ５．２ 

  ６．２ 

  ８．２ 

  ９．２ 

  ９．10 

  13．３ 

  13．６ 

  15．６ 

  16．６ 

  17．６ 

当社入社 

日興国際投資顧問株式会社出向 

〔日興国際投資顧問株式会社常務取締

役〕 

〔同社常務取締役退任〕 

当社顧問 

当社取締役投資信託本部長兼営業企画副

担当委嘱 

情報開発担当兼投資信託本部長委嘱 

当社常務取締役開発担当兼投資信託本部

長委嘱 

投信・開発商品本部長委嘱 

金融法人営業本部長委嘱 

欧州本部長委嘱(ヨーロッパ駐在) 

当社専務取締役 

国際部門統轄委嘱 

当社取締役副社長外国法人担当兼任委嘱 

当社取締役社長 

持株会社部門統轄委嘱 

当社取締役会長兼社長 

当社取締役会長 

当社取締役兼代表執行役会長 

当社取締役兼執行役会長（現任） 
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取締役   有村 純一 昭和24年４月18日生 

昭和48年４月

平成９．２ 

  ９．６ 

  ９．８ 

  10．２ 

  

  10．５ 

  

  10．12 

  12．３ 

  

  12．５ 

  12．12 

  

  

  13．３ 

  

  13．10 

  15．６ 

  16．６ 

当社入社 

営業企画担当 

当社取締役営業企画担当委嘱 

投資信託本部長兼任委嘱 

当社常務取締役営業企画担当兼商品企画

担当兼投資信託本部長委嘱 

営業企画担当兼商品企画担当兼商品運用

担当兼投資信託本部長委嘱 

営業企画部門統轄兼投資運用本部長委嘱 

当社専務取締役企画部門統轄兼投資運用

本部長委嘱 

企画部門統轄委嘱 

アセットマネジメント部門統轄兼アセッ

トマネジメント商品本部長兼アセットマ

ネジメント推進本部長兼任委嘱 

業務・企画部門統轄兼リテール部門統轄

兼業務推進担当委嘱 

当社取締役業務推進担当委嘱 

当社取締役社長 

当社取締役兼代表執行役社長（現任） 

＜主要な兼職＞ 

日興コーディアル証券株式会社代表取締

役社長 

30



  

  
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

取締役   杉岡 廣昭 昭和24年１月12日生

昭和47年４月

平成８．２ 

  ８．６ 

  ９．２ 

  10．２ 

  

  10．５ 

  

  10．12 

  12．３ 

  13．３ 

  13．10 

  14．３ 

  15．３ 

  16．３ 

  16．６ 

  

  

  16．12 

  

  17．２ 

  

  18．２ 

当社入社 

首都圏西本部長 

当社取締役首都圏西本部長委嘱 

首都圏・関東中部総合法人担当委嘱 

当社常務取締役関東中部総合法人・企業

法人本部長委嘱 

東日本総合法人統轄兼関東中部総合法

人・企業法人本部長委嘱 

アセット・マネジメント本部長委嘱 

企業法人・ＰＢ・職域営業部門統轄委嘱 

人事担当兼企画担当委嘱 

当社取締役人事担当委嘱 

当社専務取締役経営管理担当兼任委嘱 

当社取締役副社長人事担当委嘱 

検査・総合管理担当兼人事担当委嘱 

当社取締役兼代表執行役副社長（現任） 

検査・総合管理部門執行役兼人事部門執

行役委嘱 

内部管理部門執行役兼人事部門執行役委

嘱 

アセットマネジメント・ビジネス担当兼

任委嘱 

内部管理部門執行役委嘱（現任） 

＜主要な兼職＞ 

日興コーディアル証券株式会社代表取締

役副会長 

28 

取締役   桑島 正治 昭和30年１月２日生

昭和52年４月

平成３．８ 

  11．４ 

  

  11．５ 

  11．６ 

  

  11．９ 

  12．３ 

  13．１ 

  13．３ 

  13．10 

  16．６ 

  17．２ 

  18．２ 

  

  18．６ 

当社入社

株式会社日興システムセンター出向 

〔日興ビジネスシステムズ株式会社執行

役員〕 

〔同社執行役員退任〕 

当社執行役員事務・システム共同担当

（グループＩＴ戦略統括） 

グループＩＴ部長兼務 

グループＩＴ担当兼グループＩＴ部長 

グループＩＴ担当 

テクノロジー担当 

当社取締役 

当社執行役テクノロジー部門執行役委嘱 

ＩＴ部門執行役委嘱（現任） 
ビジネス企画部門執行役兼任委嘱（現

任） 
当社取締役兼執行役（現任） 
＜主要な兼職＞ 

日興システムソリューションズ株式会社

代表取締役会長 

13 



  
役名 職名 氏名 生年月日 略歴

所有株式数 
(千株) 

取締役   平野 博文 昭和36年３月14日生

昭和58年４月

平成10．２ 
  
  11．８ 
  
  12．３ 
  
  12．８ 
  
  
  
  
  
  12．９ 
  15．６ 
  16．６ 
  16．12 
  17．２ 
  
  17．６ 
  17．９ 
  18．２ 

当社入社

日興ヨーロッパ株式会社出向 
〔同社取締役副社長〕 
〔兼日興プリンシパル・インベストメン

ツ・リミテッド取締役会長〕 
〔兼日興プリンシパル・インベストメン

ツ株式会社代表取締役社長〕 
日興プリンシパル・インベストメンツ株

式会社出向 
〔日興プリンシパル・インベストメンツ

株式会社代表取締役社長兼日興プリンシ

パル・インベストメンツ・リミテッド取

締役会長（現任）〕 
当社退職 
当社取締役 
当社執行役 
コミュニケーション部門執行役委嘱 
マーチャントバンキング・ビジネス担当

兼任委嘱 
当社取締役兼執行役（現任） 
ビジネス企画部長兼任委嘱 
コミュニケーション部門執行役委嘱（現

任） 
＜主要な兼職＞ 
日興プリンシパル・インベストメンツ株

式会社代表取締役会長 

1 

取締役   高橋 栄一 昭和35年８月30日生

昭和58年４月

平成16．３ 
  17．２ 
  
  17．６ 
  18．２ 
  
  18．６ 

当社入社

経営企画部長 
グループ企画部長兼金融証券制度研究所

長 
グループ企画部長 
当社執行役 
経営管理部門執行役委嘱（現任） 
当社取締役兼執行役（現任） 
＜主要な兼職＞ 
日興年金コンサルティング株式会社代表

取締役社長 

5 

取締役   森田  收 昭和37年２月17日生

昭和59年４月

平成14．11 
  
  16．３ 
  
  18．２ 
  
  18．６ 

当社入社

日興コーディアル証券株式会社投資信託

部長 
人事部長兼日興コーディアル証券株式会

社人事部長 
当社執行役 
財務部門執行役委嘱（現任） 
当社取締役兼執行役（現任） 
＜主要な兼職＞ 
株式会社日興コーディアルトレジャリー

ズ代表取締役社長 

5 

取締役   井田 和夫 昭和25年８月６日生

昭和48年４月

平成11．２ 
  
  12．３ 
  
  13．３ 
  13．10 
  15．３ 
  16．３ 
  17．６ 

当社入社

プライベート・バンキング・職域営業副

担当 
当社執行役員第三営業担当兼プライベー

トバンキング・職域営業本部長 
コンサルティング業務担当 
日興コーディアル証券株式会社取締役 
同社常務取締役 
同社専務取締役 
同社専務取締役退任 
当社取締役（現任） 

5 



  

(注) １ 渡邉淑夫、佐々木幹夫、松本啓二、國松孝次の４氏は、会社法第２条15号に定める「社外取締役」であります。 

２ 当社の委員会体制については次のとおりであります。 

  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

取締役 
監査特命取締

役 
松垣 哲夫 昭和27年５月８日生

平成12年７月

12．12 
  14．３ 
  
  14．12 
  
  16．３ 
  18．２ 
  18．６ 

当社入社

法務部長 
兼日興コーディアル証券株式会社経営業

務部法務課 
法務部長兼日興コーディアル証券株式会

社法務部長 
監査委員会室長 
当社顧問 
当社取締役（現任） 

5 

取締役   渡邉 淑夫 昭和８年１月24日生

昭和54年７月

  61．７ 
  63．７ 
平成２．７ 
  ３．８ 
  ４．４ 
  13．４ 
  15．６ 
  16．６ 

国税庁法人税課課長補佐

東京国税局調査部調査審理課長 
東京国税局直税部訟務官室長 
芝税務署長 
税理士登録・渡辺研究室主宰 
青山学院大学経営学部教授 
青山学院大学名誉教授 
当社監査役 
当社取締役（現任） 

― 

取締役   佐々木 幹夫 昭和12年10月８日生

昭和35年４月

平成４．６ 
  ６．６ 
  10．４ 
  16．４ 
  16．６ 

三菱商事株式会社入社

同社取締役 
同社常務取締役 
同社取締役社長 
同社取締役会長（現任） 
当社取締役（現任） 

― 

取締役   松本 啓二 昭和15年９月27日生

昭和40年４月

  40．４ 
  46．７ 
  
  47．７ 
  50．２ 
平成12．３ 
  
  14．12 
  
  16．６ 

弁護士登録（第二東京弁護士会） 
森良作法律事務所勤務 
米国ニューヨーク市リード・アンド・プ

リースト法律事務所勤務 
柳田濱田法律事務所パートナー 
濱田松本法律事務所パートナー 
日興プリンシパル・インベストメンツ株

式会社監査役（現任） 
森・濱田松本法律事務所特別顧問（現

任） 
当社取締役（現任） 

― 

取締役   國松 孝次 昭和12年６月28日生

昭和36年４月

平成６．７ 
  ９．３ 
  11．９ 
  
  14．12 
  15．４ 
  18．３ 
  18．６ 

警察庁入庁

警察庁長官 
退官 
駐スイス連邦日本国特命全権大使兼駐リ

ヒテンシュタイン公国大使 
退官 
当社特別顧問 
当社退職 
当社取締役 

― 

計 234 

指名委員会 委員長 有村純一 委員 佐々木幹夫 委員 松本啓二 

  委員  國松孝次     

報酬委員会 委員長 井田和夫 委員 渡邉淑夫 委員 佐々木幹夫 

  委員  國松孝次     

監査委員会 委員長 井田和夫 委員 渡邉淑夫 委員 松本啓二 



(2) 執行役の状況 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

執行役会長   金子 昌資 (1)取締役の状況参照 同左 同左 

代表執行役

社長 
  有村 純一 (1)取締役の状況参照 同左 同左 

代表執行役

副社長 
内部管理部門
執行役 

杉岡 廣昭 (1)取締役の状況参照 同左 同左 

執行役 
ビジネス企画
部門執行役兼
IT部門執行役 

桑島 正治 (1)取締役の状況参照 同左 同左 

執行役 
コミュニケー
ション部門執
行役 

平野 博文 (1)取締役の状況参照 同左 同左 

執行役 
経営管理部門
執行役 

高橋 栄一 (1)取締役の状況参照 同左 同左 

執行役 
財務部門執行
役 

森田  收 (1)取締役の状況参照 同左 同左 

執行役   小笠原 範之 昭和26年７月15日生

昭和51年４月

平成10．２ 
  10．12 
  12．６ 
  13．３ 
  13．10 
  13．10 
  14．３ 
  
  16．２ 
  16．２ 
  

  16．６ 

  16．８ 

  

  17. ２ 

  

  

  17. ４ 

当社入社

人事部長 
当社執行役員人事担当兼経営企画担当 
当社取締役 
コンサルティング業務担当委嘱 
当社取締役退任 
日興コーディアル証券株式会社取締役 
同社常務執行役員金融法人・公共法人本

部長 
同社常務執行役員退任 
日興ビーンズ証券株式会社代表取締役社

長 
当社執行役（現任） 
マネックス・ビーンズ・ホールディング

ス株式会社代表取締役会長 
日興ビーンズ証券株式会社代表取締役社

長退任 
当社ホールセール・ビジネス担当委嘱 

マネックス・ビーンズ・ホールディング

ス株式会社取締役会長退任 

＜主要な兼職＞ 
日興コーディアル証券株式会社代表取締

役副社長 

20 

執行役   須田 則雄 昭和29年１月９日生

昭和59年４月

平成12．８ 
  
  12．12 
  13．３ 
  13．10 
  14．３ 
  15．３ 
  16．３ 
  17. ２ 

当社入社

E-リテール推進室長兼グループIT部副部

長 
メディア・マーケティング室長兼務 
当社執行役員リテール事業推進共同担当 
日興コーディアル証券株式会社執行役員 
同社取締役 
同社常務取締役 
同社専務取締役 
同社代表取締役副社長（現任） 
当社執行役（現任） 
＜主要な兼職＞ 
日興コーディアル証券株式会社代表取締

役副社長 

16 

計 260 



  
６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社グループでは、株主価値の追求および持続的な発展を遂げていくために、グローバルに通用するコーポレー

ト・ガバナンス体制を構築することが経営の最重要課題のひとつであると認識しております。その実現に向け、より

一層の監督機能の強化、経営の透明性・迅速性の向上等を目的に委員会設置会社体制を採用しており、社外取締役が

過半数を占める指名・報酬・監査の３委員会を置くとともに、取締役会で選任された執行役が権限委譲を受け、業務

執行に専念できる体制を構築しております。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

  

《取締役会》 

取締役会は、社外取締役４名を含め13名の取締役で構成され、少人数で迅速な意思決定が可能な体制のもと

で、効率的な運営を行っております。 

  

《各種委員会》 

（法定の委員会） 

① 指名委員会：株主総会に提出する取締役選任・解任議案の内容決定などを行います。委員は、取締役の有

村純一（委員長）、および社外取締役の國松孝次、佐々木幹夫、松本啓二の４氏でありま

す。 

② 報酬委員会：取締役・執行役が受ける個人別報酬の内容決定などを行います。委員は、非執行の取締役で

ある井田和夫（委員長）、および社外取締役の渡邉淑夫、佐々木幹夫、國松孝次の４氏であ

ります。 

③ 監査委員会：取締役・執行役の職務執行監査などを行います。委員は、非執行の取締役である井田和夫

（委員長）、および社外取締役の渡邉淑夫、松本啓二の３氏であります。 

  

（任意設置の委員会） 

① 経営委員会 

当社グループの経営戦略事項等の協議決定 

② ＣＳＲ委員会 

当社グループの社会的責任およびリスク管理に関する全般的方針、具体的方針、重要な個別事項の協議決

定 

③ ディスクロージャー委員会 

当社グループの開示統制の構築・運営・モニタリングに関する事項等の協議決定 

④ ＩＴ委員会 

当社グループのＩＴに関する全般的方針、具体的方針、重要な個別事項の協議決定 

⑤ 営業投資委員会 

  当社グループの投資に関する全般的方針、具体的方針、重要な個別事項の協議決定 

⑥ 戦略投資委員会 

当社グループの戦略投資に関する全般的方針、具体的方針、重要な個別事項の協議決定 

⑦ グループ人事委員会 

当社グループの人事・報酬に関する全般的方針、具体的方針、重要な個別事項の協議決定 

  



  

《業務執行》 

執行役は９名で、取締役会から業務執行に関する権限委譲を受け、業務執行に専念する体制を構築しておりま

す。 
  

 
  

《監査体制》 

当社は委員会設置会社であり、監査体制の一層の強化を図っております。社外取締役が過半数を占める監査委

員会へのサポート体制を整備するために監査委員会室（専任スタッフ６名）を設置、また、業務内容に精通した

非執行の取締役（監査特命）を置き、監査委員会と協働するなど、監査の充実を図る体制を整備しております。 

会計監査人は中央青山監査法人であり、業務を執行した公認会計士は以下のとおりです。なお、同監査法人

は、グループ全体の監査計画の概要を監査委員会に対して説明するとともに、四半期ごとに監査状況等の報告を

行っております。 

      （注）継続監査年数については、７年以内であるため、記載を省略しております。 

  

監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には、公認会計士

および会計士補を主たる構成員とし、システム専門家等その他の補助者も加えて構成されております。 

一方、持株会社である当社内に、独立した組織として内部監査部を設置しており、当社およびグループ会社に

おける内部統制の整備・運用状況とその有効性を横断的かつ継続的に点検、評価する体制を構築しております。 

また、内部通報制度「日興アラーム」の運用により、違法・不正行為の早期発見に努めるなど、監視牽制機能

の向上を図っております。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

奥 山  章 雄 

藤 間  義 雄 

清 水    毅 

土 岐  祥 子 

中央青山監査法人 

中央青山監査法人 

中央青山監査法人 

中央青山監査法人 

― （注） 

９年 

― （注） 

― （注） 



《リスク管理体制》 

当社グループのリスク管理は、「リスク管理規程」において管理するリスクを定義し、管理方法の基本方針を

示すとともに、「危機管理規程」においてリスクが顕在化した場合の対応を定めております。さらにリスク管理

規程の下には個別のリスク管理に関する規程やガイドライン、マニュアル類を制定し実効性のある体制を構築し

ております。 

また、個人情報の保護については、グループで個人情報の管理体制の構築や情報漏えいに対するセキュリティ

強化に取り組み、個人情報保護法や金融庁ガイドラインに則った規程・体制の整備、さらに個人情報保護方針の

公開を行っております。 

リスク管理につきましてはＣＳＲ委員会で統括しております。 

  

 
  

《情報開示の充実》 

情報開示の充実、ＩＲの強化のため、四半期決算の開示をはじめ、中間および年間の連結業績予想や配当予想

の開示、国内外機関投資家とのＩＲミーティングやインターネットを通じた決算説明コンファレンス・コールの

ライブ配信など、アクセスしやすい環境での分かりやすい情報開示にも積極的に取り組んでおります。 

  

《社外取締役との関係》 

社外取締役は、渡邉淑夫（青山学院大学名誉教授）、佐々木幹夫（三菱商事株式会社取締役会長）、松本啓二

（弁護士）、國松孝次の４氏が就任しております。当社との間に人的・資本的関係等の特別な利害関係はありま

せん。 

  

《コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況》 

当期における取締役会および法定の委員会については、取締役会を６回、指名委員会を１回、報酬委員会を３

回、監査委員会を16回開催いたしました。 

  

  

  

(2) 当社が支払った役員報酬の内容（当事業年度計上額） 

（固定報酬） 

取締役 ９名 126百万円  （うち社外取締役 ６名 81百万円） 

執行役 13名 295百万円 

（業績連動報酬） 



執行役 ６名 330百万円 
  

(注) 当期末現在の人員数は、取締役11名、執行役10名で、うち５名は取締役と執行役を兼務しております。取締役と執行役

の兼務者への支払額については、執行役の支払額に含めて記載しております。 

  

(3) 当社の監査報酬等の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   74百万円（当事業年度契約額） 

その他の報酬                      60百万円（当事業年度計上額） 
  

(注) １ 金額は消費税等を含めておりません。 

２ 上記「その他の報酬」は、財務に関する調査に係るものであります。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)ならびに同規則第46条および第68条の規定に基づき、当企業集団の主たる事業で

ある証券業を営む会社の財務諸表に適用される「証券会社に関する内閣府令」(平成10年総理府令・大蔵省令第32

号)および「証券業経理の統一について」(昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決議)に準拠して作成しており

ます。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の

連結財務諸表および前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の財務諸表ならびに当連結会計年度(平

成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表および当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31

日まで)の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

   
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)        

流動資産        

現金・預金    707,253 635,855   

預託金    179,977 214,907   

トレーディング商品    2,686,597 4,141,202   

商品有価証券等  2,611,171 4,046,885     

デリバティブ取引  75,425 94,317     

有価証券    3,200 50,242   

営業投資有価証券    198,197 402,096   

たな卸資産    ― 140,691   

信用取引資産    136,342 231,918   

信用取引貸付金  109,752 211,613     

信用取引借証券担保金  26,589 20,305     

有価証券担保貸付金    2,057,987 2,137,977   

借入有価証券担保金  1,856,898 1,848,402     

現先取引貸付金  201,089 289,575     

立替金    4,565 2,672   

募集等払込金    9,359 7,913   

短期差入保証金    28,859 71,599   

短期貸付金    147,059 7,308   

未収収益    29,238 40,701   

繰延税金資産    21,102 22,735   

その他    43,165 39,417   

貸倒引当金    △392 △437   

流動資産計    6,252,514 94.6 8,146,803 94.7 

固定資産        

有形固定資産 ※１   62,598 62,821   

建物    22,505 20,850   

器具・備品    5,373 6,763   

土地    34,720 32,656   

建設仮勘定    ― 2,551   

無形固定資産    29,952 35,054   

電話加入権    728 730   

借地権    683 596   

その他 ※９   28,541 33,726   

投資その他の資産    262,577 354,186   

投資有価証券 ※２   160,348 232,131   

長期貸付金    38,102 75,899   

長期差入保証金    21,805 20,380   

繰延税金資産    38,642 19,852   

その他    16,410 18,755   

貸倒引当金    △12,732 △12,833   

固定資産計    355,129 5.4 452,062 5.3 

資産合計    6,607,643 100.0 8,598,866 100.0 



  

  

   
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)        

流動負債        

トレーディング商品    1,720,824  3,486,775  

商品有価証券等  1,586,739  3,227,063    

デリバティブ取引  134,085  259,712    

約定見返勘定    25,923 40,548   

信用取引負債    53,452 78,310   

信用取引借入金  15,343 15,903     

信用取引貸証券受入金  38,108 62,406     

有価証券担保借入金    1,562,629 1,280,837   

有価証券貸借取引受入金  342,415 460,966     

現先取引借入金  1,220,213 819,870     

預り金    175,448 263,057   

受入保証金    28,973 66,469   

短期借入金 ※５   1,197,539 1,294,177   

コマーシャル・ペーパー    174,500 40,200   

一年以内償還社債    41,717 43,453   

未払法人税等    20,101 40,008   

繰延税金負債    386 2,264   

賞与引当金    22,099 37,117   

その他    47,597 87,134   

流動負債計    5,071,194 76.7 6,760,355 78.6 

固定負債        

社債 ※５   334,278 356,363   

長期借入金 ※５   335,700 474,865   

繰延税金負債    11,656 26,693   

退職給付引当金    15,212 8,551   

その他 ※12   8,877 9,708   

固定負債計    705,725 10.7 876,182 10.2 

特別法上の準備金 ※６       

証券取引責任準備金    1,113 1,951   

金融先物取引責任準備金    0 2   

特別法上の準備金計    1,114 0.0 1,954 0.0 

負債合計    5,778,033 87.4 7,638,492 88.8 

(少数株主持分)        

少数株主持分    83,761 1.3 126,819 1.5 

(資本の部)        

資本金 ※10   232,854 3.5 233,760 2.7 

資本剰余金    176,260 2.7 177,171 2.0 

利益剰余金    329,766 5.0 389,621 4.5 

その他有価証券評価差額金    18,581 0.3 43,839 0.5 

為替換算調整勘定    2,853 0.0 3,807 0.0 

自己株式 ※11   △14,468 △0.2 △14,646 △0.2 

資本合計    745,848 11.3 833,554 9.7 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

   6,607,643 100.0 8,598,866 100.0 



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

営業収益    

受入手数料  228,399 318,890 

委託手数料 62,424 92,163   

引受・売出手数料 37,110 40,658   

募集・売出しの取扱手数料 33,464 58,221   

その他の受入手数料 95,399 127,847   

トレーディング損益 ※１  49,855 76,898 

営業投資有価証券売買損益 ※１  24,188 3,748 

その他の商品売買損益  6 1 

金融収益  41,000 72,919 

その他の売上高  ― 16,056 

営業収益計  343,449 488,513 

金融費用  29,529 38,901 

売上原価  ― 10,970 

純営業収益  313,920 100.0 438,641 100.0

販売費・一般管理費    

取引関係費  43,951 49,175 

人件費 ※２  119,765 141,720 

不動産関係費  23,225 25,068 

事務費  19,534 21,740 

減価償却費  13,015 13,874 

租税公課  4,180 5,153 

その他  18,811 25,444 

販売費・一般管理費計  242,485 77.2 282,177 64.3

営業利益  71,434 22.8 156,464 35.7

営業外収益    

受取配当金 1,983 1,589   

持分法による投資利益 1,217 4,788   

投資事業組合に係る利益 2,478 2,060   

解約違約金収入 ― 1,491   

その他 1,612 3,208   

営業外収益計  7,292 2.3 13,138 3.0

営業外費用    

社債発行費 166 223   

新株発行費 ― 265   

その他 843 1,278   

営業外費用計  1,010 0.3 1,768 0.4

経常利益  77,717 24.8 167,834 38.3



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

特別利益    

固定資産売却益 224 ―   

投資有価証券売却益 5,459 2,271   

関係会社株式売却益 7,683 8,863   

厚生年金基金引当金戻入 ※３ 1,200 ―   

持分変動利益 ― 4,109   

特別利益計  14,568 4.6 15,245 3.4

特別損失    

固定資産売却損 ― 1,389   

固定資産除却損 ※４ 1,289 1,140   

減損損失 ※５ 3,923 ―   

有価証券等評価減 ※６ 354 2,767   

証券市場整備基金拠出金繰入 ― 1,106   

店舗老朽化・耐震対策費用 448 ―   

事務所移転費用 ― 1,118   

役員退任慰労金 419 248   

退職金清算損失 ― 5,119   

証券取引責任準備金繰入 611 838   

金融先物取引責任準備金繰入 0 2   

商品取引責任準備金繰入 2 ―   

特別損失計  7,049 2.2 13,732 3.1

税金等調整前当期純利益  85,235 27.2 169,347 38.6

法人税、住民税及び事業税 19,932 44,359   

法人税等調整額 13,351 33,283 10.6 17,862 62,221 14.2

少数株主利益  5,016 1.6 10,737 2.4

当期純利益  46,935 15.0 96,388 22.0



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)         

資本剰余金期首残高   176,251   176,260 

資本剰余金増加高         

新株予約権の行使による増加 ―   683   

新株引受権の行使による増加 9   222   

自己株式処分差益 ― 9 5 911 

資本剰余金期末残高   176,260   177,171 

(利益剰余金の部)         

利益剰余金期首残高   324,880   329,766 

利益剰余金増加高         

当期純利益 46,935 46,935 96,388 96,388 

利益剰余金減少高         

配当金 18,287   32,719   

取締役賞与金 429   ―   

自己株式処分差損 13,573   ―   

連結子会社増加に伴う減少高 ―   3,066   

持分法適用除外に伴う減少高 0   747   

連結子会社の株式移転に伴う 
持分変動による利益剰余金減少高 

9,757 42,048 ― 36,533

利益剰余金期末残高   329,766   389,621 



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  85,235 169,347 

減価償却費  13,015 13,874 

取締役賞与金の支払  △445 ― 

退職給付引当金の増減  1,153 △6,660 

賞与引当金の増減  △989 11,331 

貸倒引当金の増加  31 142 

厚生年金基金引当金の減少  △1,200 ― 

受取利息及び受取配当金  △42,635 △74,508 

支払利息  29,544 39,428 

持分法による投資利益  △1,217 △4,788 

投資有価証券売却益  △5,459 △2,271 

関係会社株式売却益  △7,683 △8,863 

役員退任慰労金  113 ― 

持分変動利益  ― △4,109 

固定資産売却損益  △224 1,389 

固定資産除却損  1,289 1,140 

減損損失  3,923 ― 

有価証券等評価減  354 2,767 

証券市場整備基金拠出金繰入  ― 1,106 

店舗老朽化・耐震対策費用  448 ― 

事務所移転費用  ― 905 

退職金清算損失  ― 5,119 

立替金および預り金の増減  47,911 88,217 

営業貸付金の減少  109,474 149,210 

営業貸付金の増加  △254,356 △92,243 

トレーディング商品の増減  128,075 326,006 

有価証券の増減  131,682 △46,933 

営業投資有価証券の増加  △97,885 △27,895 

たな卸資産の増加  ― △112,555 

信用取引資産・負債の増減  27,018 △70,717 

有価証券担保貸付金および 
有価証券担保借入金の増減 

 △328,994 △361,782 

支払差金勘定および 
受取差金勘定の増減 

 9,253 △4,828 

受入保証金の増加  2,199 36,697 

その他の預金等の増加  △42,002 △34,898 

その他  △39,775 △22,426 

小計  △232,145 △28,801 

利息及び配当金の受取  35,348 70,100 

利息の支払  △23,051 △37,543 

法人税等の支払  △6,927 △27,203 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △226,776 △23,448 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出  △21,572 △63,234 

投資有価証券の売却による収入  29,673 40,744 

有形固定資産の取得による支出  △3,690 △7,600 

有形固定資産の売却による収入  583 3,889 

貸付金の減少  556 2,166 

貸付金の増加  △148 △623 

子会社株式の取得による支出  △4,611 △4,423 

子会社株式の売却による収入  28 183 

その他  △13,472 △9,190 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △12,652 △38,088 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減  372,459 △89,209 

長期借入金の借入による収入  188,000 102,340 

長期借入金の返済による支出  △126,700 △47,550 

社債の発行による収入  185,037 73,129 

社債の償還による支出  △140,538 △50,394 

株式の発行による収入  18 1,811 

少数株主への株式発行による収入  50 29,510 

自己株式の取得による支出  △18,408 ― 

自己株式の処分による収入  54,284 ― 

配当金の支払  △18,287 △32,719 

少数株主への配当金の支払  ― △520 

その他  ― 1,016 

財務活動によるキャッシュ・フロー  495,914 △12,585 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  1,720 1,638 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  258,205 △72,484 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  473,187 707,098 

連結除外に伴う現金及び現金同等物の
減少額 

 △24,294 △41 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の
増加額 

 ― 1,168 

   448,892 708,225 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  707,098 635,740 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 子会社36社のうち35社を連結子会社としておりま

す。 

 主要な連結子会社名 

日興コーディアル証券株式会社 

日興シティグループ証券株式会社 

日興アセットマネジメント株式会社 

ルクセンブルグ日興銀行株式会社 

日興マーチャント・バンク(シンガポール)株式

会社 

日興プリンシパル・インベストメンツ・リミテ

ッド 

日興プリンシパル・インベストメンツ株式会社 

日興ビジネスシステムズ株式会社 

日興オルタナティブアセットマネジメント・イ

ンク（旧 日興證券インターナショナル株式会

社） 

日興フィナンシャル・インテリジェンス株式会

社 

日興システムソリューションズ株式会社 

 株式会社インテリジェントテクノロジーについて

は、全体として連結財務諸表に及ぼす影響に重要性

がないため、非連結子会社として持分法を適用して

おります。 

 また、当連結会計年度において、連結財務諸表に

及ぼす影響に重要性が増した非連結子会社１社を連

結子会社とし、清算した２社、共同株式移転に伴い

持分法適用会社となった１社、子会社間の合併に伴

い消滅した１社を連結の範囲より除外いたしまし

た。 

（新規）日興ＡＭインターナショナル・インク 

（除外）日興シティグループ・サービス・オーバー

シーズ・リミテッド 

株式会社日興システムセンター 

日興ビーンズ証券株式会社 

日興グロ－バルアセットマネジメント

（U.S.A.）インク 

１ 連結の範囲に関する事項 

62社を連結子会社としております。 

主要な連結子会社名 

日興コーディアル証券株式会社 

日興シティグループ証券株式会社 

日興アセットマネジメント株式会社 

ルクセンブルグ日興銀行株式会社 

日興マーチャント・バンク(シンガポール)株式

会社 

日興プリンシパル・インベストメンツ・リミテ

ッド 

日興プリンシパル・インベストメンツ株式会社

日興プリンシパル・ファイナンス株式会社 

日興シンプレクス・インベストメント・アドバ

イザーズ 

日興ビジネスシステムズ株式会社 

日興オルタナティブアセットマネジメント・イ

ンク 

日興フィナンシャル・インテリジェンス株式会

社 

日興システムソリューションズ株式会社 

当連結会計年度において、新設した11社、株式の

追加取得により子会社となった３社、連結財務諸表

に及ぼす影響に重要性が増した５社を連結の範囲に

加え、清算した１社、清算中のため連結財務諸表に

及ぼす影響に重要性がなくなった１社を連結の範囲

より除外しました。また、今後ますますマーチャン

トバンキング・ビジネスの拡大が見込まれる中、連

結範囲に関する昨今の情勢変化に鑑み、同ビジネス

における買収目的会社10社を当連結会計年度末から

連結の範囲に加えました。なお、これにより、買収

目的会社の売却によって投資回収した場合、従来は

営業投資有価証券売買損益に計上され営業収益を構

成しておりましたが、今後は特別損益項目（関係会

社株式売却損益）に計上されることとなります。 

（新規）日興プロパティーズ株式会社 

アント・コーポレートアドバイザリー株式

会社 

バリュエーション＆リサーチ株式会社 

日興プリンシパル・インベストメンツ・オ

ーストラリア・ピーティーワイ・リミテッ

ド 

株式会社シンプレクス・インベストメン

ト・アドバイザーズ 

有限会社グローバル・リート・パートナー

ズA号 

株式会社シンプレクス・リート・パートナ

ーズ 

日興プリンシパル・ファイナンス株式会社 

日興コーディアル代替資産投資事業組合 

他20社 

（除外）日興ビルディング株式会社 

日興シティグループ・オーバーシーズ・リ

ミテッド 

  



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２ 持分法の適用に関する事項 

関連会社22社および非連結子会社１社に対する投資

については持分法を適用しております。 

主要な関連会社名 

日興シティ信託銀行株式会社 

日興證券インドネシア株式会社 

マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式

会社 

株式会社シンプレクス・インベストメント・ア

ドバイザーズ 

当連結会計年度において、共同株式移転に伴い関連

会社となった３社、新設した１社、連結財務諸表に及

ぼす影響に重要性が増した２社を持分法適用の範囲に

加え、人的関係が弱まったことから事業等の方針の決

定に対して重要な影響を与えることができなくなった

１社、売却した１社、重要な事業上の取引がなくなっ

た１社を持分法の範囲より除外いたしました。 

（新規）マネックス・ビーンズ・ホールディングス

株式会社 

日興ビーンズ証券株式会社 

マネックス証券株式会社 

マネックス・オルタナティブ・インベスト

メンツ株式会社 

有限会社グローバル・リート・パートナー

ズA号 

有限会社グローバル・リート・パートナー

ズB号 

主要な非連結子会社名 

株式会社インテリジェントテクノロジー 

連結の範囲から除いた理由 

全体として連結財務諸表に及ぼす影響に重要性

がないためであります。 

また、他の会社等の議決権の過半数を自己の計算

において所有しているにもかかわらず、当該他の会

社等を子会社としていない他の会社等は、以下の19

社です。これらの他の会社等は、営業取引として投

資育成目的で所有し、傘下に入れることを目的とし

ていないため、子会社としておりません。 

株式会社ベルシステム２４ 

ＢＢコール株式会社 

株式会社ワン・トゥ・ワン・ダイレクト 

株式会社BELL２４・Cell Product 

株式会社アニモバイルジャパン 

株式会社BELL２４・３dots 

株式会社お天気.com  

株式会社スマイルスタッフ 

株式会社エスエスケー 

SSK Europe Limited 

株式会社本間ゴルフ 

HONG KONG HONMA GOLF CO., LIMITED 

TAIWAN HONMA GOLF CO., LTD. 

HONMA GOLF SDN.BHD. 

HONMA GOLF (THAILAND) CO., LTD. 

Menzies Hotels Group Limited 

Menzies Hotels Limited 

Menzies  Hotel  And  Leisure  Management 

Services Limited 

Menzies Hotels (Property) Limited 

２ 持分法の適用に関する事項 

関連会社24社および非連結子会社２社に対する投

資については、持分法を適用しております。 

主要な関連会社名 

日興シティ信託銀行株式会社 

日興證券インドネシア株式会社 

マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式

会社 

当連結会計年度において、取得した２社、新設し

た５社、連結財務諸表に及ぼす影響に重要性が増し

た１社を持分法適用の範囲に加え、関連会社間の合

併に伴い消滅した１社、株式の追加取得により子会

社となった２社、連結財務諸表に及ぼす影響に重要

性がなくなった１社、議決権所有割合の低下により

関連会社でなくなった１社を持分法の範囲より除外

しました。 

（新規）株式会社コンフィデンス 

日本データビジョン株式会社 

WR Hambrecht & Co Japan株式会社 

LCF エドモン・ドゥ・ロスチャイルド・日

興コーディアル株式会社 

他４社 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（除外）エンサイドットコム証券株式会社 

興栄企業株式会社 

（除外）マネックス証券株式会社 

株式会社シンプレクス・インベストメン



日興プリンシパル・シティグループ・キャ 

ピタル・パートナーズ株式会社 

ト・アドバイザーズ 

有限会社グローバル・リート・パートナー

ズA号 

有限会社グローバル・リート・パートナー

ズB号 

ファンネックス・アセット・マネジメント

株式会社 

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

うち主要な会社名 

ウェスパシアヌス株式会社 

持分法を適用しない理由 

当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余

金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象

から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がないためであり

ます。 

なお、（除外）に記載されているマネックス証券

株式会社は、日興ビーンズ証券株式会社との合併に

より消滅いたしました。その後、存続会社であるマ

ネックス・ビーンズ証券株式会社は平成17年12月３

日付でマネックス証券株式会社に社名変更いたしま

した。 

また、他の会社等の議決権の100分の20以上、100

分の50以下を自己の計算において所有しているにも

かかわらず、当該他の会社等を関連会社としていな

い他の会社等は、以下の14社です。これらの他の会

社等は、営業取引として投資育成目的で所有し、営

業、人事、資金その他取引を通じて重要な影響を与

えることを目的としていないため、関連会社として

おりません。 

ジェネシステクノロジー株式会社 

ファイバーラボ株式会社 

アタボック株式会社 

株式会社ヨナゴシーズ 

British Credit Trust Holdings Limited 

British Credit Trust Limited 

British Credit Trust Finance Limited 

British Credit Trust Collections Limited 

British Credit Trust Conduit Limited 

British Credit Trust Management Limited 

Swiftarrow Services Limited 

Catalina Holdings Limited 

Catalina Reinsurance Limited 

Catalina Assurance Limited 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる３社につ

いては、連結決算日に実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用して連結しております。 

３月末日 32社

６月末日 １社

７月末日 １社

12月末日 １社

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる10社に

ついては、連結決算日に実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用して連結しております。 

１月末日 ２社

３月末日 52社

６月末日 １社

７月末日 １社

９月末日 １社

12月末日 ５社



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① トレーディングに関する有価証券等 

    トレーディング商品に関する有価証券（売買

目的有価証券）およびデリバティブ取引等につ

いては、時価法を採用しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① トレーディングに関する有価証券等 

     同左 

  ② トレーディング関連以外の有価証券等 

    トレーディング関連以外の有価証券等につい

ては、以下の評価基準および評価方法を適用し

ております。 

  ② トレーディング関連以外の有価証券等 

     同左 

   イ 満期保有目的の債券 

     償却原価法によっております。 

   イ 満期保有目的の債券 

      同左 

   ロ その他有価証券 

    (イ)時価のあるもの 

      期末時価をもって連結貸借対照表価額と

しております。なお、移動平均法による取

得原価ないし償却原価との評価差額は全部

資本直入する方法によっております。 

   ロ その他有価証券 

    (イ)時価のあるもの 

       同左 

    (ロ)時価のないもの 

      主として、移動平均法による原価法によ

っております。 

      なお、投資事業有限責任組合等への出資

については、当該組合等の財務諸表に基づ

いて、組合の純資産を当社の出資持分割合

に応じて、投資有価証券として計上してお

ります。 

    (ハ)デリバティブ取引 

      時価法によっております。 

    (ロ)時価のないもの 

      主として、移動平均法による原価法によ

っております。 

      なお、投資事業組合等への出資について

は、当該組合等の財務諸表に基づいて、組

合の純資産を当社の出資持分割合に応じ

て、投資有価証券として計上しておりま

す。 

    (ハ)デリバティブ取引 

       同左 

――――――――― 

  ③ たな卸資産 

    販売用不動産は、個別法による原価法を採用

しております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

    主として定率法を採用しております。 

    ただし、親会社および国内連結子会社は、平

成10年度の税制改正に伴い、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用しております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

     同左 

  ② 無形固定資産 

    主として定額法を採用しております。なお、

ソフトウェアの耐用年数は社内における利用可

能期間、親会社および国内連結子会社のその他

の無形固定資産の耐用年数は法人税法の規定す

る期間としております。 

  ② 無形固定資産 

     同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

     同左 

  ② 賞与引当金 

    従業員等に対する賞与の支払いに充てるた

め、親会社および国内連結子会社は所定の計算

方法により算出した支給見込額を計上しており

ます。 

  ② 賞与引当金 

     同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ③ 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務および年金資産の
見込額に基づき計上しております。 

    なお、会計基準変更時差異6,955百万円につい
ては、原則として、15年による按分額を販売
費・一般管理費に計上しております。 

    過去勤務債務については、主として、発生時
の従業員の平均残存勤務期間（13年～14年）に
よる按分額を、翌連結会計年度から定額法によ
り費用処理することとしております。 

    数理計算上の差異については、主として、発
生時の従業員の平均残存勤務期間（13年～14
年）による按分額を、翌連結会計年度から定額
法により費用処理することとしております。 

  ③ 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務および年金資産の
見込額に基づき計上しております。 

    なお、会計基準変更時差異については、原則
として、15年による按分額を販売費・一般管理
費に計上しております。 

    過去勤務債務については、主として、発生時
の従業員の平均残存勤務期間（11年）による按
分額を、翌連結会計年度から定額法により費用
処理することとしております。 

    数理計算上の差異については、主として、発
生時の従業員の平均残存勤務期間（11年）によ
る按分額を、翌連結会計年度から定額法により
費用処理することとしております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、主として、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 
    同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 
   原則として、時価評価されているヘッジ手段に

係る損益または評価差額を、ヘッジ対象に係る損
益が認識されるまで資産または負債として繰り延
べる方法によっております。ただし、振当処理の
要件を満たしている提出会社の通貨スワップ取引
につきましては、振当処理によっております。ま
た、一部の連結子会社の短期借入金に係る金利変
動リスクをヘッジするための金利スワップ取引に
つきましては、特例処理によっております。 

   ヘッジ取引について提出会社および連結子会社
は、主に金銭債権債務に係る金利変動リスク・為
替変動リスクをヘッジするために、金利スワップ
取引および為替予約取引等を行っております。 

   これらのヘッジ取引につきましては、そのリス
ク減殺効果を定期的に検証し、ヘッジの有効性を
再評価しております。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 
   原則として、時価評価されているヘッジ手段に

係る損益または評価差額を、ヘッジ対象に係る損
益が認識されるまで資産または負債として繰り延
べる方法によっております。ただし、振当処理の
要件を満たしている提出会社の通貨スワップ取引
につきましては、振当処理によっております。ま
た、借入金に係る金利変動リスクをヘッジするた
めの金利スワップ取引につきましては、特例処理
によっております。 

   ヘッジ取引について提出会社および連結子会社
は、主に金銭債権債務に係る金利変動リスク・為
替変動リスクをヘッジするために、金利スワップ
取引および為替予約取引等を行っております。 

   これらのヘッジ取引につきましては、そのリス
ク減殺効果を定期的に検証し、ヘッジの有効性を
再評価しております。 

 (6) 消費税等の会計処理 
   消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。 

 (6) 消費税等の会計処理 
    同左 

 (7) 繰延資産の処理方法 
   社債発行費は、支出時の費用として処理してお

ります。 

 (7) 繰延資産の処理方法 
   社債発行費および新株発行費は、支出時の費用

として処理しております。 
５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
  連結子会社の資産および負債の評価については、
連結子会社の資産および負債のすべてを、支配を獲
得した日の公正な評価額により評価する全面時価評
価法を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
   同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 
  連結調整勘定の償却については、原則として、計
上後20年間の均等償却を行っております。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 
   同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい
て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて
作成しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
   同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範
囲 
  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金
及び現金同等物)は、手許現金及び当座預金、普通預
金等の随時引き出し可能な預金からなっておりま
す。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範
囲 
   同左 



  
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準の適用） 

「固定資産の減損に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成14年８月９日）および「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終了す

る連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できるこ

とになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基

準及び同適用指針を適用しております。これにより税

金等調整前当期純利益が3,923百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 

――――――――― 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（みなし有価証券） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

６月９日法律第97号）により、証券取引法第２条第２

項において、投資事業有限責任組合及びこれに類する

組合への出資を有価証券とみなすこととされたことに

伴い、投資事業有限責任組合等への出資について、次

のとおり変更しました。 

 ① 連結貸借対照表 

前連結会計年度末において「投資その他の資産」

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連

結会計年度末より「投資有価証券」に含めて表示し

ております。 

これにより、「投資その他の資産」の「その他」

が22,545百万円減少し、「投資有価証券」は同額増

加しております。 

 ② 連結キャッシュ・フロー計算書 

前連結会計年度において「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ましたが、当連結会計年度より「投資有価証券の取

得による支出」および「投資有価証券の売却による

収入」に含めて表示しております。 

これにより、「投資活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」が8,201百万円増加し、投資有価

証券の取得による支出」は9,220百万円減少、「投

資有価証券の売却による収入」は1,018百万円増加

しております。 

――――――――― 



追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計

算書上の表示) 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い、

法人事業税の付加価値割および資本割については、販

売費・一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費・一般管理費が1,831百万円増加

し、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利

益がそれぞれ1,831百万円減少しております。 

(連結子会社の増加に伴う連結貸借対照表および連結

損益計算書の表示) 

株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイ

ザーズが当社の連結子会社となったため、当連結会計

年度末より連結貸借対照表にたな卸資産、連結損益計

算書にその他売上高、売上原価を新たに表示しており

ます。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累計額は

50,691百万円であります。 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累計額は

47,223百万円であります。 

※２ 投資有価証券には、非連結子会社及び関連会社の

株式が合計22,449百万円含まれております。 

※２ 投資有価証券には、非連結子会社および関連会社

の株式が合計24,935百万円含まれております。 

 ３(1) 担保に供されている資産 

  (注) 上記のほか、短期借入金の担保として借入有

価証券349,110百万円、先物取引証拠金等の代

用としてトレーディング商品2,662百万円、ス

ワップ取引の担保として現金10,992百万円、

借入有価証券9,675百万円、有価証券貸借取引

受入金の担保としてトレーディング商品およ

び借入有価証券1,591,958百万円、現先取引借

入金の担保としてトレーディング商品および

借入有価証券1,258,871百万円、その他の担保

として、現金100百万円、トレーディング商品

19,754百万円、借入有価証券26,946百万円を

差入れております。 

トレーディング商品 766,485百万円

現金 9,350  

計 775,835  

 ３(1) 担保に供されている資産 

  (注) 上記のほか、短期借入金の担保として借入有

価証券146,881百万円、先物取引証拠金等の代

用としてトレーディング商品3,741百万円、有

価証券貸借取引受入金の担保としてトレーデ

ィング商品および借入有価証券2,449,762百万

円、現先取引借入金の担保としてトレーディ

ング商品および借入有価証券829,689百万円、

その他の担保として、トレーディング商品

34,975百万円、借入有価証券1,353百万円を差

入れております。 

トレーディング商品 727,963百万円

たな卸資産 129,126  

計 857,090  

  (2) 担保資産の対象となる債務 

  

信用取引借入金 15,343百万円

短期借入金 1,068,100  

計 1,083,443  

  (2) 担保資産の対象となる債務 

  

信用取引借入金 10,766百万円

短期借入金 913,143  

長期借入金 19,490  

計 949,399  

 ４(1) 差し入れている有価証券等 

信用取引貸証券 

41,049百万円 

信用取引借入金の本担保証券 

15,198百万円 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 

2,484,789百万円 

現先取引で売却した有価証券 

1,257,560百万円 

差入証拠金代用有価証券 

3,143百万円 

差入保証金代用有価証券 

7,766百万円 

長期差入保証金代用有価証券 

13百万円 

その他担保として差し入れた有価証券 

1,159,160百万円 

  

 ４(1) 差し入れている有価証券等 

信用取引貸証券 

78,272百万円 

信用取引借入金の本担保証券 

16,444百万円 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 

3,411,408百万円 

現先取引で売却した有価証券 

828,686百万円 

差入証拠金代用有価証券 

3,971百万円 

差入保証金代用有価証券 

9,735百万円 

その他担保として差し入れた有価証券 

937,952百万円 

  



  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

  (2) 差し入れを受けている有価証券等 

信用取引貸付金の本担保証券 

108,205百万円 

信用取引借証券 

26,433百万円 

消費貸借契約により借り入れた有価証券 

4,334,156百万円 

現先取引で買い付けた有価証券 

201,050百万円 

受入証拠金代用有価証券および受入保証金代

用有価証券 

78,101百万円 

その他担保として受け入れた有価証券で自由

処分権の付されたもの 

289百万円 

  (2) 差し入れを受けている有価証券等 

信用取引借証券 

20,689百万円 

信用取引貸付金の本担保証券 

208,183百万円 

消費貸借契約により借り入れた有価証券 

5,124,369百万円 

現先取引で買い付けた有価証券 

289,530百万円 

受入証拠金代用有価証券および受入保証金代

用有価証券 

144,757百万円 

その他担保として受け入れた有価証券で自由

処分権の付されたもの 

101,562百万円 

※５ 短期借入金、長期借入金および社債には、「証券

会社の自己資本規制に関する内閣府令」(平成13年

内閣府令第23号)第２条に定める劣後債務（劣後特

約付借入金、劣後特約付社債）がそれぞれ4,900百

万円、54,700百万円、10,000百万円含まれておりま

す。 

※５ 長期借入金および社債には、「証券会社の自己資

本規制に関する内閣府令」(平成13年内閣府令第23

号)第２条に定める劣後債務（劣後特約付借入金、

劣後特約付社債）がそれぞれ72,700百万円、23,000

百万円含まれております。 

※６ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

は、次のとおりであります。 

証券取引責任準備金 証券取引法第51条 

金融先物取引責任準備金 金融先物取引法第82条 

※６ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

は、次のとおりであります。 

証券取引責任準備金 証券取引法第51条 

金融先物取引責任準備金 金融先物取引法第82条 

 ７ 偶発債務の残高 

親会社および一部の国内子会社の従業員の住宅

融資制度に伴う金融機関借入金に対する保証 

23,146百万円 

英国子会社の投資先で発生しうる年金債務に係

る履行保証 

10,101百万円 

 ７ 偶発債務の残高 

親会社および一部の国内子会社の従業員の住宅

融資制度に伴う金融機関借入金に対する保証 

23,658百万円 

英国子会社の投資先で発生しうる年金債務に係

る履行保証 

10,258百万円 

 ８ 当座貸越契約に準ずる契約および貸出コミットメ

ント契約(未実行残高) 

9,604百万円 

 ８ 当座貸越契約に準ずる契約および貸出コミットメ

ント契約(未実行残高) 

21,518百万円 

――――――――― 

※９ 無形固定資産 

   「無形固定資産」の「その他」には、連結調整勘

定2,925百万円を含めて表示しております。 

※10 発行済株式総数 普通株式  1,947,920千株 ※10 発行済株式総数 普通株式    975,431千株

※11 自己株式の保有数 普通株式    23,237千株 ※11 自己株式の保有数 普通株式    11,742千株

※12 固定負債 

   「固定負債」の「その他」には、連結調整勘定

445百万円を含めて表示しております。 

――――――――― 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ トレーディング損益および営業投資有価証券売買

損益には、評価損益がそれぞれ7,629百万円、

14,491百万円含まれております。 

※１ トレーディング損益76,898百万円には、評価損益

が△21,092百万円含まれております。 

※２ 人件費には、賞与引当金繰入額23,259百万円が含

まれております。 

※２ 人件費には、賞与引当金繰入額28,424百万円が含

まれております。 

※３ 厚生年金基金引当金戻入は、日本証券業厚生年金

基金の解散に伴い、子会社において計上していた引

当金を戻し入れたものであります。 

――――――――― 

※４ 固定資産除却損には、ソフトウェアの除却損342

百万円が含まれております。 

※４ 固定資産除却損には、ソフトウェアの除却損 

364百万円が含まれております。 

※５ 減損損失 

 当社グループは以下の資産について減損損失を

計上しました。 

 処分予定資産、遊休資産のうち、正味売却価額

が帳簿価格を下回っている資産について、帳簿価

格を正味売却価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（3,923百万円）として特別損失に計上してお

ります。その内訳は、土地・借地権2,972百万円、

建物392百万円、その他558百万円であります。 

 なお、これらの資産の正味売却価額は、鑑定評

価額にもとづいて測定しております。 

 当社グループのグルーピング方法は、リテール業

務、ホールセール業務、マーチャント・バンキング

業務等の内部管理上の区分にもとづいてグループ化

しております。リテール業務については、店舗・コ

ールセンター等、営業活動に係る固定資産全体を一

つの単位としております。なお、事業活動に供して

いない処分予定資産等については、個別物件ごとを

単位としております。 

用途 地域 種類 

処分予定・
遊休資産 

関東・九州
土地・借地
権・建物等 

――――――――― 

※６ 有価証券等評価減にはゴルフ会員権を評価減した

ことによる損失120百万円が含まれております。 
――――――――― 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 
  

  

現金・預金勘定   707,253百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

  
△155 

現金及び現金同等物   707,098 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 
  
現金・預金勘定   635,855百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△114 

現金及び現金同等物 635,740 

２ 重要な非資金取引の内容 
  

  

株式交換による少数株主への
自己株式の割当 

 
9,934百万円

合計  9,934 

――――――――― 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引は、次のとおりであ

ります。 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引は、次のとおりであ

ります。 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

（器具・備品) 

  

取得価額相当額 13,293百万円

減価償却累計額相当額 9,202 

期末残高相当額 4,091 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

（器具・備品) 

  

取得価額相当額 12,780百万円

減価償却累計額相当額 5,314 

期末残高相当額 7,466 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 1,591百万円

１年超 2,576 

合計 4,167 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 2,455百万円

１年超 4,666 

合計 7,122 

３ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

  

支払リース料 2,388百万円

減価償却費相当額 2,307 

支払利息相当額 93 

３ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

  

支払リース料 2,489百万円

減価償却費相当額 2,410 

支払利息相当額 138 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

  

５ 利息相当額の算定方法 

   同左 

 オペレーティング・リース取引は、次のとおりであり

ます。 

  未経過リース料 

１年内 1,106百万円

１年超 1,507 

合計 2,613 

 オペレーティング・リース取引は、次のとおりであり

ます。 

  未経過リース料 

１年内 400百万円

１年超 625 

合計 1,026 



(有価証券およびデリバティブ取引の状況) 

※ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

１ トレーディングに係るもの 

(1) トレーディングの状況に関する事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ トレーディングの内容 

  トレーディング・ポジションは、顧客のさまざま

なニーズに対応するため、主として顧客との取引か

ら発生しております。このほか、一部の連結子会社

では、市場機能を補完するためにマーケットメイク

取引やバスケットトレーディング取引を行ってお

り、更に裁定取引やポジションのヘッジ取引等を行

っております。トレーディングにおいては、有価証

券等の現物取引のほか、デリバティブ取引(取引所取

引：株価指数先物取引・債券先物取引・金利先物取

引およびこれらのオプション取引・株券オプション

取引、取引所以外の取引：金利および通貨スワッ

プ・先物外国為替取引・選択権付債券売買取引・通

貨オプション取引・金利先渡取引・有価証券店頭デ

リバティブ取引等)を行っております。なお、機関投

資家向けのトレーディング業務は、主として、日興

シティグループ証券株式会社を通じて行われており

ます。 

１ トレーディングの内容 

   同左 

２ トレーディングに対する取組方針 

  有価証券等の売買取引のほか、デリバティブ取引

についても、原則として、顧客のさまざまなニーズ

に対応した商品、取引等を提供していくための業務

として取り組んでおります。そのために生じるトレ

ーディング商品のポジションに関するリスク管理は

極めて重要であると認識しております。 

２ トレーディングに対する取組方針 

   同左 

３ トレーディングにおけるデリバティブ取引の利用

目的 

  顧客とのデリバティブ取引は、顧客のさまざまな

ニーズに対応する商品の一部として利用しているほ

か、トレーディング業務の遂行にともなって発生す

るリスクのヘッジ、調節等の目的でもデリバティブ

取引を利用しており、有価証券等の売買とデリバテ

ィブ取引を一体として運営、管理しております。 

３ トレーディングにおけるデリバティブ取引の利用

目的 

   同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ トレーディングに係るリスクの内容 

  トレーディングに伴って発生し、連結子会社の財

務状況に大きな影響を与えるリスクとしては、主と

して、マーケットリスクと与信リスクがあげられま

す。マーケットリスクは、株価・金利・為替等の市

場価格が変動することによって発生するリスクであ

り、与信リスクは、取引相手先が契約を履行できな

くなる場合、すなわちデフォルト状態となった時に

発生するリスクであります。 

４ トレーディングに係るリスクの内容 

   同左 

５ トレーディングに係るリスク管理体制 

  当社グループにおけるトレーディングに係るリス

ク管理は、株式会社日興コーディアルグループ執行

役社長の諮問機関である「ＣＳＲ委員会」で協議さ

れる方針及び当社のリスク管理規程等に則り、連結

子会社においてそれぞれ管理体制を整備し、リスク

管理を行っております。 

  マーケットリスクについては、財務状況に応じて総

枠を設定し、この総枠を、取引を行う各部門にマーケ

ットリスク枠として配分するとともに、取引形態や投

資手法に応じた運用基準を定めることにより管理して

おります。与信リスクについては、会社独自の信用評

価格付に基づいて取引相手先を評価し、与信の限度枠

を設定して取引を管理しております。トレーディング

のポジションや損益の状況、リスク枠の使用状況、ル

ール遵守状況及び与信リスクの発生状況の管理につい

ては、取引を行う部門から独立したリスク管理専門部

署が行っております。また、トレーディングのポジシ

ョンと損益情報は、毎営業日経営陣に報告されており

ます。さらに、「証券会社の自己資本規制に関する内

閣府令」に基づき、市場リスクと取引先リスクを日々

計算し、自己資本規制比率が同内閣府令で定めた比率

を下回ることのないよう管理するとともに、経営陣へ

の報告を毎営業日行っております。 

  このような連結子会社におけるリスク管理状況につ

いて、当社は、適宜・定期的に報告を徴求し、リスク

管理方針に則していることを確認しております。 

５ トレーディングに係るリスク管理体制 

   同左 



(2) 商品有価証券等(売買目的有価証券)の時価 

  

  

(3) デリバティブ取引の契約額等および時価 

  

(注) 為替予約取引、先物・先渡取引およびスワップ取引については、みなし決済損益を時価欄に記載しております。なお、時価の主な算定方法は以下のと

おりです。 

  

種類 

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

資産に属するもの 
(百万円) 

負債に属するもの
(百万円) 

資産に属するもの
(百万円) 

負債に属するもの 
(百万円) 

株券・ワラント 261,201 72,351 345,235 49,844 

債券 2,195,913 1,514,368 3,518,475 3,177,218 

ＣＰおよびＣＤ 4,999 ─ 4,991 ─ 

受益証券等 147,154 19 178,076 ─ 

その他 1,903 ─ 106 ─ 

種類 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

資産に属するもの 負債に属するもの 資産に属するもの 負債に属するもの 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

オプション取引 1,464,588 38,401 3,779,244 97,897 1,606,013 41,536 5,734,456 172,511

為替予約取引 93,460 2,446 107,341 3,388 66,631 1,192 325,360 1,477

先物・先渡取引 1,267,534 3,127 1,371,949 626 1,005,481 6,472 735,378 7,714

スワップ取引 3,117,530 31,448 1,806,399 32,172 17,139,926 45,115 11,427,787 78,009

株価指数先物取引 取引を行う取引所が定める清算指数 

株券オプション取引、 

株価指数オプション取引 

取引を行う取引所が定める証拠金算定基準値段 

株券店頭オプション取引 金利、配当利回り、ボラティリティ、原証券価額、取引期間等を基に価格算定モデルにより算出

した理論価格及び業者の価格 

債券先物取引 取引を行う証券取引所が定める清算値段 

金利先物取引 TIFFE、SIMEX、IMMに上場されるものについては、取引を行う取引所が定める清算価格 

債券オプション取引 取引を行う証券取引所が定める証拠金算定基準値段 

金利オプション取引 TIFFE、SIMEX、IMMに上場されるものについては、取引を行う取引所が定める清算価格 

選択権付債券売買取引 原則として原証券の時価、ボラティリティ、金利を基準として業者間気配を参考に算出した価格

金利先渡取引、 
金利スワップ取引 

原則、スワップレート、ボラティリティ等を参考に受取又は支払金額の将来価値を算出し、各通

貨の金利で現在価値に割引き、スポットの為替レートで邦貨換算して算出した受取現在価値から

支払現在価値を控除した金額 

通貨先物取引 TIFFE、IMM、LIFFE等に上場されるものについては、取引を行う取引所が定める清算価格 

通貨オプション取引 スワップレート、ボラティリティ、コリレーション等を参考に受取・支払金額の将来価値を算出

し、各通貨の金利で現在価値に割引き、スポットの為替レートで邦貨換算して算出した受取現在

価値から支払現在価値を控除した額 

為替予約取引 受取金額、支払金額をそれぞれ当該通貨の金利で現在価値に割引き、スポットの為替レートで邦

貨換算して算出した受取現在価値から支払現在価値を控除した額 

通貨スワップ取引 原則、スワップレート等を参考に受取又は支払金額の将来価値を算出し、各通貨の金利で現在価

値に割引き、スポットの為替レートで邦貨換算して算出した受取現在価値から支払現在価値を控

除した金額 



２ トレーディングに係るもの以外 

(1) 有価証券関係 

① 満期保有目的の債券の時価等 

  

  

次へ 

種類 

前連結会計年度
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

流動資産に属するもの 1,388 1,388 ─ ─ ─ ─ 

  
時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    国債・地方債等 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    社債 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

  
時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

1,388 1,388 ─ ─ ─ ─ 

    国債・地方債等 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    社債 1,388 1,388 ─ ─ ─ ─ 

    その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

固定資産に属するもの 1,380 1,380 ─ 2,850 2,850 ─ 

  
時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    国債・地方債等 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    社債 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

  
時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

1,380 1,380 ─ 2,850 2,850 ─ 

    国債・地方債等 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    社債 1,380 1,380 ─ 2,850 2,850 ─ 

    その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 



② その他有価証券の時価等 

  

  

  

前へ   次へ 

種類 

前連結会計年度
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

取得原価 

(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額 

(百万円) 

取得原価 

(百万円) 

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

差額 

(百万円) 

流動資産に属するもの 2,150 2,861 711 69,150 75,336 6,186 

  
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

1,914 2,626 711 68,913 75,099 6,186

    株式 1,003 1,518 514 8,912 14,237 5,325 

    債券 9 10 0 50,001 50,005 3 

      国債・地方債等 9 10 0 50,001 50,005 3 

      社債 ― ― ― ― ― ― 

      その他 ― ― ― ― ― ― 

    その他 900 1,098 197 10,000 10,857 857 

  
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

235 234 △0 237 237 ―

    株式 ― ― ― ― ― ― 

    債券 232 232 ― 237 237 ― 

      国債・地方債等 232 232 ― 237 237 ― 

      社債 ― ― ― ― ― ― 

      その他 ― ― ― ― ― ― 

    その他 2 1 △0 ― ― ― 

固定資産に属するもの 63,341 94,914 31,573 90,959 156,458 65,498 

  
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

56,292 88,237 31,945 85,605 151,332 65,726

    株式 51,300 82,774 31,474 77,348 141,360 64,012 

    債券 99 100 0 ― ― ― 

      国債・地方債等 99 100 0 ― ― ― 

      社債 ― ― ― ― ― ― 

      その他 ― ― ― ― ― ― 

    その他 4,892 5,362 470 8,257 9,971 1,713 

  
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

7,048 6,676 △372 5,353 5,126 △227

    株式 3,201 2,875 △325 2,653 2,445 △208 

    債券 ― ― ― 99 98 △1 

      国債・地方債等 ― ― ― 99 98 △1 

      社債 ― ― ― ― ― ― 

      その他 ― ― ― ― ― ― 

    その他 3,847 3,800 △46 2,600 2,582 △17 



③ 前連結会計年度中および当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

  

  

  

④ 前連結会計年度中および当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

  

⑤ 時価評価されていない主な有価証券(上記①②を除く)の内容および連結貸借対照表計上額 
  

  

  

  

前連結会計年度
(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度
(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

売却額
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

97,222 15,677 1,451 71,410 5,117 285 

  
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

満期保有目的の債券 ─ ─ 

その他有価証券 222,948 425,384 

  流動資産に属するもの 181,344 377,002 

    株式 23,710 320,618 

    債券 103,230 0 

    その他 54,403 56,383 

  固定資産に属するもの 41,604 48,382 

    株式 17,059 25,425 

    債券 ─ ─ 

    その他 24,544 22,956 



⑥ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  
  
  

(2) デリバティブ取引関係 

  

  
  
前へ   次へ 

種類 

前連結会計年度
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

１年以内 

(百万円) 

１年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超
10年以内
(百万円)

10年超 

(百万円)

１年以内

(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超 

(百万円)

満期保有目的の債券 1,388 1,380 ― ― ― 2,850 ― ― 

  流動資産に属するもの 1,388 ― ― ― ― ― ― ― 

    国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― 

    社債 1,388 ― ― ― ― ― ― ― 

    その他 ― ― ― ― ― ― ― ― 

  固定資産に属するもの ― 1,380 ― ― ― 2,850 ― ― 

    国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― 

    社債 ― 1,380 ― ― ― 2,850 ― ― 

    その他 ― ― ― ― ― ― ― ― 

その他有価証券 1,793 122,543 10,762 8,127 51,052 12,086 12,026 15,399 

  流動資産に属するもの 1,793 107,963 3,205 ― 51,052 7,061 2,828 10,857 

    債券 217 103,230 ― ― 50,239 ― ― ― 

      国債・地方債等 217 ― ― ― 50,239 ― ― ― 

      社債 ― 103,230 ― ― ― ― ― ― 

      その他 ― ― ― ― ― ― ― ― 

    その他 1,576 4,732 3,205 ― 813 7,061 2,828 10,857 

  固定資産に属するもの ― 14,580 7,556 8,127 ― 5,025 9,197 4,542 

    債券 ― 100 ― ― ― 100 ― ― 

      国債・地方債等 ― 100 ― ― ― 100 ― ― 

      社債 ― ― ― ― ― ― ― ― 

      その他 ― ― ― ― ― ― ― ― 

    その他 ― 14,479 7,556 8,127 ― 4,925 9,197 4,542 

種類 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

資産に属するもの 負債に属するもの 資産に属するもの 負債に属するもの 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

先物・先渡取引 56,769 15,804 ― ― ― ― ― ―



(退職給付関係) 

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日現在) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社および一部の国内連結子会社は、適格退職年金

制度および退職一時金制度による確定給付型年金のほ

か、確定拠出型年金制度を導入しております。 

なお、一部の国内連結子会社が加入しておりました

総合型基金である日本証券業厚生年金基金は、平成17

年３月25日付けで解散の認可を受けました。 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社および一部の国内連結子会社は、適格退職年金

制度および退職一時金制度による確定給付型年金のほ

か、確定拠出型年金制度を導入しております。そのう

ち、当社及び日興コーディアル証券株式会社は、企業

競争力を高めるための人事報酬制度改正の一環とし

て、当連結会計年度末をもって適格退職年金制度およ

び退職一時金制度を廃止いたしました。これに伴い、

退職給付引当金を取り崩し、退職給付制度変更に伴う

要支払額との差額を退職金清算損失として特別損失に

計上しております。なお、年金受給権者に係る適格退

職年金制度については閉鎖型年金制度へ移行し、退職

給付債務および年金資産に基づき、退職給付引当金を

計上しております。 
  

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

① 退職給付債務   △60,801 百万円

② 年金資産   38,544   

③ 未積立退職給付債務(①＋②)   △22,257   

④ 会計基準変更時差異の未処理額   2,527   

⑤ 未認識数理計算上の差異   5,297   

⑥ 未認識過去勤務債務   △780   

⑦ 連結貸借対照表計上額純額 

  (③＋④＋⑤＋⑥) 

△15,212 
  

⑧ 前払年金費用   ―   

⑨ 退職給付引当金(⑦－⑧)   △15,212   

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 
  

なお、退職給付制度の廃止に伴う影響額は次のとお

りであります。 

① 退職給付債務   △21,876 百万円

② 年金資産   13,228   

③ 未積立退職給付債務(①＋②)   △8,647   

④ 会計基準変更時差異の未処理額   △301   

⑤ 未認識数理計算上の差異   396   

⑥ 未認識過去勤務債務   ―   

⑦ 連結貸借対照表計上額純額 

  (③＋④＋⑤＋⑥) 

△8,551 
  

⑧ 前払年金費用   ―   

⑨ 退職給付引当金(⑦－⑧)   △8,551   

① 退職給付債務の減少   49,168 百万円  
② 年金資産の減少   △38,841   

③ 会計基準変更時差異の未処理額 △2,577    
④ 未認識数理計算上の差異 △3,200    
⑤ 未認識過去勤務債務   712    
⑥ 退職給付引当金の減少   5,260    

       
３ 退職給付費用に関する事項 

 (注) １ 厚生年金基金に対する拠出額は含まれてお

りません。 

    ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用が含まれております。  

① 勤務費用 (注)１、２   6,076 百万円

② 利息費用   1,400   

③ 期待運用収益   △904   

④ 会計基準変更時差異の費用処理額   254   

⑤ 過去勤務債務の費用処理額   △70   

⑥ 数理計算上の差異の費用処理額   672   

⑦ 退職給付費用 

  (①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 

7,429 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用が含まれております。  

① 勤務費用 (注)   6,498 百万円

② 利息費用   1,586   

③ 期待運用収益   △957   

④ 会計基準変更時差異の費用処理額   254   

⑤ 過去勤務債務の費用処理額   △70   

⑥ 数理計算上の差異の費用処理額   1,052   

⑦ 退職給付費用 

  (①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 

8,361 
  

⑧ 退職金清算による損失 5,119   



  

  
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日現在) 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 主として、発生時の従業員の平均残存勤務期間

(13年～14年)による按分額を、翌連結会計年度から

定額法により費用処理することとしております。 

  

  

  

  

 主として、発生時の従業員の平均残存勤務期間

(13年～14年)による按分額を、翌連結会計年度から

定額法により費用処理することとしております。 

  

  

  

  

  

 主として、15年であります。なお、簡便法を採用

している一部の子会社において発生した会計基準変

更時差異のうち、金額に重要性のないものについて

は、発生した会計年度において一括費用処理してお

ります。 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 1.5～2.5％ 

③ 期待運用収益率 2.5％ 

④ 過去勤務債務の額の処理年数   

⑤ 数理計算上の差異の処理年数   

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数   

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

主として、発生時の従業員の平均残存勤務期間

(11年)による按分額を、翌連結会計年度から定額法

により費用処理することとしております。 

なお、当社および一部の国内連結子会社が退職一

時金制度を廃止したことにより、これらの会社にか

かる過去勤務債務については当連結会計年度に一括

して費用計上しております。 

  

 主として、発生時の従業員の平均残存勤務期間

(11年)による按分額を、翌連結会計年度から定額法

により費用処理することとしております。 

なお、当社および一部の国内連結子会社が適格退

職年金制度および退職一時金制度を廃止したことに

より、これらの会社にかかる数理計算上の差異につ

いては当連結会計年度に一括して費用計上しており

ます。 

  

 15年であります。簡便法を採用している一部の子

会社において発生した会計基準変更時差異のうち、

金額に重要性のないものについては、発生した会計

年度において一括費用処理しております。 

なお、当社および一部の国内連結子会社が適格退

職年金制度および退職一時金制度を廃止したことに

より、これらの会社にかかる会計基準変更時差異に

ついては当連結会計年度に一括して費用計上してお

ります。 

  

① 退職給付見込額の期間配分方法 同左 

② 割引率 1.5～2.5％ 

③ 期待運用収益率 2.5％ 

④ 過去勤務債務の額の処理年数   

⑤ 数理計算上の差異の処理年数   

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数   



(税効果会計関係) 

  

  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日現在) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産     

繰越欠損金 77,668百万円

有価証券の評価に係る一時差異 14,287   

賞与引当金繰入限度超過額 8,747   

退職給付引当金繰入限度超過額 5,408   

貸倒引当金繰入限度超過額 2,713   

その他 20,252   

繰延税金資産小計 129,078   

評価性引当額 △68,360   

繰延税金資産合計 60,718   

     

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 12,691   

その他 324   

繰延税金負債合計 13,015   

繰延税金資産の純額 47,702   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産     

繰越欠損金 37,233百万円

有価証券の評価に係る一時差異 14,570   

賞与引当金繰入限度超過額 13,191   

退職給付引当金繰入限度超過額 5,516   

未払事業税 3,181   

繰延税金負債との相殺 △3,070   

その他 13,080   

繰延税金資産小計 83,701   

評価性引当額 △41,113   

繰延税金資産合計 42,588   

     

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 29,830   

繰延税金資産との相殺 △3,070   

その他 2,198   

繰延税金負債合計 28,958   

繰延税金資産の純額 13,630   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため、記載を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 同左 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当企業集団は、①有価証券の売買等、②有価証券の売買等の委託の媒介、③有価証券の引受けおよび売出

し、④有価証券の募集および売出しの取扱い、⑤有価証券の私募の取扱いなどの証券業を中心とする営業活動

をグローバルに展開しております。これらの営業活動は、金融その他の役務提供を伴っており、この役務提供

と一体となった営業活動を基に収益を得ております。従って、当企業集団の事業区分は、「投資・金融サービ

ス業」という単一の事業セグメントに属しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

（同上） 

  



【所在地別セグメント情報】 

所在地別の純営業収益、販売費・一般管理費、営業損益および資産は次のとおりであります。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

  
(注) 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 
 (2) 各区分に属する主な国又は地域 
    米州…………米国 
    欧州…………英国、ルクセンブルグ 
    アジア………シンガポール 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
(注) 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 
 (2) 各区分に属する主な国又は地域 
    米州…………………………米国 
    欧州…………………………英国、ルクセンブルグ 
    アジア・オセアニア………シンガポール、オーストラリア、インド、中国 

  

    
日本 

(百万円) 
  

米州 

(百万円) 
 

欧州 

(百万円) 
 
アジア 

(百万円) 
 

計 

(百万円) 
 
消去又 
は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円) 

Ⅰ 純営業収益および営業損益                         

純営業収益                

外部顧客からの純営業収益   307,091  155  6,579  93  313,920  ─  313,920

セグメント間の内部純営業
収益 

  335  1,291  △298  89  1,418  ( 1,418)  ─

計   307,427  1,446  6,280  183  315,338  ( 1,418)  313,920

販売費・一般管理費   235,695  1,353  6,535  320  243,903  ( 1,418)  242,485

営業利益又は営業損失(△)   71,732  93  △254  △136  71,434  0  71,434

Ⅱ 資産   6,568,797  3,452  111,289  2,439  6,685,979  (78,335)  6,607,643

    
日本 

(百万円) 
  

米州 

(百万円) 
 

欧州 

(百万円) 
 

アジア・

オセアニア

(百万円) 
 

計 

(百万円) 
 
消去又 
は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円) 

Ⅰ 純営業収益および営業損益                         

純営業収益                

外部顧客からの純営業収益   422,742  863  14,689  346  438,641  ―  438,641

セグメント間の内部純営業
収益 

  483  3,724  242  79  4,528  (4,528)  ―

計   423,225  4,587  14,931  425  443,170  (4,528)  438,641

販売費・一般管理費   276,442  2,615  7,001  647  286,707  (4,529)  282,177

営業利益又は営業損失(△)   146,783  1,972  7,929  △222  156,462  1  156,464

Ⅱ 資産   8,380,682  1,784  247,449  2,953  8,632,870  (34,004)  8,598,866



【海外売上高】 

当社および連結子会社の本邦以外の国または地域からの純営業収益(連結会社間の内部収益を除く)は以下の

とおりであります。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

  
(注) 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

  (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 

  (2) 各区分に属する主な国又は地域 

  米州…………米国 

  欧州…………英国、ルクセンブルグ 

  アジア………シンガポール 

  

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
(注) 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

  (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 

  (2) 各区分に属する主な国又は地域 

  米州…………………………米国 

  欧州…………………………英国、ルクセンブルグ 

  アジア・オセアニア………シンガポール、オーストラリア、インド、中国 

  

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

    米州 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高(純営業収益)   10,535百万円 25,294百万円 2,072百万円 37,902百万円

Ⅱ 連結純営業収益     313,920百万円

Ⅲ 連結純営業収益に占める 
  海外売上高の割合 

  3.4％ 8.1％ 0.7％ 12.1％ 

    米州 欧州
アジア・
オセアニア 

計 

Ⅰ 海外売上高(純営業収益)   20,492百万円 40,578百万円 1,463百万円 62,534百万円

Ⅱ 連結純営業収益     438,641百万円

Ⅲ 連結純営業収益に占める 
  海外売上高の割合 

  4.7％ 9.3％ 0.3％ 14.3％ 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 １株当たり純資産額 387.45円  １株当たり純資産額 864.88円 

 １株当たり当期純利益 25.32円  １株当たり当期純利益 100.05円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 25.30円  潜在株式調整後１株当たり当期純利益 98.76円 

当社は平成17年９月１日付で、当社発行済株式２

株を１株に併合いたしました。当事業年度の１株当

たり情報については、当該株式併合が平成17年４月

１日に行われたと仮定して算定しております。 

なお、平成16年４月１日に当該株式併合が行われ

たと仮定した場合における前事業年度の１株当たり

情報は、以下のとおりとなります。 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 774.89円 

１株当たり当期純利益 50.64円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 50.60円 

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益   

 当期純利益 (百万円) 46,935 96,388 

 普通株主に帰属しない金額 (百万円) 137 80 

 （うち利益処分による取締役賞与金） (百万円) 137 80 

 普通株式に係る当期純利益 (百万円) 46,797 96,308 

 普通株式の期中平均株式数 (千株) 1,848,067 962,644 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額 (百万円) ─ △1,141 

 普通株式増加数 (千株) 1,705 1,021 

 （うち新株予約権） (千株) 1,705 1,021 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概
要 

新株予約権５種類（新株予
約権の数20,087個）。新株
予約権の概要は「新株予約
権等の状況」に記載のとお
りです。 

新株予約権２種類（新株予
約権の数6,973個）。新株
予約権の概要は「新株予約
権等の状況」に記載のとお
りです。 



（重要な後発事象） 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社は、平成17年６月23日開催の第64回定時株主総

会において、当社株式の発行済株式総数を適正な水準

に調整することを目的として、当社株式を併合するこ

とにつき、承認可決されました。 

当該株式併合の内容は以下のとおりです。 

 １ 株式併合の方法 

   当社の発行済株式について２株を併合して１株

にいたします 

 ２ 株式併合の効力発生日 

   平成17年９月１日(予定) 

平成15年４月１日に当該株式併合が行われたと仮定

した場合における（１株当たり情報）の各数値は、そ

れぞれ以下のとおりとなります。 
  

  

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり
純資産額 

741.96円 
１株当たり
純資産額 

774.89円

１株当たり
当期純利益 

41.62円 
１株当たり
当期純利益 

50.64円

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益 

40.23円 潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益 

50.60円

―――――――――



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年以内償却予定の金額であります。 

２ 外国で発行したものであるため「前期末残高」および「当期末残高」欄に外貨建の金額を［付記］しております。 

３ 英国の連結子会社が発行している社債を合計しております。 

４ 連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 
  

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限 

株式会社日興コーディア
ルグループ 
(注)１、２ 

2005年6月21日満期 
米ドル建社債 

平成14年
６月24日 

37,365
[300,000千US$］

― 4.75 なし 
平成17年 
６月21日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 
第１回無担保社債 
(社債間限定同順位特約付) 

平成14年
10月18日 

40,000
40,000
(40,000)

0.92 なし 
平成18年 
10月18日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第２回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成15年
３月12日 

35,000 35,000 0.93 なし 
平成20年 
３月12日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第３回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成15年
６月25日 

20,000 20,000 0.94 なし 
平成22年 
６月25日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第４回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成16年
２月24日 

50,000 50,000 0.89 なし 
平成21年 
２月24日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第５回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成16年
８月５日 

70,000 70,000 0.92 なし 
平成20年 
８月５日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第６回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成16年
10月21日 

30,000 30,000 1.45 なし 
平成23年 
10月21日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第７回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成16年
10月21日 

20,000 20,000 2.02 なし 
平成26年 
10月21日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第８回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成16年
12月22日 

30,000 30,000 1.77 なし 
平成26年 
12月22日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第９回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成17年
11月22日 

― 50,000 1.56 なし 
平成24年 
11月22日 

日興シティグループ証券
株式会社(連結) 
 (注)１ 

ミディアム・ターム・ノート 

平成14年
10月17日～
 平成17年
 ３月29日

35,000
45,000
( 2,000)

0.11～ 
0.43 

なし 

平成18年 
６月20日～
 平成24年
 11月１日

NAMホールディングス株
式会社 

他社株転換社債
平成16年
10月26日 

7,278 7,278 0.00 なし 
平成26年 
６月30日 

ルクセンブルグ日興銀行
株式会社 
(注)１、２ 

ミディアム・ターム・ノート 

平成16年
４月５日～
 平成17年
 ３月30日

1,352
［9,740千ユーロ］

1,453
( 1,453)

［10,178千ユーロ］

5.00～
26.10 

なし 

平成18年 
４月28日～
 平成18年
 ６月７日

その他 
（注）２、３ 

普通社債 

平成12年
11月９日～
 平成16年
 12月31日

―
11,116

［54,183千ユーロ］

5.00～
20.00％ 

なし 

平成21年 
３月31日～
 平成26年
 12月１日

小 計 ― 375,996 409.848 ― ― ― 

内部取引の消去 ― ― △10,031 ― ― ― 

合 計 ― 375,996
399,817
(43,453)

― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

43,453 55,469 120,000 9,458 20,000 



【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予

定額は以下のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

特記事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,160,839 1,224,177 0.30 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 36,700 70,000 0.60 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

335,700 474,865 0.83
平成19年4月2日 
～平成38年11月１日 

その他の有利子負債         

コマーシャル・ペーパー 
(１年以内返済) 

174,500 40,200 0.06 ― 

信用取引借入金 15,343 15,903 0.60 ― 

合計 1,723,083 1,825,146 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 199,190 85,000 17,000 50,000 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)       

流動資産       

現金・預金   299,428 248,555   

有価証券   ― 88,350   

前払金   66 74   

未収収益   1,696 519   

関係会社短期貸付金   366,200 287,295   

未収入金   721 2,524   

その他   36 39   

流動資産計   668,149 50.2 627,359 45.2 

固定資産       

有形固定資産 ※１   101 90   

建物   53 49   

器具・備品   47 41   

無形固定資産   11 12   

商標権   9 9   

ソフトウェア   2 2   

投資その他の資産   664,021 759,969   

投資有価証券 ※２   59,286 135,051   

関係会社株式   603,136 623,205   

長期貸付金   536 587   

関係会社長期貸付金   10,000 ―   

長期差入保証金   1,061 1,124   

長期前払費用   0 0   

貸倒引当金   △10,000 ―   

固定資産計   664,134 49.8 760,071 54.8 

資産合計   1,332,284 100.0 1,387,431 100.0 



  

  

   
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)        

流動負債        

短期借入金    25,000 66,000   

一年以内償還社債    37,365 40,000   

未払金    1,382 1,721   

未払費用    1,641 1,606   

未払法人税等 ※３   721 481   

預り金    42 218   

賞与引当金    860 1,800   

その他    ― 259   

流動負債計    67,013 5.0 112,088 8.1 

固定負債        

社債    295,000 305,000   

長期借入金    257,000 260,000   

繰延税金負債    8,604 19,430   

退職給付引当金    182 48   

その他    1,915 1,051   

固定負債計    562,701 42.3 585,529 42.2 

負債合計    629,714 47.3 697,618 50.3 

(資本の部)        

資本金 ※６   232,854 17.5 233,760 16.8 

資本剰余金        

 資本準備金    176,260 177,166   

 その他資本剰余金    ― 5   

  自己株式処分差益  ― 5     

 資本剰余金合計    176,260 13.2 177,171 12.8 

利益剰余金        

 利益準備金    52,222 52,222   

 任意積立金    259,024 204,024   

別途積立金  259,024 204,024     

 当期未処分利益又は 
 当期未処理損失（△） 

   △15,865 8,964   

 利益剰余金合計    295,381 22.2 265,211 19.1 

その他有価証券評価差額金 ※８   12,541 0.9 28,316 2.0 

自己株式 ※７   △14,468 △1.1 △14,646 △1.0 

資本合計    702,569 52.7 689,813 49.7 

負債・資本合計    1,332,284 100.0 1,387,431 100.0 



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

営業収益       

関係会社業務受託収入 ※１ 3,055 2,852     

商標使用料収入 ※２ 1,219 1,357     

関係会社金融収益 ※３ 6,126 8,399     

営業収益計   10,400 100.0 12,609 100.0 

営業費用       

販売費・一般管理費   9,666 12,037   

取引関係費 ※４ 2,858 2,342     

人件費 ※５ 2,955 3,991     

不動産関係費 ※６ 557 642     

事務費 ※７ 829 2,155     

減価償却費 24 22     

租税公課 ※８ 506 639     

その他 ※９ 1,934 2,242     

金融費用 ※10   3,583 5,043   

営業費用計   13,249 127.4 17,081 135.5 

営業損失   2,848 △27.4 4,472 △35.5 

営業外収益       

有価証券運用益 ― 1,448     

投資事業組合に係る利益 409 645     

受取配当金 294 543     

雑収入 166 464     

営業外収益計   869 8.4 3,101 24.6 

営業外費用       

社債発行費 665 223     

雑損失 18 82     

営業外費用計   684 6.6 305 2.4 

経常損失   2,663 △25.6 1,676 △13.3 



  

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

特別利益       

投資有価証券売却益 1,767 ―     

関係会社株式売却益 1,177 8,277     

関係会社清算益 ― 6,537     

貸倒引当金戻入 ― 155     

特別利益計   2,944 28.3 14,970 118.7 

特別損失       

関係会社株式評価減 4,764 9,788     

貸倒引当金繰入 ※12 1,200 ―     

役員退任慰労金 ― 134     

退職金清算損失 ― 119     

特別損失計   5,964 57.4 10,041 79.6 

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

  △5,684 △54.7 3,251 25.8 

法人税、住民税及び事業税 ※13 1,146 701     

法人税等調整額 ― 1,146 11.0 ― 701 5.6 

当期純利益又は当期純損失(△)   △6,830 △65.7 2,549 20.2 

前期繰越利益   20,161 25,661   

自己株式処分差損   20,112 ―   

中間配当額   9,083 19,246   

当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

  △15,865 8,964   



③ 【利益処分計算書】 

 

(注) １．前事業年度は、平成16年11月25日に9,083百万円（１株につき５円）の中間現金配当を実施しております。期末配当として

は１株につき７円の現金配当を行っております。 

２．当事業年度は、平成17年11月25日に19,246百万円（１株につき20円）の中間現金配当を実施しております。期末配当とし

ては１株につき30円の現金配当を行っております。 

  

  

  

  前事業年度   当事業年度 

取締役会承認年月日 (平成17年５月12日) 取締役会承認年月日 (平成18年５月25日) 

区分 金額(百万円) 区分 金額(百万円) 

当期未処理損失   15,865 当期未処分利益   8,964 

任意積立金取崩額     任意積立金取崩額     

別途積立金取崩額 55,000 55,000 別途積立金取崩額 20,000 20,000 

計   39,134 計   28,964 

利益処分額     利益処分額     

配当金 13,472 13,472 配当金 28,910 28,910 

次期繰越利益   25,661 次期繰越利益   54 



重要な会計方針 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券およびデリバティブ取引等の評価基準及

び評価方法 

  

１ 有価証券およびデリバティブ取引等の評価基準及

び評価方法 

(1) 売買目的有価証券 

時価法を採用しております。 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

(2) その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 期末時価をもって貸借対照表価額としており

ます。なお、移動平均法による取得原価との評

価差額は全部資本直入する方法によっておりま

す。 

(3) その他有価証券 

① 時価のあるもの 

   同左 

② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっております。 

 なお、投資事業有限責任組合等への出資につ

いては、当該組合等の財務諸表に基づいて、組

合の純資産を当社の出資持分割合に応じて、投

資有価証券として計上しております。 

② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっております。 

 なお、投資事業組合等への出資については、

当該組合等の財務諸表を基礎とし、当社の出資

持分相当額を総額で取り込む方法によっており

ます。ただし、財務諸表に及ぼす影響に重要性

のない一部の組合等については、純資産を当社

の出資持分割合に応じて、投資有価証券として

計上しております。 

(3) デリバティブ取引等 

時価法を採用しております。 

(4) デリバティブ取引等 

   同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 減価償却費計算の基礎となる耐用年数および残

存価額は法人税法に規定する基準によっており、

その償却方法は定率法を採用しております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

   同左 

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、ソフトウェ

アの耐用年数は社内における利用可能期間として

おります。 

(2) 無形固定資産 

   同左 

３ 繰延資産の処理方法 

 社債発行費は、支出時の費用として処理しており

ます。 

３ 繰延資産の処理方法 

   同左 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員等に対する賞与の支払いに充てるため、

当社所定の計算方法により算出した支給見込額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

   同左 

  



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、平成13

年10月１日付けの会社分割により承継会社へ移行

した額を控除し、15年による按分額を販売費・一

般管理費に計上しております。 

過去勤務債務については、発生時の従業員の平

均残存勤務期間（13年～14年）による按分額を、

翌期から定額法により費用処理することとしてお

ります。 

数理計算上の差異については、発生時の従業員

平均残存勤務期間（13年～14年）による按分額

を、翌期から定額法により費用処理することとし

ております。 

(3) 退職給付引当金 

年金受給権者の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務および年金資産に基

づき計上しております。 

なお、当社は企業競争力を高めるための人事報

酬制度改正の一環として、当事業年度末をもって

適格退職年金制度および退職一時金制度を廃止

し、年金受給権者に係る適格退職年金制度につい

ては閉鎖型年金制度へ移行しております。 

会計基準変更時差異については、平成13年10月

１日付の会社分割により承継会社へ移行した額を

控除し、15年による按分額を販売費・一般管理費

に計上しております。過去勤務債務については、

発生時の従業員の平均残存勤務期間（13年～14

年）による按分額を、翌期から定額法により費用

処理することとしております。 

数理計算上の差異については、発生時の従業員

の平均残存勤務期間（13～14年）による按分額

を、翌期から定額法により費用処理することとし

ております。 

５ ヘッジ会計の方法 

 原則として、時価評価されているヘッジ手段に係

る損益または評価差額を、ヘッジ対象に係る損益が

認識されるまで資産または負債として繰り延べる方

法によっております。ただし、振当処理の要件を満

たしている通貨スワップ取引につきましては、振当

処理によっております。 

 ヘッジ取引については、主に金銭債権債務に係る

金利変動リスク・為替変動リスクをヘッジするため

に、金利スワップ取引および為替予約取引等を行っ

ております。 

 これらのヘッジ取引につきましては、そのリスク

減殺効果を定期的に検証し、ヘッジの有効性を再評

価しております。 

５ ヘッジ会計の方法 

 原則として、時価評価されているヘッジ手段に係

る損益または評価差額を、ヘッジ対象に係る損益が

認識されるまで資産または負債として繰り延べる方

法によっております。ただし、振当処理の要件を満

たしている通貨スワップ取引につきましては、振当

処理によっております。また、借入金に係る金利変

動リスクをヘッジするための金利スワップ取引につ

きましては、特例処理によっております。 

 ヘッジ取引については、主に金銭債権債務に係る

金利変動リスク・為替変動リスクをヘッジするため

に、金利スワップ取引および為替予約取引等を行っ

ております。 

 これらのヘッジ取引につきましては、そのリスク

減殺効果を定期的に検証し、ヘッジの有効性を再評

価しております。 

６ 消費税等の会計処理方法 

 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

６ 消費税等の会計処理方法 

   同左 



会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準の適用） 

「固定資産の減損に係る会計基準」（企業会計審議会

平成14年８月９日）および「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用できることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。これによる税引前当期純損失に与える影響

額はありません。 

――――――――― 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（みなし有価証券） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６

月９日法律第97号）により、証券取引法第２条第２項に

おいて、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合へ

の出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、投

資事業有限責任組合等への出資については、前事業年度

末において「投資その他の資産」の「その他」に含めて

表示しておりましたが、当事業年度末より「投資有価証

券」に含めて表示しております。 

これにより、当事業年度末の「投資その他の資産」の

「その他」が5,170百万円減少し、「投資有価証券」は

同額増加しております。 

――――――――― 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割および資本割については、販売費・一般管理費に

計上しております。 

この結果、販売費・一般管理費が230百万円増加し、

営業損失、経常損失および税引前当期純損失がそれぞれ

230百万円増加しております。 

――――――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累計額 

建物 46百万円

器具・備品 259 

計 306 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累計額 

建物 54百万円

器具・備品 257 

計 311 

※２ 差し入れている有価証券等 

   消費貸借契約により貸し付けた有価証券 

239百万円 

※２ 差し入れている有価証券等 

   消費貸借契約により貸し付けた有価証券 

257百万円 

※３ 未払法人税等は、住民税、事業税および外国法人

税の未納付額であります。 

※３ 未払法人税等は、住民税、事業税および外国法人

税の未納付額であります。 

 ４ 偶発債務の残高  ４ 偶発債務の残高 

   日興シティグループ証券株式会社の債券貸借取引

に係る保証 

63,611百万円

   株式会社日興コーディアルトレジャリーズの円貨

借入金および外貨借入金に対する保証 

29,129百万円

   当社従業員の住宅融資制度に伴う金融機関借入金

に対する保証 

1,279百万円

   日本公認会計士協会監査委員会報告第61号「債務

保証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関する

監査上の取扱い」に従い、実質的に債務保証義務を

負っていると認められるものについては、債務保証

に準ずるものとして注記の対象に含めております。 

   日興シティグループ証券株式会社の債券貸借取引

に係る保証 

121,094百万円

   株式会社日興コーディアルトレジャリーズの円貨

借入金および外貨借入金に対する保証 

65,671百万円

   当社従業員の住宅融資制度に伴う金融機関借入金

に対する保証 

1,254百万円

   日本公認会計士協会監査委員会報告第61号「債務

保証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関する

監査上の取扱い」に従い、実質的に債務保証義務を

負っていると認められるものについては、債務保証

に準ずるものとして注記の対象に含めております。 

 ５ 貸出コミットメント契約（未実行残高） 

55,939百万円

 ５ 貸出コミットメント契約（未実行残高） 

117百万円

※６ 会社が発行する株式の総数  

  普通株式  6,989,500千株

   発行済株式総数 普通株式  1,947,920千株

※６ 会社が発行する株式の総数  

  普通株式  3,800,000千株

   発行済株式総数 普通株式   975,431千株

※７ 自己株式の保有数 普通株式    23,237千株 ※７ 自己株式の保有数 普通株式    11,742千株

※８ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産は12,541百万

円であります。 

 ８ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産は29,407百万

円であります。 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社業務受託収入は、関係会社である日興コ

ーディアル証券株式会社等から受け取る、経営指導

料および業務受託料であります。 

※１ 関係会社業務受託収入は、関係会社である日興コ

ーディアル証券株式会社等から受け取る、経営指導

料および業務受託料であります。 

※２ 商標使用料収入は、関係会社である日興コーディ

アル証券株式会社等から受け取る、当社の保有する

商標の使用料収入であります。 

※２ 商標使用料収入は、関係会社である日興コーディ

アル証券株式会社等から受け取る、当社の保有する

商標の使用料収入であります。 

※３ 関係会社金融収益は、関係会社である日興シティ

グループ証券株式会社等から受け取る、配当金や貸

付金に係る受取利息等であります。 

※３ 関係会社金融収益は、関係会社である日興シティ

グループ証券株式会社等から受け取る、配当金や貸

付金に係る受取利息等であります。 

※４ 取引関係費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

支払手数料 287 

通信・運送費 232 

旅費・交通費 80 

広告宣伝費 2,149 

交際費 109 

計 2,858 

※４ 取引関係費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

支払手数料 124 

通信・運送費 262 

旅費・交通費 88 

広告宣伝費 1,776 

交際費 89 

計 2,342 

※５ 人件費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

報酬・給料 1,697 

賞与引当金繰入 860 

退職金 1 

福利厚生費 292 

退職給付費用 103 

計 2,955 

※５ 人件費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

報酬・給料 1,713 

賞与引当金繰入 1,800 

退職金 71 

福利厚生費 284 

退職給付費用 122 

計 3,991 

※６ 不動産関係費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

不動産費 517 

器具・備品費 39 

計 557 

※６ 不動産関係費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

不動産費 596 

器具・備品費 46 

計 642 

※７ 事務費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

事務委託費 811 

事務用品費 18 

計 829 

※７ 事務費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

事務委託費 2,148 

事務用品費 7 

計 2,155 

※８ 租税公課の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

源泉所得税 128 

事業税 230 

消費税 99 

その他 48 

計 506 

※８ 租税公課の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

源泉所得税 73 

事業税 309 

消費税 206 

その他 50 

計 639 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※９ その他の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

寄付金 65 

教育研修費 1 

調査費 1,236 

消耗品費 6 

水道・光熱費 22 

会議費・雑費 600 

計 1,934 

※９ その他の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

寄付金 49 

教育研修費 12 

調査費 1,654 

消耗品費 7 

水道・光熱費 24 

会議費・雑費 495 

計 2,242 

※10 金融費用はすべて支払利息であります。 ※10 金融費用はすべて支払利息であります。 

 11 関係会社に係る注記 

   関係会社に対する収益および費用のうち、主なも

のは次のとおりであります。 

社債発行費 590百万円

 11 関係会社に係る注記 

   関係会社に対する収益および費用のうち、主なも

のは次のとおりであります。 

社債発行費 200百万円

※12 貸倒引当金繰入は、日興ビルディング株式会社に

対する融資について貸倒引当金を計上したものであ

ります。 

――――――――― 

※13 「法人税、住民税及び事業税」は、外国法人税等

であります。 

※13 「法人税、住民税及び事業税」は、外国法人税等

であります。 



(リース取引関係) 
  

  

(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

(税効果会計関係) 
  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 オペレーティング・リース取引は、次の通りでありま

す。 

  未経過リース料 

１年内 14百万円

１年超 26 

合計 41 

 オペレーティング・リース取引は、次の通りでありま

す。 

  未経過リース料 

１年内 7百万円

１年超 13 

合計 21 

区分 

前事業年度
（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年３月31日現在） 

貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額
(百万円) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 ― ― ― 4,136 13,508 9,371 

関連会社株式 14,106 100,016 85,910 12,432 99,859 87,427 

前事業年度(平成17年３月31日現在) 当事業年度(平成18年３月31日現在) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産 

  

子会社株式の評価に係る一時差異 43,325百万円 

繰越欠損金 24,315  

貸倒引当金繰入限度超過額 486  

その他 1,242  

繰延税金資産小計 69,369  

評価性引当額 △69,369  

繰延税金資産合計 ─  

     

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 8,604  

繰延税金資産の純額 △8,604  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産 

  

子会社株式の評価に係る一時差異 47,307百万円 

繰越欠損金 18,965  

その他 530  

繰延税金資産小計 66,803  

評価性引当額 △66,803  

繰延税金資産合計 ―  

     

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 19,430  

繰延税金資産の純額 △19,430  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため、記載を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率  40.7％ 

（調整） 

 永久に損金不参入となる費用 5.5 

 永久に益金不参入となる収益 △22.8 

 評価性引当額の影響等 △1.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.6 



  
(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益（純損失△）および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 365.03円 １株当たり純資産額 715.81円 

１株当たり当期純損失 3.70円 １株当たり当期純利益 2.65円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 2.65円 

当社は平成17年９月１日付で、当社発行済株式２株

を１株に併合いたしました。当事業年度の１株当たり

情報については、当該株式併合が平成17年４月１日に

行われたと仮定して算定しております。 

なお、平成16年４月１日に当該株式併合が行われた

と仮定した場合における前事業年度の１株当たり情報

は、以下のとおりとなります。 

 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 730.06円 

１株当たり当期純利益 7.39円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、当期純損失を計上しているため記載してお

りません。 

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益（純損失△）     

 当期純利益（純損失△） (百万円) △6,830 2,549 

 普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ― 

 普通株式に係る当期純利益（純損失△） (百万円) △6,830 2,549 

 普通株式の期中平均株式数 (千株) 1,848,067 962,644 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額 (百万円) ― ― 

 普通株式増加数 (千株) ― 1,021 

 （うち新株予約権） (千株) ― 1,021 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権８種類（新株
予約権の数22,814個）新
株予約権の概要は「新株
予約権等の状況」に記載
のとおりです。 

新株予約権２種類（新株予
約権の数6,973個）新株予約
権の概要は「新株予約権等
の状況」に記載のとおりで
す。 



(重要な後発事象) 

  

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社は、平成17年６月23日開催の第64回定時株主総

会において、当社株式の発行済株式総数を適正な水準に

調整することを目的として、当社株式を併合することに

つき、承認可決されました。 

当該株式併合の内容は以下のとおりです。 

 １ 株式併合の方法 

   当社の発行済株式について２株を併合して１株に

いたします 

 ２ 株式併合の効力発生日 

   平成17年９月１日(予定) 

平成15年４月１日に当該株式併合が行われたと仮定

した場合における（１株当たり情報）の各数値は、そ

れぞれ以下のとおりとなります。 

  

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり
純資産額 

751.15円 
１株当たり
純資産額 

730.06円

１株当たり
当期純利益 

5.39円 
１株当たり
当期純損失 

7.39円

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益 

5.36円  なお、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益に
ついては、当期純損失を
計上しているため記載し
ておりません。 

――――――――― 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【債券】 

  

  

銘    柄 
株式数
(千株) 

貸借対照表 
計上額(百万円) 

投資有価証券 
その他有価
証券 

株式会社パソナ 67 18,827 

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 1,150 10,580 

株式会社東京放送 2,817 8,901 

トヨタ自動車株式会社 1,323 8,506 

エーザイ株式会社 1,506 7,725 

Infrastructure Development Finance Company 
Limited 

28,061 4,989 

株式会社横浜銀行 5,076 4,893 

三菱倉庫株式会社 2,402 4,520 

株式会社常陽銀行 5,373 4,459 

ヤマトホールディングス株式会社 1,702 4,101 

三菱地所株式会社 1,437 4,009 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1 3,333 

株式会社ミレアホールディングス 1 3,285 

株式会社千葉銀行 3,000 3,141 

株式会社静岡銀行 2,609 3,099 

株式会社小糸製作所 1,638 2,705 

その他 182銘柄 ― 23,194 

小 計 ― 120,277 

計 ― 120,277 

銘    柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表 
計上額(百万円) 

有価証券 
その他有価
証券 

政府短期証券 第379回債 50,000 49,995 

計 ― 49,995 



【その他】 

  

  

【有形固定資産等明細表】 

  

  

種類及び銘柄 
投資口数等
(千口) 

貸借対照表 
計上額(百万円) 

有価証券 
売買目的有
価証券 

CI Emerging Fund 499 7,037 

H Distressed Fund 370 5,963 

LD & EMG Fund 469 5,948 

Infrastructure Equity Fund 29,869 5,877 

AMP Capital Global Infrastructure Fund 47,242 3,903 

その他６銘柄 ― 9,624 

小 計 ― 38,355 

投資有価証券 
その他有価
証券 

ダヴィンチ・ジャパン・リアルエステート
３号匿名組合 

― 2,881 

Citigroup Mezzanine Partners (Offshore) 
Ⅰ-A L.P 

― 2,808 

その他23銘柄 ― 9,084 

小 計 ― 14,774 

計 ― 53,129 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 100 6 2 103 54 9 49

 器具・備品 307 5 15 298 257 10 41

  有形固定資産計 408 12 18 401 311 20 90

無形固定資産       

 商標権 9 1 ― 10 1 0 9

 ソフトウェア 3 0 ― 3 1 0 2

  無形固定資産計 12 2 ― 14 2 1 12

長期前払費用 2 0 0 3 2 0 0



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式は11,742,661株であります。 

２ 資本金および資本準備金の増加の原因は、すべて新株予約権および新株引受権の行使によるものであります。 

３ 発行済株式の減少の原因は、当社発行済株式２株を１株にする株式併合によるものであります。 

４ 自己株式処分差益の増加の原因は、自己株式の処分によるものであります。 

５ 別途積立金の減少の原因は、すべて利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(注)２ (百万円) 232,854 905 ― 233,760

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 
(注)１、２、３ 

(千株) (1,947,920) (  1,478) ( 973,967) ( 975,431)

普通株式 
(注)２ 

(百万円) 232,854 905 ― 233,760

計 (千株) (1,947,920) (  1,478) ( 973,967) ( 975,431)

計 (百万円) 232,854 905 ― 233,760

資本準備金 
及びその他 
資本剰余金 

資本準備金     

 株式払込剰余金 
 (注)２ 

(百万円) 
  

176,260
  

905
  

― 
  

177,166
  

その他資本剰余金     

 自己株式処分差益
 (注)４ 

(百万円) 
  

―
  

5
  

― 
  

5
  

計 (百万円) 176,260 911 ― 177,171

利益準備金 
及び 
任意積立金 

利益準備金 (百万円) 52,222 ― ― 52,222

任意積立金     

別途積立金 
(注)５ 

(百万円) 259,024 ― 55,000 204,024

計 (百万円) 311,246 ― 55,000 256,246

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 10,000 ― 10,000 ― ― 

賞与引当金 860 1,800 860 ― 1,800 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

平成18年３月末の主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。なお、附属明細表に記載した項目は省略し

ております。 

  

ａ 資産の部 

現金・預金 

  

  

関係会社短期貸付金 

  

  

関係会社株式 

  

  

種類 金額(百万円) 

現金 0 

当座預金 825 

普通預金 245,199 

その他預金 2,530 

計 248,555 

種類 金額(百万円) 

株式会社日興コーディアルトレジャリーズ 287,295 

計 287,295 

銘柄 金額(百万円) 

（子会社株式）   

日興コーディアル証券株式会社 390,880 

日興シティグループ証券株式会社 97,315 

日興アセットマネジメント株式会社 29,129 

その他17銘柄 83,106 

（関連会社株式）   

マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式会社 12,432 

その他５銘柄 10,340 

計 623,205 



ｂ 負債の部 

社債 

  

  

長期借入金 

  

  

(3) 【その他】 

 特記事項はありません。 

  

区分 金額(百万円) 

第２回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 35,000 

第３回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 20,000 

第４回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 50,000 

第５回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 70,000 

第６回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 30,000 

第７回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 20,000 

第８回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 30,000 

第９回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 50,000 

計 305,000 

区分 金額(百万円) 

株式会社みずほコーポレート銀行 30,000 

株式会社三井住友銀行 30,000 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 20,000 

中央三井信託銀行株式会社 20,000 

株式会社新生銀行 20,000 

株式会社千葉銀行 15,000 

株式会社りそな銀行 10,000 

住友信託銀行株式会社 10,000 

株式会社中国銀行 10,000 

株式会社七十七銀行 10,000 

第一生命保険相互会社 10,000 

三井生命保険株式会社 10,000 

その他30社 65,000 

計 260,000 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】

  
  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 (注)１ ３月31日、その他必要のあるときは、あらかじめ公告をして定めた日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000
株券、100株未満の株数を表示した株券、そのほか代表執行役社長の決定により
上記株数以外の株数を表示した株券 

中間配当基準日 (注)１ ９月30日 

１単元の株式数 (注)２ 500株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 
  
  

不所持株券の交付請求、毀損または汚損および株券失効による再発行は、１枚に
つき250円 
上記以外は無料 

単元未満株式の買取りまたは
買増し 

  

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

  手数料 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

株式の売買の委託に係る手数料相当額として、以下の算式により１単元当たりの
額を算定し、これを買取りまたは買増しをした単元未満株式数で按分した額 
（算式）１株当たりの買取りまたは買増し単価に１単元の株式数を乗じた合計金

額のうち 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500
円とする。 

100万円以下の金額につき 1.150％ 
100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％ 
500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％ 
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％ 
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％ 
(円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。)

  受付停止期間 （注）３ 
  (買増しのみ) 

決算期日(３月31日)および中間期日(９月30日)を含む各々それ以前の12営業日の
間 



    

(注) １ 平成18年６月23日開催の第65回定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、剰余金の配当の基準日を３月31日、６

月30日、９月30日および12月31日と定めました。 

２ 「１単元の株式数」は、平成17年９月１日付をもって1,000株から500株となっております。 

３ 平成18年６月23日開催の第65回定時株主総会決議による定款の一部変更を受けて、受付停止期間は３月31日、６月30日、

９月30日および12月31日から起算して各々それ以前の12営業日の間といたしました。 

  

株券喪失登録または抹消   

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

  手数料 
申請１件につき  8,600円
株券１枚につき   500円 

公告掲載方法 

当社のホームページに掲載（http://www.nikko.jp/kokoku.html）ただし、電子

公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、東京

都において発行する日本経済新聞に掲載して行います。 

株主に対する特典 

株式数に応じて希望の品の贈呈
対象 
 毎年３月31日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された500
株以上所有の株主 
贈呈内容 
500株以上2,500株未満 (A)当社オリジナル品または生活・健康・環境関連品 
2,500株以上5,000株未満 上記(A)の品、および

(B)全国名産品または生活・健康・環境関連品（2,000円相当） 
5,000株以上 上記(A)の品、および

(C)全国名産品または生活・健康・環境関連品（5,000円相当） 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  



２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

１ 有価証券報告書及びその添付書類     

    
事業年度 
(第64期) 

  
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月24日関東財務局長に提出

２ 発行登録追補書類     

  
 平成16年10月28日提出の発行登録書に係る 
 発行登録追補書類 

  平成17年11月９日関東財務局長に提出

３ 臨時報告書     

  

証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示
に関する内閣府令第19条第１項および第２項第１号
（本邦以外の地域において開始される売出し）に基づ
き提出 

  

平成17年12月14日関東財務局長に提出

  
証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示
に関する内閣府令第19条第１項および第２項第４号
（主要株主の異動）に基づき提出 

  平成17年12月16日関東財務局長に提出

４ 臨時報告書の訂正報告書     

  
上記３の平成17年12月14日提出の臨時報告書に係る訂
正報告書 

  
平成17年12月15日関東財務局長に提出

５ 半期報告書   平成17年12月27日関東財務局長に提出

    (第65期中)   
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

    

６ 訂正発行登録書   平成17年６月24日 
      平成17年12月14日 
      平成17年12月15日 
      平成17年12月16日 
    及び平成17年12月27日関東財務局長に提出

７ 自己株券買付状況報告書   平成17年４月６日 
      平成17年５月10日 
      平成17年６月３日 
      平成17年７月12日 
      平成17年８月３日 
      平成17年９月12日 
      平成17年10月５日 
      平成17年11月４日 
      平成17年12月２日 
      平成18年１月６日 
      平成18年２月３日 
      平成18年３月７日 
      平成18年４月４日 
      平成18年５月11日 
    及び平成18年６月２日関東財務局長に提出



  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  
該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２３日

株式会社日興コーディアルグループ 

   取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日興コーデ

ィアルグループの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日興コ

ーディアルグループ及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  

追記情報 

１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準

を早期適用している。 

２．重要な後発事象に株式併合に関する定時株主総会決議が行われた旨の記載がある。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 細 野 康 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 間 義 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 清 水   毅 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 土 岐 祥 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

株式会社日興コーディアルグループ 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日興コーデ

ィアルグループの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日興コ

ーディアルグループ及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 山 章 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 間 義 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 清 水   毅 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 土 岐 祥 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２３日

株式会社日興コーディアルグループ 

   取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日興コーデ

ィアルグループの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第６４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日興コーデ

ィアルグループの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に株式併合に関する定時株主総会決議が行われた旨の記載がある。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 細 野 康 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 間 義 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 清 水   毅 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 土 岐 祥 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

株式会社日興コーディアルグループ 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日興コーデ

ィアルグループの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日興コーデ

ィアルグループの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 山 章 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 間 義 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 清 水   毅 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 土 岐 祥 子 
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